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1. 1 構造工学における弾塑性履歴問題

(1) 構造工学における弾塑性履歴問題の重要性

近年、構造工学における設計理論が急速な進歩を遂げ、種々の大規模構造物が計

画・建設されるようになった。構造物の大型化・特殊化に呼応して、材料の非線形

的な性質とそれを考慮した精密な理論に裏づけされた設計思想による、より合理的

な設計がなされることが望まれている 1I 0 1) 。特に、土木構造物が種々の外力によ

って変動荷重を受け、構造物のある部分に弾性城を越える応力（あるいはひずみ）

が繰り返し生じる場合の、構造物の全体的あるいは局部的な挙動を知ることは、構

造物の設計あるいは維持管理上重要な事項のひとつである。そこで、弾性城を越え

る負荷履歴を受ける材料から構成される構造物の応答解析を、工学的に意味のある

範囲で精度良く実施することが求められ、素材の履歴応カーひずみ関係を必要な精

度で評価することが、それらへの最初の足掛りとなる。

例えば、はりと柱の接合部などの複雑な形状を有する構造部分の脆性的な破壊の

発生を定量的に把握するための手段として、非線形破壊力学は現在もっとも有効で

あると考えられている。繰り返し荷重下での脆性破壊の基準となる力学パラメータ

を評価するためには、 多軸応力状態に適用できる応カーひずみ関係が必要となる

・t 1 el2) 

゜
したがって、このような状態で変形できる能力を保持することは、優れた

耐虚性を持つことを意味しており、重要なことである 11 0 3 l。 例えば、建築構造の

はりと柱の接合部におけるはりのフランジ端部には

e →1.8% 

程度の大きなひずみが生じると 言われている。また、このような箇所でのひずみ挙

動は複雑であり、解析にはバイリニア等の単純な構成モデルは適さないことが報告

されており、 精密な構成モデルが要求される 1104),1105)0

また、鋼はり柱の解析および設計に対して、弾性理論には以下のような欠点があ

る。 (1)最大強度は弾性限荷璽よりかなり大きく、 ある場合には 30％から 40％にもな

る、 (2)柱の場合、弾性座屈と全断面降伏とのあいだの非弾性座屈が取り扱われな

い、 (3)はり柱の弾性限度とはり柱によって構成された構造物の最大強度とになん

ら関連がなく、弾性限界は実際的な意味を持たない 11 0 6)。 したがって、非弾性域

でのはり柱の挙動を精度良く解析することは、それによって構成された構造物の能

力を正しく評価する上で重要な意味を持つ。

低サイクル疲労の分野では、繰り返し応カーひずみ関係や履歴応カーひずみ関係

が疲労強度に影響を及ぼすことから、それらの推定に関する研究が多くなされてい

る 1107I。 いわゆる小規模降伏条件を満たす脆性材料のじん性評価や構造物の耐脆

性破壊設計は、線形破壊力学における応力拡大係数による破壊基準に基礎をおいて

いる。また、疲労き裂伝播解析においても線形破壊力学の有効性が認められている。

一方、実用上多用されている普通鋼および中強度鋼などの延性材料に対して線形破

壊力学では妥当なじん性の評価ができないことが知られている。そこで、これらの
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材料のじん性を非線形破壊力学を用いて正当に評価する必要性が認められている

1108)。 また、そのような材料では疲労き裂の進展過程において比較的大きな繰り

返し塑性変形を受けることから、疲労損傷の累積効果を検討する上で、弾塑性応力

ーひずみ関係が必要となる。

塑性加工の分野では、塑性加工を経済的に行うためには、加工における応力とひ

ずみの分布を要求される精度に応じて計算しなければならないことから、高精度の

弾塑性履歴応カーひずみ特性が必要となる II 0 9)。

金属を対象として約70年間にわたって発展してきだ弾塑性理論は、約30年前に土

へ適用されて以来その研究は年々盛んになっている。金属の分野で提案されたほと

んどのモデルが土に適用されているという意見も出現するほどである I・t t 0:,。 コン

クリートにおいても、近年、終局強度設計法が採用されるに至って、材料の各種非

線形挙動を弾塑性理論やクリープ理論などを用いて統 一的に取り扱おうという機運

がある I1 I I) 0 

このように、金属に限らずすべての構造用材料に関して繰り返し荷重に対する弾

塑性的な挙動を表現するための弾塑性構成方程式の開発が望まれる。次節において

は、このような構造工学における弾塑性構成方程式の確立に対する要求に応じてな

された、既往の研究の概要をまとめることによって、研究の現状を示す。

(2)本研究の範囲

構造力学においては、次の 4つの方程式が基本となる。

a)力の釣合を表す釣合方程式

b)ひずみと変位の関係を表す適合条件式

C)応力とひずみの関係を表す構成方程式

d)力学的および幾何的な境界条件を定める境界条件式

接触問題などで現れる境界条件の非線形性を除けば、上記のいずれに非線形性が

現れるかによって、構造力学における非線形性は次のように分類される t1 1 2)。

1)適合条件式が非線形となり、釣合方程式に変形の影響を考慮しなければならない

ことによる非線形性（幾何的非線形性あるいは運動学的非線形性と呼ばれる）

2)構成方程式に非線形性を考慮しなければならないことによる非線形性（材料非線

形性あるいは構成非線形性と呼ばれる）

3)構成方程式および適合条件式に非線形性を考慮しなければならないことによる非

線形性（複合非線形性と呼ばれる）

構造的な現象は 一般には、複合非線形性を有する現象であると考えられる。しか

し、幾何的非線形性および材料非線形性のどちらがより卓越しているかによって上

記のように分類されるものである。本研究で対象とする問題は主として材料非線形

性に関わる問題である。

材料に現れる非線形性を、概ね以下のように分類する。

時間あるいは速度に関係する非線形性

クリープ： 一定の荷重のもとで塑性変形が時間の経過と共に進行する現象

応力弛緩： 一定の変形のもとで応力が時間の経過と共に減少する現象
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粘弾塑性：不可逆的な変形と速度依存の粘性の複合的な現象

時間あるいは速度に関係しない非線形性

履歴依存性のない非線形性：非線形弾性など

履歴依存性のある非線形性：弾塑性、き裂発生とその進展に伴う非線形性など

これらの材料非線形性のうち、本研究では、時間あるいは速度に関係しないが履

歴依存性がある弾塑性的な挙動に関連する非線形性を扱う。すなわち、材料が静的

な繰り返し荷重を受け、それによって塑性ひずみが繰り返し発生する場合の挙動を

解明しようとするものである。この問題は、’'繰り返し塑性”の問題と一般には呼

ばれており、これに関する研究は近年盛んに行われているものの、いまだ実用に十

分供しうる成果が得られていない研究分野である。そのことは、繰り返し塑性挙動

が非常に複雑であることによっている。材質的に安定でしかも比較的挙動が明快で

ある金属材料においてさえ例外ではなく、殊に土質材料、コンクリート、岩石など

の場合にはその挙動はより複雑である。

本研究では、土木材料のうち特に金属材料を対象として、繰り返し塑性挙動を検

討する。金属の塑性的な性質は、微視的には材料の局所的なすべりというかなり高

速な現象によるものである。したがって、一般には変形速度の影響を強く受けると

考えられる。しかし、一般的な静的構造解析においてそうであるように、本論文で

は変形速度に依存する弾塑性挙動をそれに依存しないものとして扱う。そのために、

研究における実験的な部分においては、ひずみ速度を十分低くしかも一定となるよ

うな載荷条件下での洞定を行うことによって、ひずみ速度が実測データ相互の関係

に影響することを避けた。

構造力学において問題とする構造は、いわゆる構造要素や構造部材のレベルまで

のオーダーのものであり、それより小さい分子・原子の構造、結晶構造、結晶粒構

造などは取り扱わないのが通常の学問領域の分類のあり方である 111 2) といわれて

いる。例えば、小型試験片の引張試験によって得られる応カーひずみ関係は、実際

には材料の微視的な構造の変化が、より大きなオーダーの構造に関する平均的な特

性として得られるものである。材料の微視的な構造から応カーひずみ関係を得よう

とする試みはなされているが、現実にはそのようなアプローチから現実に測定され

る応カーひずみ関係を推定することは種々の困難を伴うばかりでなく、構造力学的

な見地から取り扱う領域以外の微視的な情報が必要となる。本研究では、このよう

な範囲の問題には踏み込みをせず、要素試験によって得られる平均的な意味での応

カーひずみ関係は、実際の物性を代表するものと考える。そのような意味で、本研

究で提案する繰り返し塑性モデルは現象論的なモデルである。言い替えれば、本研

究は要素試験で観測される平均的な意味での応力とひずみの関係の履歴依存性を現

象論的に検討するものである。

まとめれば、本研究で対象とする問題は、

’'金属材料、特に構造用鋼材を連続体と見なした場合の、ひずみ速度に依存しない

繰り返し塑性挙動を現象論的に取り扱う構成モデルを構築するとともに、それの構

造部材の解析への導入をはかること'’

である。
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1. 2 履歴応カーひずみ関係のモデル化に関する既往の研究

弾塑性理論の発達は、複合応力下での降伏の基準を表す降伏曲面の概念が提案さ

れたことに始まる。 Westergaard1201)は、複合応力下での延性材料に対するいくつ

かの降伏基準の相違をより分かりやすく説明するために、 2次元あるいは 3次元主

応力空間に図式表示した。降伏基準を図式表示したものである降伏曲面 (2次元応

カ空間では降伏曲線）という今日では広く受け入れられている概念がこの論文にお

いてはじめて導入された。 Westergaardの論文とほぼ同じ時期に提出された Haighの

論文 旦02) においても、やはり降伏基準を図式表示する降伏曲面の概念が論じられ

た。 Haighは、種々のポアッソン比を有する材料の降伏基準を 2次元主応力空間に

おける楕円群によって表示した。 この降伏基準はいわゆる von-Misesの降伏基準

1203) として今日延性材料の降伏基準として最もしばしば用いられているものであ

る。これらの論文の提出は、降伏曲面の概念が弾塑性論に導入される契機となった。

Hil11204)は、 Bauschinger効果 12 05) を無視した場合の硬化則として、降伏曲線

が荷重を受けるにつれてその大きさを相似的に増大するという仮説を用いた。この

ような仮説が採用された背景には、主として降伏曲線の形状変化に対する詳細な研

究がなされていなかったことが挙げられている。この硬化則は、現在、等方硬化則

と呼ばれており、単調な負荷に対する非線形硬化挙動を表すための簡略な硬化則と

して、現在なおしばしば用いられている。しかし、等方硬化則は単調な負荷に対し

ては有効なものの、繰り返し荷重を受ける材料の場合には、 Bauschinger効果を無

視していることから有効でない。

Prager1206)は、 等方硬化の欠点を補うために、移動硬化の概念を塑性理論に初

めて導入し、単軸応力下での剛完全塑性体、剛加工硬化体、完全弾塑性体を表す物

理モデルを示した。更に、複雑な応力状態への適用として、 2軸応力状態でのvon

-Misesの降伏条件に従う非圧縮性材料の応カーひずみ関係を検討した。このモデル

においては、降伏曲線は原点 0 からひずみ増分の方向に移動するものと仮定される

ことになる。 ひずみ増分 （弾性ひずみは無視する）の方向は、 Prandtle-Reuseの

流れ則 12 0 7 J によれば降伏曲面に対する現応力点での外向き法線である。従って、

結局降伏曲面は外向き法線方向に移動すると考えられていることになる。

降伏曲面が応力点で曲面に引いた法線の方向に移動する Prager則によれば、もっ

とも一般的な 9次元応力空間で降伏曲面が移動する場合、 だとえば 6 :＜ - 6 y平面

内での 2次元降伏曲線の形状が変化してしまう 1288:）。この矛盾を解消するために、

Ziegler1208)は降伏曲面の中心と現応力点を結ぶ方向に降伏曲面は移動するという

あらたな移動則を提案した。 これが一般に Ziegler則と呼ばれるものである。

Prager, Zieglerにより提案された移動硬化則は Bauschinger効果をある程度表現

することが可能であることから、繰り返し荷重に対する硬化則としてしばしば用い

られている。しかし、移動硬化則を用いた場合、繰り返し負荷におけるひずみ硬化

特性の変化を十分に表現することができない。

等方硬化則や移動硬化則のこれらの欠点を補うため、 Hodge1209) はPrager1210.1

に対するディスカッションにおいて、等方硬化と移動硬化を組み合わせた新たな硬
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化の考え方をはじめて提案した。等方硬化と移動硬化の関係は前述のように降伏曲

面の挙動の相違によって明確に示される。このような相違があるにもかかわらず、

両理論の数学的定式化は同様であるので、これらを組み合わせることによってより

一般的な理論を構築することができる。このために、 N個の要素からなる板を考え、

そのうちの aN個の要素が等方硬化し、残りの (1-a) N個の要素が移動硬化するも

のとする。種々の aの値に対応して種々の複合硬化材を表現することができる。こ

の考え方は、複合硬化則として今日非常にしばしば用いられている硬化則である。

通常、単軸状態において弾性的な除荷径路に続く再負荷径路においては、応力が

除荷時の値を越えるまでは塑性ひずみが発生しないと仮定されることがあるが、

Lubahnの測定結果 1211) に見られるように、現実には弾性除荷に続く再負荷におい

ても塑性ひずみが発生する。この現象を表すために、 Phi11 i p s, Sier ak ow ski 1 2 1 2 1 

およびEisenberg, Phillips1212:)は負荷曲面の概念をはじめて弾塑性理論に導入し

た。応力が除荷時の応力より低い応力に達したときに塑性ひずみが発生するものと

した。このモデルを 2軸応力に一般化するために、降伏曲線の他に負荷曲線が導入

された。これらの 2の曲線は塑性ひずみ履歴の関数とみなされた。降伏曲線は弾性

領域を含み、この範囲内に応力点が存在するときには塑性ひずみは発生せず、 2つ

の曲線は変化しない。この範囲を越える応力状態では塑性ひずみが発生するために、

受けた塑性ひずみ履歴に応じて両曲線は変化する。この場合、応力点は負荷曲線上

に常に存在する。そして、応カベクトルが外向きの場合に塑性ひずみが生じ、内向

きのとき除荷が生じ、曲線の方向のとぎ中立状態で塑性ひずみが増加しない。部分

的に除荷が発生して、応力点が負荷曲線と降伏曲線の間に存在する場合、やはり除

荷、再負荷、および中立の 3つの状態を区別するために中間的な負荷曲線が定義で

きる。一連の中間的な負荷曲線は塑性ひずみ履歴によって決定される。このように、

降伏曲線の他の状態曲線を更に定義する考え方は、後に述べる多曲面理論や 2曲面

理論に通じるものである。

また、 Greenstreetら1214) の室温から華氏750度までの高温における人工黒鉛に

関する単軸試験の結果によれば、除荷が発生した後に、弾性範囲が存在しなくなる

ことがある。 GreenstreetおよびPhillips立15)はこのような現象に適用できるよう

に塑性理論を一般化するために、降伏曲面が存在しない塑性理論を展開した。同理

論においては、除荷が発生すると、大きさが零の負荷曲面が発生するものと考えら

れた。これによって、弾性範囲のない非線形挙動が表現される。その後、負荷の進

展と共に負荷曲線の大きさは徐々に大きくなる。推定結果はGreenstreetら立14)の

人工黒鉛の単軸試験の結果と比較され、両者は良好に一致するという結果が得られ

た。

Iwan1216)は、 限界すべり応力（降伏応力）とヤング率によって表される完全弾

塑性要素の集合によって特徴付けられる、一次元の応カーひずみ関係を表す物理的

なモデルを示し、 これによって Masing型立17)のBauschinger効果を示す応カーひ

ずみ関係を表現した。ここで、 Masing型の Bauschinger効果とは、除荷に続く再降

伏における応カーひずみ関係が、初期の応カーひずみ関係の曲線を、応力およびひ

ずみ軸にそれぞれ 2倍拡大した曲線で表されるものである。本モデルがこのような
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Bauschinger効果を表すのは、曲面が移動するのみであることによる。一次元応力

下での応カーひずみ関係を表すための各要素は、多軸応力下での構成則を表すよう

に一般化するために、離散的に配置された異なるひずみ硬化率に対応する状態曲面

（あるいは曲線）と置き換えられた。この場合、曲面の数が有限ならば、比例負荷

に対して区分的線形の応カーひずみ関係となるが、これらが連続的に分布するとす

れば、勾配が連続的に変化する応カーひずみ関係を表すことができる。

Mroz121s)は、 Iwan121s)が提案したモデルにおける 3次元主応力場への拡張モデ

ルと同様に、応力空間に一定の加工硬化係数の場を定義するために多くの曲面を配

置した加工硬化係数場モデルを提案した。ここで、各曲面は移動するのみで、拡大、

縮小、回転、変形はないと仮定された。応力点は最も内側の曲面（降伏曲面）上に

あり、塑性状態にはいると降伏曲面は移動する。降伏曲面がその外側の曲面に接触

すると、加工硬化率は低下し、両曲面は共に移動する。さらに外側への負荷が続く

と、順次外側の曲面を押しだしながら、各曲面は移動する。降伏曲面が外側の曲面

に接触する毎に加工硬化率は低下する。この時、多曲面の配置は初期状態と異なる

ことから、異方硬化特性が表される。各曲面が移動するのみであることから、比例

負荷においては、 !wanモデルと同様に、本モデルもまた Masing型の応カーひずみ関

係を表す。更に、本モデルを非比例負荷へ適用するために、曲面の移動則を定義し

ているが、その際、曲面は相互に交差しないように配慮されている。また、モデル

の一般化として、曲面が拡大または縮小する場合についても若干論じている。降伏

曲面が縮小し、加工硬化率の小さい領域に対応する曲面が拡大するという現象が現

実には観察されることから、この一般化は有用である。

MrozあるいはIwanによる加工硬化係数場モデルの適用性を検討した研究もいくつ

かある。 Mroz1219:'は、加工硬化係数場モデルの適用性の検討例として、一定の引

張応力のもとで繰り返しねじり応力を受ける材料の伸びひずみの変化を定性的に検

討した。ただし、簡単のために曲面の数は 2つに限定した。 守時 12 2 0)は、加工硬

化係数場モデルの具体的な取り扱い法と計算方法を示した。ここでは、無数の曲面

が仮定された。 さらに、続報において、守時 12 2 1)はねじり試験、あらかじめ引張

の変形を与えた後の引張試験、およびあらかじめ圧縮の変形を与えた後の引張試験

あるいは圧縮試験の各試験結果と計算結果を比較した。この結果から、ねじり試験

においては比較的良好な推定がなされているが、その他の場合については良好な推

定がなされたとはいえない。 また、 Mroz1222)は Masing型の応カーひずみ関係を

特別な場合として含む定常状態に対する簡略な応カーひずみ関係を提案した。これ

は繰り返し応カーひずみ関係（あるいはスケルトン曲線）をあるスケーリング係数

を用いてスケーリングした曲線として履歴応カーひずみ曲線を表すものである。そ

して、これを多軸応力状態へ拡張して、各種の構造問題への適用を試みた。

Kal ev 122 :3)は、単軸応カーひずみ関係としてはマルチリニアの応カーひずみ関係

を繰り返し荷重に対して Masing型で用い、それを Mroz121a) と同様に多軸応力へ拡

張した。そして、これを用いて疲労き裂進展解析を行った結果、小規模降伏を仮定

して計算されるき裂進展速度は実測結果より低めの値となることを示した。

多曲面塑性理論に基づくモデル化においては、多数の状態曲面を取り扱わなけれ
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ばならないことから、一般には複雑に過ぎる嫌いがある。多曲面理論におけるこの

複雑さを解消するために、 OafaliasおよびPopov1224:,.1225)は、負荷曲面をその内

側に含む境界曲面の概念を導入し、境界曲面理論を展開した。繰り返し載荷のある

一径路におけるひずみ硬化率El)の変化は、境界曲面と負荷曲面の相対的な位置を表

すパラメーター 8によって定まる。 8は応力の次元を有している。塑性状態に入っ

た直後から、 8の滅少と共に連続的に炉が減少することから、応カーひずみ関係が

弾性から塑性へと滑らかに遷移する実測において観察される現象を表現することが

できる。ここで、 E吋ま 8の単調増加関数である。繰り返し載荷における繰り返し軟

化や繰り返し硬化を表現するためにもう 一つのパラメーターが導入された。これは

現在の応カーひずみ径路の一つ前の径路においてなされた塑性仕事量伯である。繰

り返し軟化材の場合には、 E叶まWPの減少関数であり、逆に繰り返し硬化材の場合に

はWPの増加関数である。そしてこのようなモデルを用いることによってサイクリッ

ククリープ、繰り返し軟化、繰り返し硬化などの現象がどのように表現されるかを

定性的に説明した。

さらに、多軸応力状態に対してのモデルの一般化の方法が示された。 8の評価方

法ならびに降伏曲面と境界曲面の移動則は以下のように定められた。前者について

は、降伏曲面の中心 aと応力点aを結んだペクトルの境界曲面との交点を bとし、 8

=abとする方法が取られた。 また、 2つの曲面は負荷の進展と共に近接あるいは接

する可能性があるが、接したときに両曲面の外向き法線ペクトルが一致しなければ

ならない。したがって、降伏曲面の移動方向はac方向とならなければならない。

Oaf aliasおよびpO po V 1 2 2 5 >, 1 2 2 13)は、提案した境界曲面理論の妥当性を実測結果

との比較により具体的に検討した。これによれば、ひずみ硬化率炉はパラメータ 8

を用いて次式で表された。

8 
EP = Eo P十h( ）  

0 in -0 
(1.2.1) 

ここで、 EP= EP (8, W)，E。P=EP(0, WP)、 P'(0in、炉） ＝ 00である。 hは

正の形状パラメーターである。境界が直線で表される場合には、 8は応力と塑性ひ

ずみで表され、上式を積分することによって次式が得られる。

h= 
0 O in _ ,O in 
― +  -- -）  - 1 

e P C Il 
ln ( 

8 

(5 0 i n 
= E., p - ― -―  

c P c P 
ln 1 + 

E。!） ど P - 6 

(J In 

(1. 2. 2) 

上式は hのカープフィッティング手法に用いられた。 この際、 1/ 1゚；；；；； oIo in；；；；； 

1/2の測定結果を用いた。 0i 11によって間接的に測定される反対方向の塑性応力の

量は応カーひずみ曲線の急勾配 (steepness)に影響することから、 hは 0inの次のよ

うな関数とした。

h= 
a 

1 + b rm 
(1.2.3) 

ここで、 r=8,n/6 rであり、 (5 rは 0 inの無次元化のための応力値である。 単軸の
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場合についての測定結果と解析結果を比較した。材質は降伏点が500MPa程度の60キ

口級の高張力鋼材である。

Krieg1 227) は、 Dafalias-Popovモデル 1224)-122€-) とまったく同様の概念に基づ

くモデルをほぼ同じ時期に提案し、同モデルを用いてアルミニウムの単軸応カーひ

ずみ関係を計算し、 LipkinおよびSwearengen1228)による実測結果と比較した。そ

れによれば、処女載荷においてはかなり良く 一致しているが、荷重反転後は計算さ

れた応力は実測結果に比べやや小さい。

藤本ら 1229),12"30)はDafalias-Popovモデルを基本として以下 1)~ 3)の改良のも

とに、修正モデルを提案した。

1)境界曲面の拡大や、塑性ひずみ硬化率を決定するために、中間的な曲面を降伏

曲面と境界曲面の間に設定した。降伏曲面が中間曲面に接している場合に中間曲面

は拡大する。この場合の塑性ひずみ硬化率は次式で表される。

EP = E8 + h 
8 

0 in - 0 
(1.2.4) 

また、降伏曲面が中間曲面に接していないときには、上式の EB=0とすればよい。

中間曲面が拡大しているとき、境界曲面もまた拡大する。境界曲面の大ぎさは、降

伏曲面と中間曲面が接している間に累積される相当塑性ひずみによって決まる。

2)降伏曲面は収縮または拡大するものとする。

3)初期降伏曲面上で累積される相当塑性ひずみが単調引張試験におけるひずみ硬

化開始時での塑性ひずみになるまでは非硬化とする。

同モデルに導入されているすべての材料特性パラメーターは単調試験の結果から

決定でき、 SS41,SM50A,SM58Qおよび溶接金属の引張圧縮応カーひずみ関係の推定

に本モデルは適用された。

CofieおよびKrawinkler123'1) は、 Dafalias-Popovモデルを単軸状態に特殊化し

た上で、修正モデルを提案した。 Dafalias-Popovモデルと同モデルとの相違は、前

者では境界線（境界曲面は単軸状態では境界線で表される）が移動しないのに対し

て後者ではそれが移動することにある。正の境界と負の境界が定義され、これらの

位置は直前の半径路での平均応力と応力振幅によって決定する。 例えば、直前の

半径路で正の平均応力がある場合、次の半径路では平均応力の緩和 (relaxation)

が生じ、負の境界が下方に移動する。この移動量は平均応力と平均応力緩和係数の

積となる。さらに、最大応力が繰り返し応カーひずみ曲線の対応するひずみ範囲に

おける応力より大きい場合には繰り返し軟化係数と応力の差の積の 2倍となる。逆

に、最大応力が繰り返し応カーひずみ曲線の対応するひずみ範囲における応力より

小さい場合には繰り返し硬化係数と応力の差の積の 2倍となる。 提案者らはA36構

造用鋼材に同モデルを適用して、実測結果と良好に 一致する結果を得た。

金子 1232)は、 従来の実験的・理論的な検討の結果を踏まえて、境界曲面モデル

を提案した。このモデルでは、降伏曲面の形状の相似的な変化と移動ならびに境界

曲面の形状変化と移動を表すことが可能である。しかし、材料パラメータが多く、

それらを決定するために多くの手続きが必要である。しかも、これが多軸応力状態

での繰り返し塑性挙動を精度よく推定できる保証はなく、これの実験による検証も
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なされず、単なるモデルの提案の城を出ない。

Hashiguchi 1232')は、負荷曲面および境界曲面の他に、 負荷曲面の拡大を制限す

る副降伏曲面を定義し、異方性硬化および弾塑性過渡応答のある弾塑性材料の構成

方程式を提案した。これらの曲面は相似と仮定され、また、一般的な移動則が組み

込まれている。これを用いて、アルミニウムの単軸負荷における応カーひずみ関係

を、 LipkinおよびSwearengen12281 による実測結果と比較し、 Krieg122?)の境界曲

面モデルより精度の良い推定ができたとしている。 また、橋口 1234),'1235:＇ は、境

界曲面モデルにおいて、従来、精密な数学的な検討がなされていない曲面同士の非

交差の条件を導き、それを満たす曲面の移動法則を示した。しかし、具体的な材料

への適用例は示されておらず、モデルの提案のみにとどまっている。また、 Tseng

およびLee1236)は、材料が過去に経験した相当応力の最大値に関連して定められる

境界曲面（記憶曲面と呼ばれた）を持つ境界曲面モデルを提案した。このように、

境界曲面モデルは多曲面モデルに比して扱うべき曲面の数が少ないことによる簡便

さから、比較的多くの類似モデルが提案されており、現段階で有効な繰り返し塑性

モデルの一つであると言える。

このように、 OafaliasおよびPopov1224 :', 1 226:＇、Krieg122?)が提案した境界曲面

理論は比較的実測値を良好に表すことができることから、それを適用した例も多い。

PeterssonおよびPopov1237) ｀ 1 2.38)は、 小さいひずみ振幅が繰り返されるときに

応力径路が実測により観察されるものから次第にはずれるという Dafalias-Popovモ

デルの欠点を改良するために、これに多曲面塑性モデルの概念を改めて導入したモ

デルを提案した。 Peters son -Popovモデルでは、多曲面の大きさを表す関数とその

位置を表すペクトルによって各曲面が定義され、それらが相当塑性ひずみの関数で

あるとすることによって、履歴の効果が考慮されている。また、多曲面を扱わねば

ならない煩雑さは補間手法によって避けている。本モデルは、高張力鋼の引張圧縮

応カーひずみ関係の推定および繰り返しねじり応カーひずみ関係の推定に適用され、

比較的良い精度で実測結果を推定できることが示された。さらに、材料特性が比較

的明快に定義されており、現時点で有効なモデルの一つであると思われる。しかし、

低強度ならびに中強度の構造用鋼のように非硬化ひずみ領域と顕著なひずみ硬化を

呈する材料に対して同モデルを直接適用することには問題があることが後に示す著

者の検討の結果明らかとなった。また、材料特性の定義は明快ではあるが、その決

定方法に数値計算による試行錯誤が含まれるなど、問題点も残されている。本モデ

ルは、本論文で提案するモデルの基本となるモデルであることから、その特徴は 2

章以降において順次詳述する。

大野 1239),1240)は、 繰り返し硬化ー安定化材料の変動ひずみ振幅のもとでの履

歴依存性を表現でぎる構成式の定式化のために、逆負荷後に等方硬化せずに移動硬

化のみが進展する塑性ひずみ領城があると仮定し、それを非硬化ひずみ領域と定義

した。非硬化ひずみ領域は塑性変形の進行と共に拡大し移動する。含まれる材料特

性は塑性接線係数、初期降伏応力、等方硬化と移動硬化の割合、非硬化領域の発達

の速度である。 304ステンレス鋼の薄肉円管の繰り返しねじり試験結果との比較に

より理論の妥当性を検討した。しかし、線形硬化であることの限界によって精度よ



い推定は必ずしもできていない。

そこで、大野ら 1241.1,1242)は、 繰り返し非硬化領域（非硬化ひずみ領域）の概

念を非線形硬化材料に適用した。そのために Dafa1 ias-Popovモデルの考え方を導入

した。線形硬化材料に対する繰り返し非硬化領域モデルの降伏曲面を境界曲面と考

え、その内側に降伏曲面を設定する。なお、簡単のために降伏曲面は移動のみする

ものとしている。また、逆負荷後の繰り返し非硬化領域において境界面は移動のみ

する。 304および316ステンレス鋼の薄肉円管の繰り返しねじり試験結果との比較に

より理論の妥当性を検討した。 また、 SatraおよびOhno1243）しま、線形硬化の場合

と、境界曲面モデルを導入した非線形硬化の場合の繰り返し非硬化領域モデルを引

張圧縮を受ける切欠丸棒の FEM解析に適用して両者の結果を比較した。これらの大

野らによって展開された非硬化領域の概念は、材料に繰り返し塑性ひずみが生じる

問題に、生じたすべての塑性ひずみが履歴効果を持つものでないことを示唆してい

る。

これまで、主として降伏曲面の概念を用いる古典的な弾塑性理論と、その発展の

過程に従って、主たる研究の概要を示した。次に、比較的新しい概念に基づく構成

モデルとして最近注目されているエンドクロニックモデルがある 1244)-1250)。 エ

ンドクロニックモデルはその定式化において、降伏曲面や塑性ポテンシャルの概念

を含まないことから、その適用性に関する検討が近年盛んに行われつつある。しか

し、降伏曲面の導入や塑性ポテンシャルの仮定を含まないことから、既存の弾塑性

応答解析システムに組み込むことは必ずしも容易ではない。

最後に、モデルの構築およびその推定精度の検討に関して 一貫して単軸応力状態

での応カーひずみ関係を扱った（すなわち、多軸応力場への適用に関する記述や検

討がなされていない）モデルのうちの主要な研究の概要を述べる。これらの研究の

目的は、単軸状態において材料の基本的な硬化特性の履歴依存性を検討することに

あるので、これらの研究の成果は、より 一般的な多軸応力状態を念頭に置いたモデ

ルを構成する際の有用な情報を与える可能性を持つ。

Katoら12 5 1)は、 漸増型の引張圧縮荷重を受ける丸棒試験片の応カーひずみ関係

を、引張径路及び圧縮径路のそれぞれにおいて、前の径路での最大応力を越える範

囲、弾性的な除荷の部分および Bauschinger効果が現われる部分に分けてモデル化

した。第 1の部分を著者はスケルトン部分と呼ばれ、引張及び圧縮径路についての

スケルトン部分をそれぞれ連ねると、単調載荷における応カーひずみ関係とほぼ等

しくなることを実験結果から示した。また、弾性的な除荷の部分はヤング率の勾配

を持つ直線と仮定した。そして、 Bauschinger効果が現われる部分を双曲線で近似

することによってこのような荷重バターンでの履歴曲線が決められるとした。しか

し、この方法では応力振幅が次第に小さくなる径路も含めた、より複雑な径路への

適用はできない。また、弾性的な除荷の部分についても、実測によれば実際には振

幅が大きい場合には直線とはならない。本研究の方法は振幅漸増型の履歴曲線を、

単調応カーひずみ関係を用いて簡略に推定しようとするもので、高い精度を追求し

たものとは必ずしもいえない。

Yokooら1252)は、 40打級の H型鋼から切り出した板状試験片の引張圧縮載荷試験

10 
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の結果を統計的に整理した。 Ramberg-Osgood型の曲線 12 5 3)によって各半サイクル

での応カーひずみ曲線を近似した場合の、 2つのパラメータが直前の応力振幅と両

対数紙上でほぼ直線となることから直線回帰によってパラメータを直前の応力振幅

の関数として表現した。 次に、 Yokooら12 5 4) は、 Ramberg-Osgood型の曲線で応

カーひずみ曲線を近似する場合のパラメータが、それまでに生じた最大の応力振幅

と両対数紙上でほぼ直線となることから直線回帰によってパラメータを最大応力振

幅の関数として表現した。その結果、前報 12 5 2) より良好な近似が得られることを、

推定結果と実測結果との比較により確認した。また、同一鋼種の、他の材料の推定

についても検討した。 処女応カーひずみ関係のひずみ硬化部を Ramberg-Osgood 

式で近似したときの係数の比を、既に得られた履歴曲線のパラメータを修正するこ

とにより、良好な推定が可能であることを示した。さらに、中村ら 12 55)は、 (i)応

カーひずみ曲線が降伏棚から反転して以降、十分な塑性ひずみを経験するまでの間

に、その進行方向に次々に反転した場合に、その曲線を表現する関係式，（ii)応力

ーひずみ径路が示す復帰径路の取り扱い、の 2点について実験結果に基づく仮定を

導入し、これによって完結した応カーひずみモデルを構築した。そして、部材解析

への適用として、はり一柱部材の剛性を評価する方法を示した。次報において、中

村ら 1256)は、 変動軸圧下での繰り返し両振り塑性曲げ実験の結果と部材解析プロ

グラムによる解析結果とを比較することによって、予測性能を検証した。その結果、

5~6サイクル程度の曲げについては、はり一柱モデルおよび鋼はりの挙動予測の

精度は非常に良好であることが確認された。

栖原および修行 1257)は、 独自に標準試験を定め、これとそれに類似の試験、お

よび一定のひずみ振幅での試験の結果から単軸応カーひずみ関係を定式化した。そ

して、 2種の造船構造用軟鋼と構造用鋼SS41の引張圧縮応カーひずみ関係の推定に

適用し、良好な推定結果を得た。さらに、部材解析への適用例として、はりおよび

はり一柱の曲げモーメントー曲率関係を計算し、これとバイリニア型の応カーひず

み関係を用いた場合と比較して、提案した応カーひずみ関係の有用性を論じた。

修行 12 5 8 lは、前報 12 f, 7) と全く同様の検討を高張力鋼K5D,HT50,HT60について実

施し、若干の修正によって、軟鋼の場合と全く同様に、履歴応カーひずみ関係が精

度良く推定できることを示した。なお、 HT60については、精度が悪く検討の余地を

残している。 更に、栖原ら 1258),12130) は前報 I2E,7:•, 1258Jで構築された単軸応力

ーひずみ関係と異方性複合硬化理論を組合せ、多軸応力状態における Bauschinger

効果に配慮した弾塑性解析法を構築した。適用例として、切欠付き平板の応力集中

問題、および塑性疲労亀裂の進展問題を解析したが、ケーススタディとして計算例

を示したに留まっている。

福知 1261) は一定のひずみ振幅の繰り返しでの応カーひずみ関係は、定常状態で

は平均ひずみによらず同一となることから、単軸応カーひずみ関係の予測式を導い

た。 WilliamsおよびTopper12e2)は、 平滑板状試験片、切欠のある板状試験片の引

張、純曲げ試験片、片持ちはり試験片およびポックス型の小型ラーメン構造の履歴

挙動を予測し、十分な負荷履歴を受けた後の履歴挙動はいわゆる Masing型で表せる

とした。ただし、各応カーひずみ曲線は常に前々回の反転点を通過した後、前々半



サイクルでの曲線上に復帰する。 20324-T351アルミニウム、 Muntz金属， Boran鋼を

対象とした実測との比較によって良好な精度で履歴挙動の予測が可能であるという

結論を得た。

このように、金属材料の繰り返し塑性挙動を精度良く推定しようとする試みは多

くなされている。そして、多軸応力場への適用性を考慮した繰り返し塑性モデルも

多数提案されているが、その適用性については単軸応力に対して検討したものがほ

とんどであり、多軸応力状態への適用性を実測結果との比較を通じて詳細に検討し

た研究はほとんどない。また、単軸応力状態の応カーひずみ関係の実験データに対

して種々の整理をしてパラメータを決定する研究 1251)-1262)もある。 これらの現

状は、繰り返し塑性挙動が複雑であることに起因している。また、モデルの精度を

追求しようとすれば自ずとモデルは複雑となり、これが汎用的に構造物の応答解析

に用いられることを妨げることにもなっているものと思われる。このような現状か

ら、 1. 1で述べた各種の構造問題を解決するために、比較的容易に既存の解析シ

ステムに組み込むことが可能な高精度の繰り返し塑性モデルの開発が強く望まれて

いる。

1. 3 本研究の目的と本論文の構成

(1)本研究の目的

1. 1で述べたように、種々の構造問題において材料非線形性、特に負荷履歴に

依存する応カーひずみ関係が非常に重要な意味を持つ場合が少なくないにもかかわ

らず、前節で示したように、十分目的にかなうそれのモデルはいまだ確立されてお

らず、それに関する研究は目下発展段階にあると思われる。そこで、本論文は複雑

な繰り返し荷重を負荷されることによって履歴の影響を受けた構造材料の挙動を、

数値計算によって推定するための応カーひずみ関係のモデルを確立し、それの有効

性を実測結果との比較により示し、更に、同モデルを構造部材としてのはりの断面

挙動の推定に応用するものである。
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結晶紐織を有する構造用金属材料などは典型的な弾塑性的挙動を示すことが知ら

れている。弾性的性質は、原子の一次結合の復元力に起因するものであり、組織に

不敏感で可逆的である。したがって、塑性的な変形によって組織構造が変化しても、

これがその材料の弾性に与える変化は小さい。これに対して、塑性は原子間の相対

すべりによるもので、転位の移動によって引き起こされ、微視的な構造とその変化

に強く影響される組織に敏感な不可逆的特性を持つ 1301)。 このように、弾性変形

と塑性変形はかなりその性質が異なることから、これらを独立に扱うことは、金属

材料に対しては妥当であると考えられる。

そこで、本研究では構造用鋼材が弾塑性体と見なせるものとし、

（目的 1)負荷履歴依存性を呈するが負荷速度には依存しない構造用鋼材の履歴応

ヵーひずみ関係を推定するための繰り返し塑性のためのモデルを構築す

る。

構成モデルが複雑であればあるほどそれに含まれる材料特性パラメータの数が一



般には増加する。極端な場合には物理的に説明できないようなパラメータが含まれ

る場合さえある。材料特性パラメータを決定するための方法のひとつとして数値計

算により試行錯誤的に材料特性パラメータを決定する方法が取られることがある。

しかし、構成方程式あるいは構成モデルに含まれる材料パラメータは何らかの意味

で物理的な解釈の可能なものであることが望ましく、かつそれらは客観的に測定か

ら決定できることが必要であるという立場を本研究では取る。そこで、提案した構

成モデルを実際に用いるために
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（目的 2)材料特性を求める基本的な測定方法とその結果の評価の方法を提案する。

この方法によって、任意の構造材料に本モデルを適用することが可能となり、得ら

れた材料特性を用いて種々の負荷履歴に対して履歴応カーひずみ関係を計算するこ

とができるようになる。

続いて、提案モデルの有効性を示すために、

（目的 3)構造用鋼材が複雑な繰り返し荷重を受けるときの単軸の履歴応カーひず

み関係が同モデルによって精度良く推定できることを実測結果との比較

により示す。

対象とする負荷履歴は、①ひずみ硬化域においてひずみの顕著な繰り返しが生じる

場合、および②降伏棚城においてひずみの顧著な繰り返しが生じる場合に大別され

る。

繰り返し塑性モデルの構造部材への応用として、

（目的 4)はりの弾塑性履歴曲げモーメントー曲率関係の推定に対して同モデルを

適用し、さらに、その応答を容易に推定することができる曲げモーメン

トー曲率関係の推定法を述ぺる。

より簡略な構成モデルの例としてよく用いられるバイリニア型の応カーひずみ関係

や提案モデルの基本となる PeterssonおよびPopovによって提案されたモデル 13 0 2), 

1303) を用いた場合の数値計算例ならびに載荷試験によって実測された結果との比

較によって、提案した繰り返し塑性モデルの有効性を示す。さらに、ここでの解析

方法を用いて、繰り返し塑性モデルの概念を応用した曲げモーメントー曲率関係の

計算方法を示し、それが実測値と良く一致する推定値を与えることを示す。

(2)本論文の構成

【第 2章】

構造用鋼材の履歴応カーひずみ関係を精度良く推定するための繰り返し塑性モデ

ルを示す。

2. 2において多曲面手法の概念を 2次元主応力空間において述べる。そして、

この概念をより明快に理解するために、単軸応力状態にある材料の応カーひずみ関

係と、 2次元応力空間における状態曲線との関連を明らかにする。

2. 3においては、提案モデルの状態変数である累積相当塑性ひずみおよび相当

塑性ひずみ増分の意味と役割について詳述する。そして、本モデルの重要な特徴の

ひとつとして、相当塑性ひずみの累積に関する新たな手法を提案する。この手法は、

実験室における材料試験においてしばしば観察され応カーひずみ曲線における復帰



現象との適合のために必要な条件であることを示す。

2. 4においては、繰り返し塑性に関する材料特性を表す関数である基本曲面サ

イズ関数ならびに重み関数について述べる。さらに、これらの関数の選定方法はか

なり自由度が高いことから、要求される推定精度に従った関数の選択ができること

を示す。

2. 5においては、 多曲面の移動および更新の方法を Petersson-Popovモデルが

提案された論文にしたがって説明する。

【第 3章】

提案した繰り返し塑性モデルの材料特性を決定するための測定方法とその結果の

適用方法を提示する。ここでは、測定ならびにその結果の整理の手順に従って、材

料試験の結果を用いて具体的な結果を示しながら説明する。

3. 2において、はじめに、適用例として用いる構造用鋼材およびこれによって

製作された試験片、試験装置および測定方法について述べる。

3. 3においては、材料特性を決定するために必要な測定の方法を示す。提案モ

デルが累積相当塑性ひずみと相当塑性ひずみ増分を状態変数としていることから、

簡単な試験によって測定される応力とひずみの関係を用いて、任意の負荷履歴を受

けたあとの曲面サイズ関数が評価でき、測定された曲面サイズ関数群を用いて、す

べての材料特性が容易に評価できることを示す。

3. 4および 3. 5においては、それぞれ基本曲面サイズ関数および重み関数の

評価方法と、構造用鋼材SM41A,SM50YB,HT70 についてのそれらを評価した結果を示

す。ただし、これらは、統計的なデータ処理によって得られる材料特性ではないこ

とに注意しなければならない。たとえば、おなじSM41Aでも材料特性にバラッキが

あり、さらに試験片の形状によっても測定結果は異なる。本論文は材料の基本的な

特徴が得られたときに、それによって繰り返し塑性挙動をどの程度追跡できるかと

いう点に注目している。

【第 4章】

構造用鋼材の引張圧縮履歴応カーひずみ関係の推定に対して、提案モデルの有効

性を示す。

4. 2においては、有限要素法に提案モデルを適用するために、弾塑性応カーひ

ずみマトリックスを求めると共に、数値計算方法、解析対象ならびにそのモデル化

の方法を述べる。

4. 3においては、提案モデルの検証のために実施した載荷試験の方法について

述べる。

4. 4においては、推定される履歴応カーひずみ関係が、実測結果に対してどの

程度の精度を有するかを定量的に評価するための、推定誤差量を定義する。

4. 5においては、 10-2のオーダーのひずみが繰り返し負荷される場合の推定精

度を検討する。特に、材料特性の評価や累積相当塑性ひずみの評価の仕方などに対

する、本モデルと Petersson-Popovモデルとの相違に注目して、種々の場合を想定

して数値計算を実施した。それらの結果と実測結果との比較によって、本研究で示

したモデルが優れたものであることを示す。
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4. 6においては、降伏棚などの不安定な変形過程での除荷と再負荷が繰り返さ

れる場合の推定精度を検討する。この場合、数値計算による検討から第 3章で求め

たものと同様の基本曲面サイズ関数のみでは推定精度に限界があることから、あら

たに複数の基本曲面サイズ関数を測定し、これを用いて数値計算を実施した。その

結果から、要求される推定精度に応じて基本曲面サイズ関数の数を増減することに

より、所定の精度が期待できることを確認する。

4. 7においては、本モデルに含まれる材料特性を求めるために必要な引張圧縮

載荷試験を省略するための試みとして、引張応カーひずみ関係によって修正した材

料特性を用いた場合の推定結果を示す。

【第 5章】

提案した繰り返し塑性モデルの構造部材への応用として、圧延 H型鋼はりの履歴

曲げモーメントー曲率関係を推定し、その結果と載荷試験によって測定されたそれ

らの関係とを比較して、精度の良い推定がなされることを示す。
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5. 2においては、履歴曲げモーメントー曲率関係の推定精度を調べる目的で実

施する載荷試験に用いた試験体の設計・製作および試験機の構造・設置方法を示す。

5. 3においては、いくつかの検出器を用いて鋼はりの曲率の測定方法を種々検

討し、それらによる測定の妥当性を調べる。

5. 4においては、履歴曲げモーメントー曲率関係の測定のために実施した載荷

試験の方法と測定方法を述べる。

5. 5においては、数値計算によって履歴曲げモーメントー曲率関係を求めるた

めに必要となる、試験体の残留応力と材料特性を求めるための測定方法と測定結果

を示す。

5. 6においては、接線剛性法を用いて履歴曲げモーメントー曲率関係を計算す

る方法を示す。

5. 7においては、それらの計算によって推定された履歴曲げモーメントー曲率

関係を実測によって得られたそれと比較する。これによって、繰返し塑性モデルと

それを導入した履歴曲げモーメントー曲率関係の計算方法の妥当性を確認する。

5. 8においては、これらの結果から、繰り返し塑性モデルで用いられた方法を

応用したより簡略な履歴曲げモーメントー曲率関係の推定方法を提案する。

5. 9においては、この方法の妥当性を 5. 7で示した結果との比較により示す。

【第 6章】

結論として、本研究で得られた主な結果ならびに知見を総括する。



第 2 章 履歴応 カ ー ひ ず み モ デ ル の 提案

2. 1 はじめに

繰り返し塑性モデルのひとつに、応力空間で定義された多数の曲面の挙動によっ

て硬化挙動を表現する多曲面塑性モデル 21 0 I)がある。 DafaliasおよびPopovが提

案した 2曲面モデル 2102)-2104) （あるいは境界曲面モデル）の修正モデルとして

PeterssonおよびPopovによって 一種の多曲面モデルが提案された 210::,),2106) 。こ

の論文においては、引張強度が60キロ程度の鋼材の引張圧縮および繰り返しねじり

下での応カーひずみ関係を精度良く推定できることが示されている。このモデルは、

理論的に明快で、導入された材料特性の意味も明確であるので、種々の材料へ適用

することが可能であると思われる。しかし、 一方、構造用鋼材に特有の非硬化領域
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（いわゆる降伏棚）および顕著な繰り返し硬化現象を示す場合にこれをそのまま用

いることは妥当でなく、また、実験時に観察される復帰現象を的確に表現できない

ことが明らかとなった（これらについては、本章の 3節および 4節において述べる）

2107)- 2110)。さらに、材料特性の決定の方法が必ずしも明確に示されているとは

言い難い。

本章では、このような欠点のある PeterssonおよびPopovによって先に提案された

モデル 2105i (Petersson-Popovモデルと呼ぷ）を改良して、繰り返し塑性モデルを

提案する。まず、履歴応カーひずみ挙動が主応力空間で定義された曲面の拡大・縮

小ならびに移動によって表現されることを示し、その概念を詳述する。次に、ひず

み履歴の効果の進展を示す状態変数である累積相当塑性ひずみおよび相当塑性ひず

み増分の定義とその意味を示し、累積相当塑性ひずみに履歴効果を有するものと有

しないものに分けられると考えることによって、復帰現象を表現できることを示す。

そして、曲面の大きさを表す曲面サイズ関数の定義と、これの変化を記述するため

の材料特性である基本曲面サイズ関数と里み関数の考え方を述べ 、Petersson-Popov

モデルにおいて 2つであった基本曲面サイズ関数の数を増すことによって、モデル

が非常に適用性の広いモデルとなることを示す。更に、 PeterssonおよびPopovに

よって提案された曲面の移動と更新の概念とその方法を述べる。これらによって、

提案するモデルに含まれる概念のすべてが明確となる。

2. 2 多曲面手法を用いた履歴応カーひずみモデル

本章で提案する繰り返し塑性モデルは、応力空間で定義された多数の状態曲面（

2次元主応力空間では曲線）によって、非線形硬化現象を記述するものであり、材

料の硬化特性を簡潔にしかも工学的に意味のある程度に精度良くいかに表現するか

を目標とするものである。負荷履歴の進展にともなって増加する状態変数の大きさ

によって、各曲面の大きさと各々の相対的な配置を決定する。この曲面群の配置が

材料の硬化特性を表現することになる。

等方硬化則 2281）による場合を例にとり、 2次元主応力空間においての多曲線の



配置の概念を Fig.2.2.1を用いて説明する。ここでは降伏条件としてはvon-Misesの

降伏条件 2202)を用いている。 von-Misesの降伏条件は主応力成分 (51および 6 2を用

いて次式によって表されるので、各曲線は楕円となる。

1 
f =― [(<J 1-('J 2)2 t(5召 ＋ (5 12 ]l/2 (2.2.1) 

{ 

なお、 Trescaの降伏条件 2203) などの他の降伏条件を用いる場合では、各曲線がた

とえば多角形などになるという違いが生じるのみで、基本的な概念は全く同様であ

る。

等方硬化則によれば、 Fig.2.2.l(a)図に示したように、塑性状態に入った後の後

続降伏曲線は、その形状が初期降伏曲線と相似で大きさが次第に大きくなると仮定

されている。そして、応力点は常に降伏曲線上に存在し、予負荷を受けた材料の降

伏曲線は最も外側の曲線で表される。したがって、もし除荷が発生した場合には、

降伏曲線が拡大したことに対応して弾性範囲が実験的結果に比べて大きくなり過ぎ

る。これは等方硬化として取り扱うことの特有の欠点である。

本論において提案するモデルは、上記の欠点に配慮して以下の条件を満たすよう

に構成する。

a)最も内側の曲面は弾性範囲を限定する降伏曲面である。

b)その外側に、その大きさが次第に大きくなるように、多数の載荷曲面が配置さ

れる。

C)材料は初期等方性を持つ。したがって、すべての曲面は初期状態で同一の中心

座標を有する。

d)各曲面は負荷履歴に対応して移動し、膨張あるいは縮小する。

e)各曲面は変形せず、また、回転もしない。

f)前 2項により、各曲面は初期状態からのそれらの移動量を表すペクトルと膨張

あるいは縮小の程度を示すスカラー量のみによって定義される。

g)処女載荷過程での硬化挙動は等方硬化則によって表される。

h)単調な載荷過程での硬化挙動は、除荷が発生した時点で定められた多曲線によ

って表現される。

i)材料の受けた負荷履歴は、この多曲線が設定されるための負荷履歴と、その後

の単調な載荷過程での負荷履歴に分けられる。

前述の等方硬化の説明に準じて本モデルを説明すると、 降伏曲線と載荷曲線が

Fig.2.2.l(b)に示されたように初期状態において配置されていると考える。そして、

応力点はそれぞれの曲線上のある一点によって表され、応力径路はそれらの点の軌

跡として表される。したがって、処女材の単調な外向きの載荷過程に対しては、両

者の概念は全く等価である。ここで、’'単調な外向きの載荷過程’'とは、ある載荷

過程のある時点で除荷が発生し、続いて塑性状態に入り、再度除荷状態にはいるま

での過程のことを示すものとする。 PeterssonとPopovによれば、 g)の仮定は負荷さ

れる応力に対応する降伏曲線の範囲が極端に広くない限り、良好な推定結果を与え

るものと考えられる 2204),2205)0
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本モデルと等方硬化則によるモデルの主応力面上での相違および本モデルの特徴

は以下の諸点にある。すなわち、等方硬化則によれば、初期降伏曲線が膨張したも

のとして後続降伏曲線が表されるために、除荷が発生したときに弾性範囲が実験結

果に比べて大きくなり過ぎる。これに対して、本モデルでは初期降伏曲線と後続降

伏曲線とが前記の条件h)により全く別の曲線として区別して扱われるので、除荷が

発生したときに弾性範囲が大きくなり過ぎるという前者の欠点は本モデルではなく

なっている。そして、 (b)図のS点に対応する応力状態で除荷が発生したときの硬化

挙動は、単調な載荷過程における硬化挙動を表す曲線群でなく、除荷の発生に伴い

除荷過程に対応する曲線群である”更新された曲線群”の大きさと配置によって評

価する。すなわち、 (b)図の状態で除荷が発生したときには、直ちに更新された曲

線群を定義しなければならない。もし、曲線群の配置がこのままであれば、弾性範

囲はもっとも内側の曲線で表されることにしているから、除荷時の弾性状態を実状

に合うように表現できないこととなるからである。

Fig.2.2.2に示した例においては、 (a)図に示す処女過程に対応する曲線群上を載

荷点はS点まで初期単調載荷状態の下で進展し、 S点で除荷が発生すると、 (b)図の

ように規則 (2. 5において述べる）にしたがって更新された曲線群が除荷発生と

同時に評価され、定義される。それ以後は更新された (b)図に示す多曲線の配置に

従った硬化挙動を材料が示すと考える。また、除荷が発生しなかったならば、 (a) 

図に示した曲線群に従った硬化挙動を継続する。

単調な載荷過程における材料の硬化挙動は、その過程が始まった時点（除荷が発

生した時点）で評価された多曲線の形状と配置によって決定される。これらの多曲

線は最新の除荷が発生した時点までに材料が受けた負荷履歴によって設定される。

注目する材料の負荷履歴は、それを’'累積履歴”と’'増分履歴”に分け、多曲線の

配置と大ぎさは”累積履歴”によって決定し、再び除荷が発生するまでの単調な負

荷過程における硬化特性は、’'増分履歴”の値に対応する曲線群によって表現する。

これらの累積履歴および増分履歴は塑性ひずみの関数と考えるが、これについては

次節において論じる。

このような多曲線の配置と硬化挙動との関連を単軸応力状態について示せば、

Fig.2.2.3のようになる。すなわち、 (a)図は初期載荷状態の場合を示し、 (b)図は

ある負荷履歴を受け更新された場合を示している。それぞれの図において、左図は

単軸応カー塑性ひずみ関係を、右図はこれに対応する単軸負荷を受けた材料の 2軸

応力状態での多曲線の配置を示している。

(a)図において、単軸応カー塑性ひずみ関係としては、初期載荷状態として引張

載荷した場合と圧縮載荷した場合の関係を同時に示してある。初期等方性を仮定し

ていることから、両者が示す曲線の形状は等しい。引張載荷した場合と圧縮載荷し

た場合の応カー塑性ひずみ曲線の形状が等しいということは、多曲線が偏心なく配

置されることによって 2軸応力空間に表現される（次頁＊1)。応カー塑性ひずみ曲線

上の点pおよび点 p'で示される応力の範囲は弾性範囲を示している。この弾性範囲

は応力空間においては最も内側の曲線fc,の内側として表されている。 点aと点a'で

示された応力点では同じ塑性ひずみも いが生じている。 これらの応力点は、 塑性
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ひずみ もい が材料に発生する負荷履歴状態を表す曲線f1によって応力空間に表示さ

れている。同様に、塑性ひずみ 否p2および 百応1が発生する負荷履歴状態を表す曲線

f2、f:;:が同図に表示されている。

(b)閑においては、点 qまで載荷した後、除荷して得られる応カー塑性ひずみ関係

を実線で、点 q で除荷しない場合のそれを破線で示した。すなわち、これらの曲線

は、点q に相当する負荷履歴を受けた状態を初期状態としてそれぞれ引張載荷した

場合と圧縮載荷した場合の関係を示していることに相当する。 (a)図の場合と同様

に、応カー塑性ひずみ曲線上の点qお よ び 点q' で示される応力の範囲は弾性範囲

を示している。この弾性範囲はやはり曲線f。の内側として表されている。ただし、

材料は応力点 q に相当する負荷履歴をすでに受けていることから、曲線f。の中心は

もはや原点にはない。さらに、曲線の大きさ（すなわち、弾性範囲の広さ）も (a)

図の場合とは異なっている。点aと点a'で示された応力点では、除荷開始点 qからの

塑性ひずみの増分が もい に等しい。これに対応する曲線f1もまた、異なる中心を有

し大きさも初期状態とは 一般に同じではない。このことは f，についても同様である。

このように、ある負荷履歴を受けたあとの硬化特性は互いに偏心した多曲線群によ

って表現される。

Fig.2.2.3においては、簡単のために f。~f:3の 4つの曲線のみを示した。しかし、

一般的には連続的に無限の曲線群を配置すべきものであり、本研究においては、無

限に配置した曲線群を用いて硬化特性を表現する。前述のように、各曲線はその中

心座標と大きさのみによって定義される。これらは、増分履歴に対応して設定する

ので、代表的ないくつかの曲線の配置から内挿してその中間での曲線群を表現すれ

ば、数個の曲線を扱うのみで、連続的に配置されたすべてのひずみ履歴に対応する

無限の曲線群を表現できるものと見なされる。

2. 3 ひずみ履歴の進展を表わす状態変数

一累積相当塑性ひずみと相当塑性ひずみ増分ー

本研究で提案するモデルは、前節で述べたように繰り返し塑性現象においてひず

み硬化率が連続的に変化する現象を曲面の大きさの変化と移動によって表現するこ

とを基本として構築したものである。どのようなモデルによって材料のひずみ履歴

の進展を表現するとしても、ひずみ履歴の進展というものがどのような物理量に依

存して表現されるのか、 言い替えれば、ひずみ履歴の進展を表現する状態変数が何

であるかという点が、繰り返し塑性現象を追跡するうえで極めて重要である。

Petersson-Popovモデルでは 2つの”keyparameters”を状態変数として導入され

*1 特殊な例として、残留応力の存在や圧延の影響等によって、初期に額著な異

方性のある材料の場合には、引張載荷した場合と圧縮載荷した場合とでは、応カー

ひずみ関係が必ずしも同 一 とはならない場合がある。その場合は、多曲線の初期の

配置を (a)図の右図のような同心曲線群でなく、偏心曲線群を考えることによって

これを考慮することが可能である。
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2 0 

た23 0 1 J。本提案モデルにおいても、彼らが用いた ”keyparameters”すなわち累積

相当塑性ひずみおよび相当塑性ひずみ増分を状態変数として採用する。本節におい

てはこれら 2つの ”keyparameters"の意味と評価の方法を述べる。

(1)履歴効果を表現するための状態変数

繰り返し塑性モデルである Petersson-Popovモデルにおいて採用された状態変数

は、以下の式で示される 2量である。

累積相当塑性ひずみ

相当塑性ひずみ増分

p

p

 

-e
-
e
 

d

d

 

た
い
伸
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＝
＝
 ．

 

p

p

 

-e

-e 

(2.3.1) 

(2.3.2) 

ここで、 もpは ”theplastic strain at current time tc" (>:<1)であり、 また

芭 P1は '’anincrement in plastic strain from t。tosome futuretime t; for 

the case of monotonic outwards loading according tosome predefined rule 

”であると文献 2381)では記述されている。 toは繰り返し負荷履歴のある段階にお

いて、塑性状態から除荷が生じる時点をさしているもとの思われる。すなわち、

芭 p は最近に生じた除荷までの全相当塑性ひずみである。また、 瓦ぃ はtcから時間

t，まで'’monotonicoutwardloading" 2301) した時の相当塑性ひずみの増分である。

ここでいう ”monotonicoutward loading"とは、単調に多曲面の外側へ向かう

載荷のことである。したがって、最近に生じた除荷から塑性が進展したことによっ

て生じた相当塑性ひずみ増分が 否piである。なお、ここで 言 う’'時間”とは材料内

部の時間の尺度である。 t。、t，およびtcの意味を応カーひずみ曲線上および提案モ

デルの多曲線上で示すと Fig.2.3.1のようになる。

式(2.3.1)および式 (2.3. 2)の 2つの状態変数は、 ’'somefuture time "t;までに

材料に発生した相当塑性ひずみの総和 もp.total の一部分であり、これらの間には

次の関係が成立すると考えられる。

否p,total ~ 否 p + ．
 

p
 

-e 
(2.3.3) 

ここで、材料に発生した相当塑性ひずみのすべてが材料の負荷履歴の効果に寄与す

る場合に、上式の等号が成立する。また、発生した相当塑性ひずみのある部分のみ

が寄与する場合、等号は成立しない。

(2)復帰現象と復帰径路

単軸引張圧縮載荷試験において観察される現象に、復帰現象 (*2)がある。

1!:l " the equivalent plastic strain at current time tc’' の誤りではない

かと思われる。

*2文献 2302)による呼び方であり、必ずしも 一般的な呼称とは 言 えないが、他に適

当な呼び方がみあたらないことから本論文においてもこれを用いる。



復帰現象とは、その名が示すように、ある負荷履歴の段階における応カーひずみ曲

線が以前のそれに復帰する現象を言う。横尾、中村らは、

”現在の応カー歪径路が、過去に経験した応カー歪またはその延長上へと折れ曲が

るかのごとくにほぼ乗り移ると見られる現象”

と復帰現象を定義している 店：02)。Fig.2. 3. 2は引張圧縮応カーひずみ曲線の 一部を

示したものであり、 ①→②→③ →④ と荷重反転が生じる場合の例である。この開を

用いて復帰現象を述べれば次のようになる。

『径路② →③ において生じるひずみ幅 8 2這． が、径路① →② において生じたひずみ

幅 c1 -2 に比べて顧著に小さい場合、 ③からの径路に対する応カーひずみ曲線は、

② の近傍の点② ’を通り、 ② において除荷が生じなかったならばたどったであろう

径路① →④へ戻る。 』

このように、応カーひずみ曲線が過去に材料が経験した径路の延長上に’'復帰”

することから、この現象が復帰現象と呼ばれたものと思われる。

Fig.2.3.3 に、ひずみ制御試験において測定された 2つの応カーひずみ曲線の例

を示す。図中に実線で示した曲線Aは繰り返し引張圧縮載荷を受けたのち、点Rに

おいて除荷し、その後単調に圧縮載荷した場合の例である。また、破線で示した曲

線 Bは、単調に引張載荷した後点 ⑮で除荷し、その後単調に圧縮載荷した場合の例

である。ただし、両曲線おける最終除荷点 Gおよび◎におけるひずみの値はほぼ等

しく設定されている。これらの 2つの曲線の比較から次のことが言え。

①曲線 Aにおいて、各繰り返し載荷中の引張過程における応カーひずみ曲線は曲

線 Bの第 1径路で示される処女応カーひずみ曲線にほぼ’'復帰”している。

②その結果として、両曲線の最終除荷点 Gおよび◎での応力とひずみの値はほぼ

等しくなっている。

③最終除荷点 (a)および ⑮以後の応カーひずみ曲線はほぼ同じである。

①の結果から、曲線Aにおける閉曲線群はその後の応カーひずみ関係に影響して

いないということがいえる。すなわち、最終除荷点＠および ⑮までに両材料が受け

たひずみ履歴が同等であり、そのためそれ以後の応カーひずみ曲線が ③ に示したよ

うに等しくなったものと考えることができる。このように考えるならば、累積相当

塑性ひずみをひずみ履歴の程度を表す状態変数であるとすれば、これらの閉曲線に

おいて生じる塑性ひずみから計算される相当塑性ひずみは、累積相当塑性ひずみに

加えてはならないことをこの結果は示している。曲線Aで示された測定結果は、復

帰現象が連続して生じる場合の例であると考えられる。

復帰現象に関連して本節 (3) で定義される累積相当塑性ひずみを具体的に計算

するために、 ’'復帰径路”という概念を導入した。復帰径路とは、その名が示す

ように、次のように定義される。

『ある径路で材料の塑性が進展しているときに、’'復帰”すべき径路としてその材料

が記憶している過去に経験した径路 』

Fig.2.3.4 に復帰径路の設定方法を 一軸応カー塑性ひずみ曲線で説明する。各図

において、太い破線で示した径路は現在の径路であり、太線で示した径路が復帰径

路を示している。たとえば、 Fig.2.3.4(a)に示した応カーひずみ径路において、現
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時点tcに対して径路 ① →②は、第 1復帰径路である。もしも② →③の径路で生じる

相当塑性ひずみ幅が Fig.2.3.4(b)に示すように最大相当塑性ひずみ幅△ もp,maxを

越えて除荷が発生した場合、 第 2径路があらたな第 1復帰径路となる。 Fig.2.3.4

(c) に示すように、 ②→③の径路で生じる相当塑性ひずみ幅が最大相当塑性ひずみ

幅を越えずに、除荷が発生した場合には、径路①→② は第 1復帰径路のままで、径

路② →③が新たに第 2復帰径路として設定される。すなわち、この場合には、材料

は第 1復帰径路および第 2復帰径路を過去の記憶としてもつことになる。さらに、

Fig.2.3.4(d)のような場合には、 3つの復帰径路を材料は記憶することになる。こ

のように進めてゆけば、 一般に N個の復帰径路を材料は記憶することになる。

(3)累積相当塑性ひずみ： もp

求めようとするひずみ履歴の段階に対して最近に生じた除荷までの相当塑性ひず

みの累積量が累積相当塑性ひずみである。 Petersson-Popovモデルを提案した論文

2 30 1） においては、 否（） しま ”theplastic strain at current time t c "である

と述べられているのみであり、特に評価の方法についての記述はみられない。した

がって、次式が成立するものと仮定されているものと解釈する。

否p,tot.al = 丙p + もp, (2.3.4) 

前述のように、上式は、材料に発生した相当塑性ひずみのすべてが材料のひずみ履

歴に寄与することを意味する。この場合には、全径路で生じた相当塑性ひずみの総

和を累積相当塑性ひずみとすることを意味する。しかしながら、この方法で もi) を

評価すると、実験によって観測される応カーひずみ関係に照らして、必ずしも妥当

であるとは考えられない。 そこで、本研究では、この点に配慮して もpの評価方法

を次に示すように定義した。

『ある応カーひずみ径路において生じる相当塑性ひずみのうち、それまでに生じ

た相当塑性ひずみ幅△ 豆p の最大値を越える量のみがその後の応カーひずみ挙動に

影響する。そして、それらを累積した量を累積相当塑性ひずみと定義する。 』

ここで、相当塑性ひずみ幅△ もp とは、除荷が発生してから次の除荷が発生するま

でに生じる塑性ひずみから計算される相当塑性ひずみのことを指す。すなわち、”

monotonic outward loading "において生ずる相当塑性ひずみである。

このような定義および方法は本研究においてはじめて採用する方法であり、著者

が知る限り、このような方法を明らかに示して、それにより累積相当塑性ひずみを

評価した例はない。 Fig.2.3.5 に、相当塑性ひずみを累積する径路を例示する。図

の実線は、負荷径路を表しており、それが反転する点 ① ，② ，③ ，…は除荷が発生

したことを示している。上述のように定義された もp の累積相当塑性ひずみ径路は、

図中の太線で示された径路であり、他の径路はその後の履歴に影響しない径路にな

る。

第 4章において述べるように、このように定義された累積相当塑性ひずみを用い

て推定された引張圧縮履歴応カーひずみ関係は、測定されたそれをかなり忠実に再
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現している。これに対して全応カーひずみ径路において生じた相当塑性ひずみの総

和を累積相当塑性ひずみとした場合には、履歴効果を過大に評価し過ぎることにな

り、特に普通鋼のようにひずみ硬化の顛著な材料については精度の良い推定はでき

ないことが数値計算例によって明らかとなった。この結果の詳細は 4. 5において

述べる。

(4)相当塑性ひずみ増分：芭 pi 

相当塑性ひずみ増分は、最近に生じた除荷から塑性が進展したことによって生じ

た相当塑性ひずみの増分と定義される。

2. 4で述べるように、提案するモデルにおいては、曲面のサイズは曲面サイズ

関数によって表現され、それは相当塑性ひずみ増分の関数である。曲面サイズ関数

は、除荷が発生してから次に除荷が発生するまでのひずみ硬化特性を定めるもので

ある。それは、はじめの除荷までにどれだけの履歴を受けたか、具体的にはどれだ

け相当塑性ひずみが累積されたか（ただし、本節（ 3)で定義した意味において）

によって定まる。したがって、ある材料の任意の応カーひずみ点におけるひずみ履

歴の効果は、累積相当塑性ひずみと相当塑性ひずみ増分によって規定されることに

なる。

Fig.2.3.6 は、累積相当塑性ひずみと相当塑性ひずみ増分の関連を単軸引張圧縮

応カーひずみ関係によって模式的に示したものである。 Fig.2.3.6.(a) においては、

径路①→②において生ずる相当塑性ひずみの総和が累積相当塑性ひずみも p であり、

除荷点 tcから現時点 t，までに生じた相当塑性ひずみが相当塑性ひずみ増分も い とな

る。 Fig.2.3.6.(b) の場合、径路①→②の全部および径路②→③のうちの太線で示

した部分において生じた相当塑性ひずみの総和が除荷点 tcにおける累積相当塑性ひ

ずみ否 p であり、除荷点 tcから現時点t，までに生じた相当塑性ひずみが相当塑性ひ

ずみ増分も p，となる。これと同様にして、 Fig.2.3.6.(c)および (d)の場合には、そ

れぞれ太線で示した径路において生じた相当塑性ひずみの総和がも p であり、除荷

点tcから現時点 t，までに生じる相当塑性ひずみが豆 piである。すなわち、百 P，は除

荷が発生する毎にクリアされ、 もp は除荷が発生する毎に更新されることになる。

2. 4 曲面サイズ関数

弾塑性理論において、弾塑性体のある点における降伏条件は一般的には以下の式

で記述される 2481 :I O 

f (6, j - a, J) ＝ K K: ひずみ履歴を表す

パラメータの関数

(2.4.1) 

上式は応力空間においてひとつの曲面を定義し、降伏状態を規定する。応力状態が

この曲面の内側にある点で示される時それは弾性状態に、外側にある時塑性状態に

あることを意味する。このことから、この曲面は通常降伏曲面と呼ばれ、 f ((5 i j 
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-a i j) は降伏関数と呼ばれる。 (5 i jは応力成分であり、 ai jは応力空間における

降伏曲面の位置を表わすペクトルの成分である。 K は降伏曲面の大きさを表すパラ

メータである。 ai jおよび K は一般にはひずみ履歴を表すパラメータの関数と見な

される。

最も基本的なモデルである等方硬化モデル 2402) および移動硬化モデル 24 0 3), 

2 4 11l 4) による降伏条件は式 (2.4. 1) の特別な場合に相当する。 Hillによって提案さ

れた等方硬化モデル 24日2) による降伏条件は以下のように記述される。

f (6  i j)＝K /C ：ひずみ履歴を表す

パラメータの関数

(2.4.2) 

すなわち、降伏曲面は移動せず、 K はひずみ履歴に対応して変化する。 Pragerによ

り提案され 24 0 3)、 Zieglerにより修正された移動硬化モデル 2404)による降伏条件

は

f (6, J・ -a i J)＝ C c:定数 (2.4.3) 

と書かれる。この場合、降伏曲面は移動するがその大きさは不変である。これらの

モデルは簡略ではあるが 1. 2で述べたように実際の鋼材の非線形硬化現象を表現

でぎず、 Fig.2.4.1に示すように等方硬化と移動硬化の中間的な複合硬化モデル

24 ~ 5) によって実測結果を表現し得る場合が多い 2 4 eJ6)。本研究において提案する構

成モデルにおける降伏条件は式 (2.4.1)で表され、 基本的には複合硬化モデルの範

ちゅうに属するものと考えられる。

前節で述べたように、提案する構成モデルにおける状態変数は累積相当塑性ひず

み 応 と相当塑性ひずみ増分 もpi である。したがって、移動量および曲面サイズ関

数は 一般形で以下のように表される。

a ij =a  i J （ もp' もpi) 

K = K (否p' も pi) 

(2.4.4) 

(2.4.5) 

本研究においては、 { a} を曲面移動量ペクトル、 Kを曲面サイズ関数と呼ぷ。

24 

本節においてはこれらのうち、曲面サイズ関数の具体的な定義などについて述べる。

(1) Petersson-Popovによる曲面サイズ関数 2407),2408)

PeterssonおよびPoPOVは、重み関数は累積相当塑性ひずみのみの関数として定

式化している。すなわち、累積相当塑性ひずみの全範囲に対して共通の重み関数と

2つの基本曲面サイズ関数を用いて曲面サイズ関数はFig.2.4.2に示したように次

式で表される 2487)0 

K=  W k o +（ 1 -W)  k c•O n v (2.4.6) 
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もし、各履歴段階における曲面サイズ関数が基本曲面サイズ関数の線形和で完全に

表され得るならば、 彼らの式 (2.4. 6)による定式化は全く妥当である。しかし、そ

れを裏付ける理論的な根拠はなく、後章で述べるように著者らの測定によっても重

み関数は相当塑性ひずみ増分に対しても変化する傾向が観察された。著者の使用し

た材料に対するこの測定結果から、より 一般的な材料に対しても璽み関数は相当塑

性ひずみ増分に対して変化すると見なしておく方が相当塑性ひずみ増分に対して 一

定と見なすより適用性は広い。

PeterssonおよびPopovは、降伏棚と顕著なひずみ硬化を有する鋼材の履歴応カー

ひずみ関係を推定できると述べているものの、具体的には高張力鋼に対してのみ適

用して、良好な結果を得たとしているに過ぎない 2407)0

(2)提案モデルにおける曲面サイズ関数

本論において、曲面サイズ関数 K とは“除荷が発生してから次の除荷が発生する

までの負荷過程における曲面の大きさを表す関数”と定義され、具体的にはある単

調な負荷過程におけるひずみ硬化特性を記述する関数である。すなわち、 曲面サ

イズ関数は次式で表されるものとする。

/C ＝ W jK j + (1 -w、, ）K J +1 (2.4.7) 

本研究においては負荷履歴の効果は次の 2つに分けられるものと考える。すなわ

ち、

①単調な負荷におけるひずみ履歴の効果

②応力の負荷方向の逆転に伴うひずみ履歴の効果（応力の繰返しの効果）

である。上記の①および②のひずみ履歴の効果をモデル化するために、 Petersson-

Popovモデルにおける ICの定義を参考にして、式 (2.4.7)に示すように碁本曲面サイ

ズ関数および重み関数というスカラー関数を導入して曲面サイズ関数を定義した。

Fig.2.4.3にこれらの各々の関数の関係を示す。 ICjおよび IC□1は、 それぞれ任

意に設定された境界 (j)および境界 (j+1)における基本曲面サイズ関数である。これ

らは、それぞれの時点でのひずみ硬化特性を記述する関数であり、相当塑性ひずみ

増分の関数として定義される。 また、 W Jは境界 (j)および境界 (j+ 1)によって挟ま

れた累積相当塑性ひずみの区間における任意のひずみ履歴段階での曲面サイズ関数

ICを記述するための重み関数である。重み関数は累積相当塑性ひずみおよび相当塑

性ひずみ増分の値に対応して変化し、境界 (j) においては W = 1.0であり、境界 (j+ 

1)においては W = 0.0とする。

重み関数が前節で述べた’'monotonicoutward loading” において 一定であるとす

れば、 ICは相当塑性ひずみ増分 もpiのみの関数となるので、 相当塑性ひずみ増分

豆P，の増加が①の'’単調な負荷におけるひずみ履歴の効果”を表現することになる。

また、除荷の発生によって累積相当塑性ひずみ もp の値は更新され、新たな累積相

当塑性ひずみの値から求められる重み関数値が計算される。したがって、累積相当

塑性ひずみの値を除荷の発生によって更新することによって、 ② に挙げた”応力の



負荷方向の反転に伴うひずみ履歴の効果”が表現される。

前述のように、重み関数は相当塑性ひずみ増分に対しても変化する傾向が著者ら

の測定において観察されたことから、本研究では、重み関数は累積相当塑性ひずみ

および相当塑性ひずみ増分の関数とした。したがって、除荷の発生によって決定さ

れる重み関数はFig.2.4.4 に示すように相当塑性ひずみ増分の関数となる。

概念的には境界の数は任意に設定できる。この場合、設定された境界の数を出と

すれば、 Nb-1個の重み関数と、 NJOOの基本曲面サイズ関数が必要となる。

(3)区間の設定について

境界が多く設定されれば一つの重み関数で表される累積相当塑性ひずみの領域が

小さくなることから、重み関数の精度に対する要求は緩和される。しかし、同時に

多くの基本曲面サイズ関数が必要となる。逆に、境界の数が少ない場合、重み関数

が精度良く求められなければならない。

例えば、 Nt，個の境界を設定し、凡個の基本曲面サイズ関数が測定により求められ

ている（具体的な方法は 3章で詳述する）場合を考える。 Fig.2.4.5 に境界の設定

と基本曲面サイズ関数および重み関数の関連を図示する。 (a)図は凡個の基本曲面

サイズ関数を用い、重み関数は各区間で直線とした場合の例である。また、 (b)図

は 3つの基本曲面サイズ関数のみを用いる場合の例である。 (b)図において、 0印

は設定した基本曲面サイズ関数を用いて測定結果から評価した重み関数の値を表し

ている。 もし、曲面サイズ関数が式 (2.4. 7) によって完全に記述されるならば、

(a)医の設定は (b)図において 0印を直線で結んだ重み関数を用いることと全く等価

である。したがって、近似的に式 (2.4. 7) が成立すると見なせる範囲においては更

に境界を設定する必要はない。

Fig.2.4.6 は引張圧縮試験における応カーひずみ関係の 一例である。通常、鋼材

を引張ると、弾性部分に続いて降伏棚とひずみ硬化現象が現れる（径路o-a-b-c-d-

e)。 また、 降伏棚の途中で除荷が起きると、 Bauschinger効果が現れるが、そ

の後圧縮領域において再び降伏棚が出現する（径路o-a-b-b')。更に、引張領域に

おけるひずみ硬化の開始点で除荷が起きた場合には、もはや圧縮領域では降伏棚は

現れない（径路o-a-c-c')。この現象はひずみ硬化域において除荷が起きる場合も

同様である（径路o-a-d-d'）が、 Bauschinger効果の程度は異なる。この現象は中

村ら 2409)および修行ら 24 1 0)によっても報告されている現象である。
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提案モデルにおいては、このように処女材がひずみ硬化を開始する以前と以後で

はあきらかに材料の挙動が異なることから、処女材のひずみ硬化開始点に相当する

累積相当塑性ひずみの値に対応して境界を設定した。さらに、 初期状態の もp= 0お

よびひずみ履歴の効果が飽和したところに相当する も戸 もp,convにおいて、境界を

設けた。これらの境界はひずみ履歴が全くない場合と最も大きい場合に相当する。

なお、処女材がひずみ硬化を開始した後は、常に Bauschinger効果が支配的なこと

から、 否p,stと もp.convの間には境界を設定しないこととした。これらのことから、

本研究では Nb=3とし、任意の履歴段階での曲面サイズ関数は Fig.2.4.7に示したよ

うに次式で表されるものとした。
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W 1 k o + (l-W1) K st 〇三 豆，， ＜ c I)，St 

K = W 2K ,,t + (1 -W2) K conv c p,st ~ 否 p < c p,conv 

c p,conv ~ 芭 pk,3 0 n v 

(2.4.8) 

式(2.4.8) を用いるのに対応して、累積相当塑性ひずみの値は 3つの代表的なひ

ずみ履歴の段階に対応する累積相当塑性ひずみの値によって以下の 3つの区間に分

割される。

区間 I

区間II

区間III 

〇三 もp<cp,st

c p. st ;:;;もp< C p,cc,nv 

C p,c,onv;:;; もp

ここで、 c p, sdま材料がひずみ硬化を開始するときの相当塑性ひずみである。また、

C p, C p,coいはひずみ履歴の効果が収れんしたときの相当塑性ひずみである。

(4)重み関数の定義

式(2.4.8)において、基本曲面サイズ関数 k o、 K ．ョ t、 K co nvおよび曲面サイズ関

数 K は次章で述べるように相当塑性ひずみ増分の関数として測定結果から決定され

る。重み関数W 1 は降伏棚の消失の程度を、また、里み関数W 2 はひずみ硬化特性

あるいは Bauschinger効果の程度を表す。 式(2.4.6)で示された Peterssonおよび

Popovのモデル化においては、 この 2つの特徴的な現象を同 一の重み関数で表わし

ている。したがって、重み関数の与えかたによっては非現実的な応カーひずみ関係

が得られる結果となる。 著者らの検討の結果によれば、 4章で述べるように、

Petersson-Popovがモデルの妥当性の検証のために用いた高張力鋼の場合には、そ

の影響は比較的小さいが、降伏棚と顕著なひずみ硬化を持ち、更に Bauschinger効

果の変化の程度の大きい軟鋼などの場合には、その影響は極めて大きくなる。

重み関数を導入するという彼らによって提案された概念は、現象論的にひずみ硬

化特性の変化を記述するのを極めて容易にしている点で優れた提案であると考える。

しかし、 単 一の重み関数を用いることによる上記の問題点が、 軟鋼などのように

Bauschinger効果の変化の程度がより大きい材料に対する適用を困難にしていると

思われる。

2. 5 多曲面の移動と更新

塑性域にある鋼材中の 一点の応力状態は、常にその点の負荷履歴に応じた降伏関

数によって定義される降伏曲面上の 一点と対応している。そして、降伏曲面の外側

または内側に向く応力増分に対応して、別の降伏曲面がひずみ硬化特性などに支配

されて定義される。応力増分が応力空間において降伏曲面の外側に向かう方向をも

つ（負荷の継続）ならば、続いて定義されるべき降伏曲面の中心はその負荷径路が

開始した時点で設定されており、その ICしま 否piの影響のみを受けて降伏曲面は膨張
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する。

一方、現降伏曲面はその降伏曲面上の応力点において弾性領域を定義する降伏曲

面f。と外接しており、負荷径路が現降伏曲面の内側に向かう場合（除荷）には、降

伏曲面は f。に変わる。そして、除荷が引き続いて生じる場合は、それまでの負荷径

路に対応して負荷が継続する場合の降伏曲面とはまったく別の Kが定義されて、除

荷による応答が表現される。 この場合のおのおのの Kおよび aを求める も1)は更新

されたものであり、 負荷が継続する場合とは異なったものである。

2. 2で述べたように、上記の後者がここに述べる多曲面の移動と更新であり、

移動とは aの変更であり、 更新とは もpの更新にともなって新規に多曲面を定義し

直すことを言う。本節では、本論においても準用している Petersson-Popovモデル

において採用された方法 25 0 1)について述べる。

多曲面塑性モデルにおいては、各々の曲面の移動によってお互いが交差しないと

いういわゆる非交差の条件が満たされなければならない。 Petersson-Popovモデル

ではそのために、 Zieglerの移動則 250 2)を用いている。それによれば、その中心か

ら応力点（降伏曲面上に存在する）に向かう方向に降伏曲面は移動するものと仮定

される。すべての多曲面がその方向に移動すると仮定することによって非交差の条

件は満足されることになる。

あるひずみ履歴の段階、 すなわち累積相当塑性ひずみが もpの段階において除荷

に続いて再負荷が生じ、それによって再降伏した場合を考える。そして、再降伏か

ら第 (m)回目の増分計算の段階における多曲面の中心を示すペクトル{a (Eぃ）｝

l m (＊1）の計算方法を述べる。ここで、第 (m-1)回目の増分段階における多曲面の

大きさ K (乞pi)| か 1と中心を示すペクトル｛ a(もpi)} I m-1は既知であるとする。

また、第 (m)増分段階での応力、 ひずみ等は増分計算によりすでに求められている

から、この増分段階で生じた累積相当塑性ひずみの増分△ もp I,。も既知となる。こ

の時、更新された曲面サイズ関数 k （豆ぃ ）Imは累積相当塑性ひずみ もD I mを用い

て求められる。

Fig.2.5.1に｛ a(きpi) } I'"の評価方法を 2軸主応力平面について示す。団中の

曲線f。Im -IおよびfJl m-1はひずみ履歴の第 (m-1)段階での降伏曲面および中間曲

面を示し、 L I m-1は第 (m)段階での中間曲面を示している。下添字iおよび jはそれ

ぞれ相当塑性ひずみ増分が もp，および 豆pi＋△ もD I rn •であることを示す。図中に A,

A ：降伏曲面f。|m-1の中心座標 {a(O)} lrn-1 

B :中間曲面fj I戸 1の中心座標｛ a(もpi) } I'" -1 

C :中間曲面LIm の中心座標｛ a(もpi) } I'" 

s :現応力点 { a } I m 

B,C,Sで示されている各点はそれぞれ以下の点を示している。

これらのうち、点 Cの 座 標 {a (否ぃ ）｝ l rnが求めるべきペクトルである。

f。I"'-1、および[l m-1の各曲面の大きさはそれぞれ K(O)I rn-1、および K(きpI 

＋△ 否，， Im)と表示することができ、 これらは既値である。 またL Imの曲面サイ

*1 添え字 Imは、第 (m)回目の増分計算の段階であることを示す。



ズ関数 K (きpi) I mは重み関数の値 H（epI m-1＋△ 豆pI'")を用いて計算することが

できる。

曲面f,lmは、累積相当塑性ひずみが 否pI mであるひずみ履歴の段階での相当塑

性ひずみ増分が 豆ぃ に対応する曲面である。 これに対して、曲面CI m→は累積相

当塑性ひずみが 否p I m -1であるひずみ履歴の段階での相当塑性ひずみ増分が もpi 

十△ もp I』：：対応する曲面である（下表参照）。

曲面 累積相当塑性ひずみ 相当塑性ひずみ増分

f j | rn -1 も p I m -I 豆I) i十△ もp I m 

f i | m 否 p I m -1十△ き p I m 
•;;' 
r.:, p I 
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累積相当塑性ひずみと相当塑性ひずみ増分の総和は両曲面で等しい。したがって、

両曲面は同 一の応力点0を共有すると考えられる。 応力点 0は点 Cから AS方向に引い

た直線と曲線 f、,I'"-1の交点である。曲線f,l nがこの応力点0を共有するためには、

この曲線の中心 Cは線分 BQ上になければならない。 また、線分BQの長さは曲面サイ

ズ関数の値 k （もpI m -1,否>'i＋△ もpI m)であり、線分 CQの長さは同じく K (もp

I m,もpi)である。これらのことから、 求めるペクトル｛ a(もpi) } I mはペクト

ル{a (芭p;)} lm-1にBCベクトルを加えれば求められる：

{ a (もp;)} lrn = {a(も，.;)} I m-1 + 
{CJ}-{a (O)} lrn-1 

K (もpI m-1,0) 

・｛ K (もp、Im -I，もp,十△ もpI m) -K （eplm,ep;)} 

(2.5.1) 

上式の右辺第 2項のベクトルは AS方向を示す単位ペクトルである。 ASの方向が もpに

対して変化しないので、上式を もpiで微分すれば次式が得られる。

． 
{ a (豆pi)} I rn = 

• ,, .. {CJ}-{a(O)} lrn-1 
{ a (百pi)} I rri-1 + 

IC (もpI m-1,0) 

・｛ ； （もpI ITI - I'もpi十△ 豆pl ",） -； （否pI "',もpi)

(2.5.2) 

多曲面の移動量は ep，の関数であり、多くの中間曲面を配置した場合には、それだ

け数値計算における処理が煩雑となる。しかし、後述するように提案するモデルで

は Petersson-Popovモデルと同様、いくつかの曲面の更新計算をするのみで、それ

らを補間することで多曲面の配置を決定できるように配慮されている。



第 3 章 提 案モデルに必要な材料特性

3. 1 はじめに

2章において、金属材料のひずみ速度に依存しない繰り返し塑性挙動を記述する

ために、PeterssonおよびPopovによって提案された繰り返し塑性モデル :3101:,,31021

を修正して、新たな構成モデルを提案した。本章においては、このモデルを具体的

な金属材料の挙動の推定に用いるために、構造用鋼材を例に取って、モデルを構成

するために必要な材料特性の測定方法とその結果の適用方法を示す。

本研究で提案した繰り返し塑性モデルにおいては、基本曲面サイズ関数および重

み関数という繰り返し塑性を表現するための材料特性が導入された。簡単に再記す

れば、これらの材料特性は以下に示すようなものである。

(1) 基本曲面サイズ関数：設定されたある基本的なひずみ履歴段階における曲面サ

イズ関数である。これによって、特定の’'単調な載荷過程”における硬化特性は表

現される。ここで、曲面サイズ関数とは曲面の大きさを表す関数である。これらの

関数は特定の累積相当塑性ひずみに対応して定義され、相当塑性ひずみ増分の関数

である。

(2) 重み関数：基本的なひずみ履歴段階の間の中間的なひずみ履歴段階での曲面の

大きさを表す関数である。重み関数に対する主たる独立変数は累積相当塑性ひずみ

である。

モデルを用いて材料の挙動を推定するためには、対象とする材料の材料特性を評

価しなければならない。弾性挙動を特徴づける特性の主なものは降伏応力、ヤング

率、ポアッソン比等である。通常、これらの特性は試験片による引張試験によって

得られる。本研究で提案したモデルに導入された材料特性は前記の定数などを内包

する基本曲面サイズ関数および重み関数であり、これらは繰り返し挙動を特徴づけ

るものであるから、引張試験のみでは決定しがたい。

ここに著者が提案するモデルに用いるべき材料特性は対象とする材料から実際に

測定することを原則とし、その測定方法はできるかぎり簡易であることが望ましい。

本章では、材料特性を求めるために用いた供試鋼材、試験片の形状、用いた試験機、

測定方法について述べ、具体的に材料特性を決定する過程とその結果を示す。

3. 2 試験片および試験方法

(1)供試鋼材

本研究で用いた鋼材は、 JISG-3106に規定された溶接構造用圧延鋼材SM41A、SMSO

YBおよび高張力鋼材 HT70である。供試鋼材のミルシートによる機械的性質と化学成

分を Table 3.2.1に示す。 ただし、 HT7 0についてはミルシートが入手できなかった

ため、著者が実施した引張試験によって得られた機械的性質を示した。なお、 HT70

の伸びについては、試験片が本研究のための諸特性を求めるためのものであるので、

他の鋼材の場合とその形状も異なり、標点間距離も異なることを付記する。
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(2)試験片の作成

本研究で使用した試験片の形状と寸法を Fig.3.2.1に示す。 試験片は、板厚32mm

の鋼板から酸素溶断により切り出した後、旋盤加工によって作成した。その場合、

試験片の軸は鋼板の圧延方向と一致させた。通常、機械的加工によって作成された

試験片の表面には引張残留応力が発生することが知られている 32 0 1)。 本研究では

材料が塑性化した以後の性質を主として取り扱うので、載荷の初期において残留応

力はほとんど解放されると思われることから 3202)、応力除去焼鈍は行わなかった。

従来、繰り返し塑性試験においては、中実丸棒、中空円筒、板状などの平行部を

有する試験片や、 砂時計型試験片などが用いられている ~I 2 0 3)。中実丸棒は疲労試

験において多く用いられる形状である。中空円筒は、軸方向応力とせん断応力の紐

合せ応力下での試験にしばしば用いられるが、繰り返し試験の圧縮過程において初

期不整などから座屈する可能性があり、それに対する工夫もなされている 32 0 4)。

板状試験片は、鋼板の引張試験に関し日本工業規格に規格化されていることに関連

して用いられているが、同様に繰り返し試験の圧縮過程において座屈が生じる困難

がある。低サイクル疲労試験においては、 しばしば砂時計型試験片が用いられる

3203)。この場合には、軸方向のひずみを直接計測することができない。 そこで、

中央断面の径方向のひずみを計測し、塑性変形における体積不変の仮定から軸ひず

みを算出する方法が用いられることがある 3:2 0 5)。 砂時計型試験片を用いた場合、

試験片の最小断面が定まっていることから、疲労き裂の発生位置が限定できる。ま

た、真応力と対数ひずみに関してデータを処理するのに好都合である。その一方、

軸方向のひずみを直接測定することができず、また、試験片の軸方向に応力勾配が

存在することから、正確な応力とひずみの関係を測定することが難しい 32 0 6 J。 以

上のように、それぞれの試験片の形状に対応して長所・短所があり、目的に応じた

試験片を作成することが望ましい。

本研究の場合、応力とひずみの関係を測定することが主要な目的である。また、

荷重の偏心や試験片形状の初期不整による座屈になるべく強い形状であることが望

ましい。このような理由から、本研究では平行部を有する中実丸棒試験片を用いる

こととした。本研究の場合、鋼材の微小部分の性質を検討するよりは、むしろ、厚

板の比較的大きな部分の平均的な性質を測定することが目的であること、また、後

述するように、試験機の容量が引張圧縮30トンであり比較的大きい荷璽下で測定が

できることなどから、試験片の断面寸法は、ある程度大きいものとした。平行部長

さは、繰り返し試験の圧縮載荷の過程で座屈しないように配慮して決定した。

(3)試験機

使用した試験機は、容量 30 トンのサーポパルサ型万能疲労試験機である。試験

を実施する際には、試験機のアクチュエータ下部に容量 20トンの復動式の油圧チ

ャックを装着した。 Fig.3.2.2およびFig.3.2.3に試験機および油圧チャックの図お

よび外観を示す。

(4)測定方法
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本試験において測定すべき値は、中実丸棒試験片に引張圧縮荷重が載荷されると

きの、作用荷璽と軸方向ひずみである。作用荷重の大きさは、試験機のアクチュエ

ータ下部に設置されたロードセルによって検出した。軸方向ひずみは、塑性ひずみ

測定用の電気抵抗線式ひずみゲージによって検出した。使用したひずみゲージの諸

元は次の通りである。

型名

ゲージ長

グリッド幅

YL-5 （東京測器研究所製）

5mm 

2mm  

Fig.3.2.4に示すように、試験片平行部の中央断面に 90゚ 間隔で 4枚のひずみゲー

ジを添付した。そして、 Fig.3.2.5に示すようにホイーストンプリッジを組んで、

平行部における平均的な軸方向ひずみを検出した。

ひずみゲージを用いて繰り返し試験において比較的大きな塑性ひずみを測定する

場合、ゲージに加わるひずみ履歴によりヒステリシスを描き、零点のシフトが発生

すると 一般に言われている 廷"6)。 そこで、本研究では機械的な測定法として試験

片平行部に伸び計を装着し、ひずみゲージと同時に測定を行い、ひずみゲージの測

定におけるヒステリシスの影響を訓べた。その結果によれば、本研究において試験

片に生じさせる程度の塑性ひずみの繰り返しでは、ひずみゲージの感度、直線性共

に繰り返しによる影響は少ないことが分かった。また、主として引張ひずみと圧縮

ひずみの測定における感度の相違によって繰り返し荷重によって零点のシフトが発

生した。しかし、本研究で対象とするようなひずみ範囲では、 Bauschinger効果が

顕著に出現するためにひずみ硬化率はかなり小さい値となる。このようなひずみ範

囲での応カーひずみ関係はひずみ制御の下での比較によるのが一般に妥当と考えら

れる。この場合、ひずみ値に含まれる誤差が応カーひずみ関係には大きく影響しな

いので 3206)，3287)、 ひずみゲージによる測定値の補正は行わなかった。

検出された荷重と軸方向ひずみは、各々増幅器によって計測した。計測された荷

重とひずみの測定値はXYレコーダを用いて観測し、それと同時にリアルタイムで

A/D変換し、 Fig.3.2.6に示した試験制御用のミニコンピュータに集録した。集録さ

れたデータは大型計算機によって処理した。使用した各種測定装置は以下の通りで

あり、それらの外観を Fig.3.2.7に示す。

ミニコンピューター式： Oki-4300a （沖電気製）

主記憶容量32kH（ただし 16bit=1W)

補助記憶 フロッピイディスク 128kW2基

磁気ディスク 24MW 

動ひずみ測定器 ： DPM-210A （共和電業製）

平衡訓整方式 自動バランス

感度 0.2V以上

（プリッジ電圧2v,1ox10-E；ひずみ入力に対して）

出力 5V以上

非直線性 士0.5%
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応答周波数 DC~ 2 OOOHz 

SN比 46dB以上

零点変動 士o.1x10-eひずみ／℃ （士 0.04%／ ℃）

2XlO-E'ひずみ／8Hours(O. 8%/ 8Hours) 

感度変化 士0.1%／℃ 2%/8Hours以内

XYーレコーダ ： WX-4411 （渡辺測器）

記録方式 感熱式

感度 lOmV/cm 

直線性 フルスケールの 0.15％以内

分解能 フルスケールの 0.1％以内

最大ペン速度 lOOcm/sec 

データレコーダ ： R-260 (TEAC製）

フィルター ： P-83 (N F回路プロック社製）

なお、データレコーダは測定器からの出カレペルをサーポパルサの最大入カレペ

ルまで下げるための減衰器として用いた。また、フィルターは計算機ヘデータを採

取までに発生する種々のノイズを除去するために用いた。

(5)試験方法

本実験の場合、引張圧縮の繰り返し塑性試験であることから、初期降伏までに座

屈しない試験片であっても、 Bauschinger効果によって塑性座屈現象が発生する可

能性がある。そこで、試験片の外周を板厚22mmの鋼製円筒で製作した補剛材（以後、

単に’'補剛材”と呼ぶ）でガイドし、塑性座屈が生じないようにした。また、補剛

材と試験片との摩擦によって試験片に作用する荷重が減少するのを防ぐため、それ

らの間にドライ・ベアリング・メタルと呼ばれる摩擦を低減する材料を挿入した。

Fig.3.2.8に補剛材を示す。

実験は、ひずみゲージによって検出された軸方向ひずみを用いて制御した。ひず

み速度を 10-4mm/mm/sec程度に遅くすることによって、ひずみ速度の影響が試験結

果に影響をおよぼさないよう配慮した 320 8)。

試験後、測定された荷重値 Pと軸方向工学ひずみ eを用いて、下記の計算式によ

って真応力と対数ひずみを計算した。

真応力 6 6 =4P (1 +e)／ 冗 d2

対数ひずみ e 

弾性ひずみ c e 

c =ln(l+e) 

ce=CJ/E 

対数塑性ひずみ cp cp=c-ce 

P:荷重

e:工学全ひずみ

d:試験片の原直径

E:縦弾性係数

(3.2.1) 

(3.2.2) 

(3.2.3) 

(3.2.4) 

以後、本論文では、式 (3.2. 1)で計算される真応力を単に’'応力”と呼ぶ。 また、

式 (3.2. 2)および式 (3.2. 4)で計算される値を”ひずみ”および’'塑性ひずみ”と呼
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ぶ。

3. 3 材料特性を決定するための基本測定

鋼材その他の金属材料の引張強さや変形性状を調べる場合、通常は小型試験片を

作成して引張試験を実施する。そして、その試験結果から応カーひずみ関係・降伏

応カ・引張強さおよび伸びなどを求めているのが一般的である。この場合、ヤング

率．弾性限・比例限・降伏応カ・引張強さ・応カーひずみ関係・伸びなど金属材料

の基本的な材料力学的特性がほとんど求められるので、引張試験は金属材料の材料

特性を求めるための基本的な試験であると見なすことができる。

ある特定の金属材料の材料特性を求める場合には、実際に求めたい材料から試験

片を作成し基本的な試験を実施するのがもっとも碁本的な方法である。本研究の目

的は構造用鋼材の履歴応カーひずみ関係を精度よく推定できる繰り返し塑性モデル

を構築することにある。第 2章で提案したモデルを用いて履歴応カーひずみ関係を

推定する場合、必要となる材料特性は基本曲面サイズ関数と重み関数である。した

がって、これらの二 つの関数を決定するための基本測定方法を定めておくことは、

本モデルの使用には不可欠である。そこで、本節では、基本曲面サイズ関数および

重み関数を決定するための、基本測定の方法を示す。

複雑な履歴応カーひずみ関係を表現するために、 2章で述べたような提案モデル

においては次の 5つの基本的な関数を材料特性として導入した。

i)基本曲面サイズ関数

①負荷履歴効果のない場合の曲面サイズ関数： K o 

②処女材のひずみ硬化開始時に相 当する負荷履歴を受けた材料の曲面サイズ関数

: K st 

③負荷履歴効果が定常的となった時点での曲面サイズ関数： K CO  11 V 

ii)重み関数

④曲面サイズ関数が K 。から K stへと進展する負荷履歴段階での曲面サイズの変

化を表現する重み関数： W1

⑤曲面サイズ関数が K stから k corwへと進展する負荷履歴段階での曲面サイズの

変化を表現する重み関数： W2

すなわち、本論において本提案モデルに用いるべき材料特性とは以上の 5つの関

数であり、これらを決定するためになすべき測定を基本測定と呼ぶ。第 2章で述べ

たように、提案モデルにおいて、材料が受けた負荷履歴状態を規定する状態変数は

累積相当塑性ひずみと相当塑性ひずみ増分である。ここで、累積相当塑性ひずみは

材料が受けた最新の除荷までに累積された相当塑性ひずみであり、相当塑性ひずみ

増分は最新の除荷から現時点までの相当塑性ひずみの増加量である。基本曲面サイ

ズ関数は相当塑性ひずみ増分の関数として定義され、重み関数は累積相当塑性ひず

みと相当塑性ひずみ増分の関数として定義されている。

任意の負荷履歴を受けた（任意の累積相当塑性ひずみを持つ）材料の曲面サイズ

関数は、それをはさむ 2つの基本曲面サイズ関数の重み付きの線形和で表現する。

34 



35 

この場合に基本曲面サイズ関数に付される重みを規定するものが重み関数である。

そこで、ある累積相当塑性ひずみに相当する負荷履歴を受けた材料の曲面サイズ関

数が相当塑性ひずみ増分の関数として求められていれば、それに対応する重み関数

の値が相当塑性ひずみの関数として決定されることになる。また、基本曲面サイズ

関数は、ある特定の累積相当塑性ひずみに対応する負荷履歴を受けた材料の曲面サ

イズ関数である。したがって、すべての材料特性を決定する基本となるのは、ある

負荷履歴段階での曲面サイズ関数を実験によりいかに測定するかという問題となる。

Fig.3.3.1 は単軸引張圧縮試験によって曲面サイズ関数を評価する方法に対する

概念を理解するための閲である。それによれば、曲面サイズ関数を求める手順は以

下の通りである。

①単調引張試験を実施し、 '’Virgincurve” として示される応力とひずみの関係を

測定する。

②塑性ひずみが 芭P • nしこなるまで”Firstpath”で示される単調載荷の後、荷重を

反転させ’'Secondpath"で示される引張圧縮試験を実施し、応力とひずみの関

係を測定する。

③ これらを総合して、 Fig.3.3.1に示した回を作成する。

④反転点 qを原点として、 図のように 6 ， ー もぃ 座標と、 (j' i — も ＇ P ， 座標を設

定する。

⑤設定した座標系を用いて、 もpi と も'1ぃ とが等しい点における応力の値 5 ，と

(j'，を用いて、次式から塑性ひずみが もP'nのときの曲面サイズ関数 ICnが求め

られる。

K n (もp，）＝ ｛6 , （もp,)＋ 6'，（もp;)}/2 (3.3.1) 

ただし、 もP, nが実験により測定できないほど大きい場合には、測定が可能な きP,n 

以後の、測定できない (5'，ー も'pi 関係は材料を線形に硬化するものと仮定して求

める。以上の方法を用いて、いく通りかのあらかじめ定めた累積相当塑性ひずみの

値に相当するひずみ履歴を材料に与え、それらの状態での曲面サイズ関数を決定す

ることができる。そして、その結果を用いてすべての材料特性が決定できる。すな

わち、材料特性を決定するために必要な基本試験は、

① 単調引張載荷試験

② ただ 1囲の荷重反転を含む引張圧縮載荷試験

となる。 ① は、負荷履歴の全くない状態での曲面サイズ関数を測定する試験である。

これにより、基本 K 。が決定される。 ②は、 基本曲面サイズ関数 K st、 K con vお

よび重み関数を決定するために実施する試験である。 Fig.3.3.2に試験内容の概要

を示す。 01,02,...,0;, 0;+1,・・・，恥は、あらかじめ設定された荷重反転点を示

す。曲線群01-P1,02-P2,...'0;-P;, 0;+1-P;+1,'",ONー氏は、これらの反転

点で除荷した場合の応力とひずみの関係を示している。これらの結果と、単調引張

試験における応カーひずみ曲線を用いて、 Fig.3.3.1に示した方法によって、各荷

里反転点における曲面サイズ関数が計算される。



Fig.3.3.3(a)~(c)は、それぞれSM41A, SMSOYBおよびHT70を用いて行った基本測

定の結果をまとめて示したものである。横軸は塑性ひずみを、縦軸は応力を下降伏

点で無次元化して示している。 SM41Aの場合、 2つの額著な現象がこの図より明ら

かである。そのひとつは、降伏棚域において除荷した場合に、逆負荷領域において

再度降伏棚現象を生じることである。この現象は、他の研究においても報告されて

いる現象である 眩：01), :3,1 0 2)。 他のひとつは、ひずみ硬化域で除荷した場合、反転
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点のひずみが大きくなるにしたがい再降伏する応力が大きくなることである。この

ことは、曲面サイズ関数が負荷履歴の程度によってかなり変化していることをうか

がわせるものである。これに対して、 HT70の場合には、処女載荷におけると同様に、

反転後の再負荷径路においてもひずみ硬化の傾向は小さく、むしろ移動硬化の傾向

が顕著であることが推測される。

Fig.3.3.3の測定結果を用いて曲面サイズ関数を求めた結果を Fig.3.3.4に示す。

図中に示した eは反転時の工学全ひずみの値（％）を示している。各図において、

左図は処女材においてひずみ硬化する以前に除荷した場合の曲面サイズ関数群であ

る。また、右図は処女材においてひずみ硬化した以後に除荷した場合の曲面サイズ

関数群である。ただし、縦軸は応力を降伏応力で無次元化してあり、曲面サイズ関

数値を示す。これらの曲面サイズ関数群を用いて、基本曲面サイズ関数と里み関数

が決定される。その方法については 3.4および3.5において詳述する。

3. 4 碁本曲面サイズ関数の評価

すでに述べたように、提案モデルに導入された 3つの基本曲面サイズ関数は、い

ずれもある特定の負荷履歴を受けた時点でそのときまでに累積された相当塑性ひず

みの量に対応して一義的に決定される関数である。そして、それらの独立変数は相

当塑性ひずみ増分である。したがって、これらの関数を測定結果から決定するには、

3. 3で述べたようにはじめに所定のひずみを材料に与え、ついでその材料の引張

試験と圧縮試験とを実施する。それらにより測定された応カーひずみ関係から曲面

サイズ関数を求める。ここでは、基本測定によって得られた曲面サイズ関数を用い

て、基本曲面サイズ関数を決定する方法を述べる。

(1) "基本曲面サイズ関数 k 。”の評価

基本曲面サイズ関数 k oは、履歴のまったくない状態における曲面サイズ関数と

して定義されている。提案モデルにおける”履歴のまったくない状態”とは累積相

当塑性ひずみも p=Oの状態を意味する。したがって、 K oは単軸載荷試験から求めら

れるものであり、それを求めるには単調引張試験と単調圧‘縮試験を実施し、それら

より測定された応カーひずみ関係からすでに示した式 (3.3.1)により求められる。

K n (も p;)= { 6,（もpi)+(j'i（も >';)}/ 2 (3.3.1) 

しかし、 Fig.3.4.1に示したように、真応力と対数ひずみで表した応カーひずみ関



係は引張径路と圧縮径路でほぼ等しくなると言われている 3401) 。また、著者の測

定によってもやはり同様の結果が Fig.3.4.2のように得られた。この場合には、 式

(3. 3. 1)の右辺第 1項と第 2項は等しくなることから、基本曲面サイズ関数 ICoは、

処女引張応カーひずみ関係のみから決定することができる。

一方、残留応力の存在や初期異方性により引張応カーひずみ関係と圧縮応カーひ

ずみ関係が著しく異なる場合には、単調引張試験と単調圧縮試験を実施し、それら

より測定された応カーひずみ関係を用いて式 (3.3. 1)により ICoは求めなければなら

ない。しかし、本研究で用いた材料の場合、 Fig.3.4.2 に示したように引張応カー

ひずみ関係と圧縮応カーひずみ関係がほぼ同 一 と見なせることから、引張応カーひ

ずみ関係のみから ICoを求めた。その結果を Fig.3.4.3に示す。

(2)’' 基本曲面サイズ関数 k st’' の評価

基本曲面サイズ関数 K stは、累積相当塑性ひずみが 芭p,n= c p,stである時の曲

面サイズ関数として定義されている。材料特性を求めるための基本測定において、

ひずみ硬化が開始する点を荷重反転点とする応カーひずみ関係が測定されているこ

とが必要である。その結果から、 式(3.3.1)を用いて K口 は決定される。基本測定

の結果得られた各材料の K stをFig.3.4.4に示す。

(3) "基本曲面サイズ関数 K con v’'の評価

基本曲面サイズ関数 k convは、負荷履歴の影響が定常的となって、それ以後の負

荷履歴の進展によって曲面サイズ関数が変化しなくなった時点での曲面サイズ関数

として定義されている。 3. 3で述べた基本測定において、測定が可能な範囲で設

定されたいくつかの きP'nの値に対応する曲面サイズ関数 K nー 豆pi曲線が Fig.3.

3.4のように求められているとする。曲面サイズ関数は一般に もP,nの増加につれ

て変化する。つまり、負荷履歴の効果が曲面サイズ関数という形で表現されるので、

負荷履歴の影響が定常的となるということは、曲面サイズ関数が l'P• nの増加に対

して変化しないことを意味する。したがって、 もP• nの増加に対して K nがほぼ等し

い関数となったときの K nを K cc,nvとして採用すればよい。 しかし、実際に測定に

よって K o o nvを決定する場合、ひずみの測定が可能な範囲は本研究で使用した測定

器などの精度・能力から限定され、 K r1が収束する領域まで測定することは困難で

あることもある。 そこで、 測定が可能な範囲で最も大きい 芭p,r1に対応する K nを

K C,oいとして採用した。

累積相当塑性ひずみが もp,nより大きくない負荷履歴の範囲での応カーひずみ関

係の推定のための基本曲面サイズ関数として上記の方法によるものを使用すること

ができる。また、 もP'nしまモデルがどのようなひずみの範囲までを対象とするかに

よって定めるべきであり、それによって測定しなければならない領域に合わせて測

定器や試験機を選択しなければならない。

著者は SM41AおよびSM50YBの場合で8%、 HT70の場合で7％の全ひずみの範囲で K nを

測定した。その結果によれば、 Fig.3.3.4に示したように完全に K nが収束している

とは言い難い。しかし、本研究では上述の理由によってもっとも大きい累積相当塑
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性ひずみに対する Knを Kcc,nvとして採用することとした。 Fig.3.4.5に各材料の

k convを示す。

(4)基本曲面サイズ関数の関数表示3402)

これまで、基本曲面サイズ関数の評価の方法とそれによって得られた結果を示し

た。ところで、数値計算による履歴応カーひずみ関係の推定を行う場合には、材料

特性は数値計算に採用しやすいい形で関数表示されていることが望ましい。 本節

(1) ~ (3) において求められた基本曲面サイズ関数は、 3. 4で述べた基本曲

面サイズ関数測定の結果から実験的に求められたものであり、それらは実験結果か

ら得られたデータの集合である。ここでは、それらの得られたデータを用いて基本

曲面サイズ関数を数値計算に導入しうるための関数表示法を述べる。

Fig.3.4.6は基本曲面サイズ関数のひとつ k ]を模式的に示した図である。 2. 5 

で述べたように、提案モデルにおいてはある負荷履歴の段階でのひずみ硬化特性は

曲面サイズ関数 k 1の値とその微係数dK;/dもpiを用いて評価される。これらの値

は負荷履歴の進展にしたがって変化していく。そのため、モデルの使用にあたって

は K1およびdKi /dもpiをなるべく容易に計算できるような関数に測定結果をあて

はめておくことが望ましい。 そこで、本研究では Ki― 芭 pi曲線を N;n t個の相当塑

性ひずみ区間 (inte rva 1)に分割した。その結果、曲線はN;nt+l個の節点によって接

続された N;n t.個の曲線要素から構成されることになる。そして、その両端での関数

値と微係数値を用いてその各々の曲線要素を 3次関数で補間することとした。 第n

区間の関数形 Ki Inは、その両端の節点での関数値 (Kl)n, （K 1)い 1およびその微

係数 (dK;/dもpi)n,(dK ;/dもぃ ）n＋ 1を用いて、以下の 3次の補間多項式によって

近似した。

(K i) n 

(d K i /d豆Pi) n 

K i In= 〔<l>-i,<l>2, <P:3, <P4〕|（K i) n+ 1 

(d K i /d否 pi) n + t 

(3.4.1) 

上式において、 <l>1,<l>2，<I> 3および <I>4は Fig.3.4.7に示した形状を有する形状関

数であり、以下のような当該区間での相当塑性ひずみ増分 もpi,nの関数である。

<P 1 = 2芭p,n3/Lri3-3もp,n2/Ln2 + 1 (3.4.2.a) 

<f> 2 = 豆p,n3/Ln2 2もp,「,2/L n ＋ e P. n (3.4.2.b) 

<I>'.ii = -2もp,n3/Lr,3+ 3否p,n2/Ln2 (3.4.2.c) 

<I> 4 = もp,n3/L「,3 もp,n2/Ln (3.4.2.d) 

ただし、しは第n区間における相当塑性ひずみ増分の幅である。また、第n区間にお

ける /Ciの微係数である d/C，／dもpi : nは、式（3.4. 2)を微分して得られる <P1', <P2' 
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'<I> 3' および <I>4'を用いて次式によって求められる。

(k i) n 

(d K i /d芭pi) n 

d Ki /d芭pi I n= 〔<l>1', <l>2', q>:3', ql4'〕|（Ki) n + I 

(d K i /dもpi) n + I 

(3.4.3) 

なお、第 N，口 区間においては材料は線形硬化するものとし、以下の式によって曲面

サイズ関数およびその微係数を評価した。

Ki I Nint=(K;)Nint 十 もp,Nint (dK;/d否pi )_r~ i n t (3. 4. 4) 

d Ki /d乞piIn = (d K i /d百pi)Nint (3.4.5) 

以上で述べたように、測定結果から基本曲面サイズ関数として求められたデータ

群を用いて、エルミート補間によって関数表示する場合、設定する区間を多く取れ

ば取るほど補間の精度は向上する。

Petersson, Popovtま、 ”Inthis way a good approximation can as a rule be 

obtained even with a coarse interval division.’' と述べており、具体的には

N; nt=3を採用している :34 0 2)。 しかしながら、著者の検討した結果によれば、 N,nt 

=3では基本曲面サイズ関数を良く近似することはできず、特に K S, tや Kcoいなどの

ような Bauschinger効果が顛著に影響する関数に対しては N;nt=3は不十分である。

種々の検討の結果、本研究においてはN;nt=6とすることによって測定データを十分

近似した基本曲面サイズ関数を得ることができた。 ここで、 節点はき p;=O. 0, 

0.001, 0.004, 0.01, 0.02, 0.06(HT70については 0.05) に設定した。 Fig.3.4.4お

よびFig.3. 4. 5に示した測定結果では、 も，'iが 1.0％以下の範囲で Kstおよび Kcon v 

の勾配が急激に変化するため、その範囲に 4つの節点を配置した。 また、 SM41Aお

よびSM5OYBでは0.06~ 豆 p iの範囲で、 HT70では 0.05 ~ 否 P ， の範囲ではいずれの基本

曲面サイズ関数もほぼ直線と見なせることから、そこに最終の節点を設定した。

Fig. 3. 4. 8~ Fig. 3. 4. 10に、 各鋼材による測定から求められた基本曲面サイズ関

数データと式 (3.4. 1) の近似関数の両者を示した。破線は測定結果を、実線は近似

曲線をそれぞれ示している。また、図中の 一点鎖線は設定した区間の境界を示して

いる。 測定によって得られた基本曲面サイズ関数としてのデータは式 (3.4.1)によ

って忠実に再現されており、 ここで採用した方法が妥当であることを示している。

Table.3.4.1に、 各鋼材の基本曲面サイズ関数を近似するために用いた節点量をま

とめて示す。

3. 5 重み関数の評価

2. 4で述べたように、提案モデルにおける里み関数は、基本曲面サイズ関数を
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用いてそのあいだのひずみ履歴の段階での曲面サイズ関数を表現するために導入さ

れた関数である。基本曲面サイズ関数、重み関数および曲面サイズ関数の関係は一

般的に式 (2.4. 7) で記述される。また、曲面サイズ関数群は 3. 3に示した方法で

求められ、基本曲面サイズ関数は 3. 4で述べた方法で求められる。したがって、

提案モデルに関連した残された材料特性である重み関数を基本曲面サイズ関数と曲

面サイズ関数群を用いてどのように評価するかという点を本節の主たる問題とする。

PeterssonおよびPopovは、 Petersson-Popovモデルを提案した論文において、重

み関数Hの求め方として、

" function W is found by a trial-and-error procedure" 

と述べている 35 0 1)。 すなわち、あらかじめ測定によって求めた履歴応カーひずみ

関係と、適当に仮定した重み関数を用いて計算により求められたそれを比較しなが

ら、試行錯誤によって最も適切な重み関数を決定するものと解釈することができる。

試行錯誤によって材料パラメータを決定する場合、あらかじめ測定によって履歴応

カーひずみ関係を求めておく必要がある。しかし、一方、推定しようとするものは

その履歴応カーひずみ関係そのものである。すなわち、試行錯誤による方法は、推

定すべき測定結果そのものに符合するような璽み関数を決定する方法といえる。こ

の方法は、物理的に明確でない材料パラメータを決定する場合に用いるのに便利な

方法として、しばしば用いられているが、本研究では重み関数の意味が式 (2.4.8)

で表されるように明確であることから、試行錯誤によらない重み関数の決定方法を

提案する。

式(2.4.8)において、 特定の累積相当塑性ひずみの値に対応したひずみ履歴の段

階での曲面サイズ関数として基本曲面サイズ関数 Ko、 K st、 Kcc, nヽ ；が測定され

ている。また、曲面サイズ関数を測定する際に設定された累積相当塑性ひずみの値

に対応して、曲面サイズ関数群が測定されている。したがって、式 (2.4.8) におい

て、重み関数W1およびW2以外の関数は 3. 4に述べた方法で求められるから、それ

らはすべて既知となっている。これらの関数はすべて相当塑性ひずみ増分豆 P，の関

数であるので、式 (2.4.9)を重み関数について整理して得られる次式から、 相当塑

性ひずみ増分の関数である璽み関数が特定の累積相当塑性ひずみの値に対応して得

られる。

W 1= ~ 。 こ 1:: } 
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Fig.3.5.1は、各鋼材について 3. 3および 3. 4において示した K、 K,,、 K st、

および K co nvを用いて式 (3.5. 1)によって重み関数を求めた結果である。左図は W l

とも piの関係であり、 右回はW 2とき p 1の関係である。以下では、これらを用いて

重み関数を評価する方法について検討する。

重み関数W 1は、曲面サイズ関数 Kが K。と K stのどちらに大きく依存しているか



を示すための関数として提案モデルに導入されているものである。いずれの材料の

場合にも、 W1-き p，関係は相当塑性ひずみ増分の増加に対しても、累積相当塑性

ひずみの値およびその増加に対しても、ある傾向を見いだすことはできないように

みられる。 したがって、 Fig.2.4.6に示した降伏棚で除荷した場合に観察される応

カーひずみ曲線のこのような特徴を忠実に再現するためには式 (2.4. 8)とは異なっ

た表現を用いて曲面サイズ関数を表すことが必要となる。

PetrerssonおよびPopovは、 式(2.4. 6)の形式で K。とK con vを結び付ける重み関

数として Fig.3.5.2(a) に示したような関数を試行錯誤によって決定している。こ

の重み関数を式 (2.4. 8)で曲面サイズ関数を表現する提案モデルの場合に適用すれ

ば、重み関数の形状は Fig.3.5.2(b) に示したような傾向を持つものとなると考え

られる。したがって、もっとも簡単な関数形として累積相当塑性ひずみの増加に対

して直線的に滅少する関数を重み関数W1とすることが、 一つの方法として考えら

れる。 この方法は重み関数W1を測定結果から決定する必要がないという利点を持

つ。また、 4章で述べるように、このような簡単化された重み関数を用いて得られ

る推定履歴応カーひずみ関係の精度は満足すべきものであった。このようなことか

ら、提案モデルにおいては勇み関数W1は累積相当塑性ひずみの増加に対して直線

的に減少するものとし、また、相当塑性ひずみ増分の変化に対しては一定であると

した。

Fig.3.5.1の右図は、 各鋼材についての測定結果から求められた W2-eぃを示

している。これらの団に示されているように、 もp，が 1%を越える範囲でW2は相当

塑性ひずみ増分芭 piの増加に対して単調に増加する傾向を持つ。また、反転点ひず

みが大きいほど、言い替えれば累積相当塑性ひずみ否 ば，が大きいほどW2は小さくな

っている。 このように、 W2の値の変化はも ぃと否 pの変化に対してある傾向を持

っていることは明らかである。 Petersson,Popovは重み関数は累積相当塑性ひずみ

のみの関数としているが、このような測定の結果を考慮すれば、その仮定が必ずし

も妥当とはいえないと思われる。

以上のようなW2一否 p i —乞 i) 関係を数値計算に適用しうるように、次式によって

これらの関係を表示することとした。

W2=Wil（も p)+/3もpI (3.5.2) 

すなわち、 もぃの増加に対して W 叶ま直線的に増加し、 もpの増加に対してはある

関数形状にしたがって滅少する。

a)定数 f3の決定

Fig.3.5.1に示したように、 W叶まも piの値に対して求められている。 そこで、

SM41AおよびSM50YBについては 1.0％ニ豆 ,,; ~ 6. 0%、 HT70については 1.0％こ も，） i三4.5

％の範囲でW2ーも ぃ曲線を直線近似した場合の勾配を最小 2乗法によって求めた。

これらの勾配と累積相当塑性ひずみの量との間の関連は認められないので、これら

の勾配の平均値を勾配とする直線によって、 W2一否 ぃ曲線を近似することとした。

Fig.3.5.3の右図に、測定結果から求められた W2ーも ，9,曲線を再記し、 さらに W2
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ーも p，曲線の近似に用いた直線を併せて示した。

b)関数W 0 (も p)の決定

もpの増加に対する W2の変化は、 W2ー もpi関係を近似する直線の切片W0の変化

によって表現する。 Fig.3.5.3の左図は、 縦軸に W8を横軸に累積相当塑性ひずみ

豆pをとって各鋼材のW0ー もp関係を示したものである。 もpが増加するにしたがい

W0は単調に 1.0から 0.0へと減少していく傾向があり、 曲面サイズ関数が徐々に

Ks tから Kcc, nvへと変化していることがわかる。本適用例では、 3次のLagrange補

間多項式によって W0ー もp関係を近似した。 Fig. 3. 5. 3の左図中の実線は近似曲線

を示している。また、 Table3.5. 1に各鋼材に対する W8の値をまとめて示す。なお、

同表中の＊印で示したデータは Lagrange補間のために用いたデータである。

以上の結果、重み関数を以下の式で表す。

＿ 否p/ c.,,st+ 1.0 〇三 も>'<cp,st

W=W0（もp）＋ BE P 1三l.0 ; e,9. st三 もp<cp,cc,n-,

0.0 ; c p,cc,n,、三豆，＇

ただし、 /3=2.86,もp.st= 0. 0138 ; SM41A 

/3=4.71,もp,st=0.0132 ; SM50YB 

/3 = 3.61,もp,st = O. 0 08 7 ; HT 7 0 

(3. 5. 3. a) 

(3.5.3.b) 

(3.5.3.C) 

W0: Table3.5.1に示された＊印のデータを用いて

Lagrange補間多項式で表される

Fig.3.5.4は、各鋼材のW ー もpー もpiの関係を 3次元的に表示したものである。
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第 4 箪

4. 1 はじめに

構造用鋼材の引張圧縮履歴

応 カーひずみ関係の推定

3章において、提案したモデルに導入された材料特性を具体的に決定するための

測定方法を示した。さらに、その適用例として、軟鋼および高張力鋼によって製作

された丸棒試験片を用いて材料特性を決定した。本章では、本研究で提案した繰り

返し塑性モデルの有効性を、著者らが 3章の測定とは全く独立に実施した材料試験

の結果と、 3章において述べた測定結果を用いて行った数値計算結果との比較によ

って示す。検討の対象は、軟鋼および高張力鋼によって製作された丸棒試験片（そ

の一部は 3章で用いた材料と同一）を用い、それが複雑な引張圧縮荷重を受ける場

合の履歴応カーひずみ関係である。

提案したモデルの材料特性は、単調引張試験と唯 1回の除荷を含む引張圧縮試験

によって決定された。本章での検討は、このような単純な載荷試験の結果から、よ

り複雑な径路での応カーひずみ関係をどの程度の精度で推定できるかという点に重

点をおく。

数値計算による推定方法としては有限要素法を用いた。そこで、有限要素法に本

構成モデルを組み込むための、弾塑性応カーひずみマトリックスの一般形を示し、

これと本モデルとの関連および数値計算において導入される仮定について述べる。

次に、数値計算結果の精度を定量的に評価することが可能となるような推定誤差量

を定義する。そして、数値計算によって得られた丸棒の応カーひずみ関係と、対応

する測定によって得られたそれを比較する。

モデルに採用されている重要な仮定の一つとして、最終除荷時の累積相当塑性ひ

ずみによって、それに続く単調な載荷過程での硬化特性が決まるとしている点が挙

げられる。この仮定が妥当であるか否かの判定も検討する。さらに、対象とするひ

ずみ履歴としては、初めに鋼材の特徴である繰り返し硬化あるいは繰り返し軟化と

いわれる繰り返しに伴う硬化特性の変化がより鮮明に出現するような 10-2（数万μ)

のオーダーの比較的大ぎなひずみを受ける場合を検討する。この際、本モデルに導

入された材料特性である重み関数や基本曲面サイズ関数の特徴、および状態変数で

ある累積相当塑性ひずみの評価の方法が推定精度の向上にどの程度有効であるかを、

数値計算を通じて示す。

次に、現実に構造部材に発生する頻度がより高いと考えられる 10噂 （数千μ)の

オーダーのひずみが繰り返し生じるときの推定精度を、実測結果との比較によって

検討する。 5章で述べる H型鋼はりの交番曲げ載荷試験に関する検討においても、

このオーダーのひずみ履歴下での鋼材の応カーひずみ関係が重要であることが確認

された。そこで、この場合には、推定精度を向上させるために、新たに複数の基本

曲面サイズ関数を再導入することが精度の向上に非常に有効であることも示す。

すでに触れたように、いずれの場合においても、ここで示す実測結果は 3章で述

べた材料特性の決定に際して一切参照されておらず、測定結果と数値計算結果とは
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全く独立に得られたものである。更に、 3章で述べたように、得られた材料特性は

統計的なデータに裏付けられたものではなく、これには材料のばらつきや測定上の

誤差等が含まれていることにも注目する必要がある。したがって、これらの制約が

あるにもかかわらず、比較的高精度で実測結果を再現できることは、本モデルの優

秀性を示すものと考えられる。

また、金属材料の場合、 一般に相当応力と相当ひずみで整理した場合の応力とひ

ずみの関係は、比例負荷の場合には同じ曲線を描くと言われている 41 0 1)。 したが

って、ここで取り上げる引張圧縮負荷は、比例負荷の場合の例と見なすことができ

る。

4. 2 数値計算方法

数値計算によって構造物あるいは構造部材の弾塑性解析を実施する方法は種々あ

るが、本研究ではこの種の問題のための解析法として最も 一般的であると考えられ

る有限要素法を用いることとした。そのために、既存の弾塑性有限要素解析システ

ム 4201),4202) に、本研究で提案した繰り返し応力を受ける場合の構成モデルを導

入して、新たな解析システムを構築した。本節では初めに、解析システムに導入さ

れた増分型弾塑性応カーひずみマトリックスを示した後、これを用いての有限要素

法による解析方法を述べる。本研究の目的が繰り返し塑性挙動を表現できる構成モ

デルを構築することにあるので、解析方法は、極めて 一般的に用いられているもの

を用いた。最後に、前章で述べた試験結果のシミュレートのための解析対象のモデ

ル化と解析条件を述べる。

(1)弾塑性応カーひずみマトリックス

降伏条件を 一般的に次式で表す。

f (6, J - a, J) ＝ k （豆p ' 否pi) (4.2.1) 

4 4 

(5 i jは応カテンソル、 a l jは曲面の中心座標を表す。 K は曲面サイズ関数であって、

累積相当塑性ひずみおよび相当塑性ひずみ増分の関数である。初期降伏条件は a I J 

=Oかつ K = (5 y （初期降伏応力）を上式に代入することによりつぎのように得られ

る。

f (6 i J)=6  y 

式 (4.2. 1)の両辺の全微分を求めると次式が得られる。

{ af/,,<5} r {d<5} + { af/aa} r {da} 

= （a k / 3 もp;)d否p;+(aK/,::1もp)dもp

=(ciK/a否 p;)dもpi

(4.2.2) 

(4.2.3) 



上式において (SK/:2J 芭p)dも，， が省略できるのは、 単調な載荷径路において dもp

= 0となることによる。ここで、 { af/,ia} =- { af/aC5}であるから上式は

{ af/a<5} T {d<5} = 

(8 K / 8 否P,)d百pi+ ｛8 f/ 8 6 } T { d a /d芭[),｝ dもpi (4.2.4) 

となる。ここで、 8 k/ 8 百ぃは曲面サイズ関数の芭［'iに対する変化率であり、多

曲面の膨張および（あるいは）収縮を表す。すなわち、等方硬化によるひずみ硬化

率に相当する量であり、これを H'k とする。一方、上式の右辺第二項は曲面の移動

の効果を表している。 これを移動硬化によるひずみ硬化率H'aを用いて H'.adも1ぃと

表す。これらを用いれば、 上式は次のように表される。

{ af/a6} r {d6} =H'kdもp;+H'adも Pl (4.2.5) 

一方、式 (4.2. 1) を塑性ポテンシャルとする結合流れ則 4201) は次式で表される。

{dcp} =d入 {df/d6} (4.2.6) 

ここで、 d入はスカラーであって正値である。 ひずみ増分はこの塑性ひずみ増分と

次式で表される弾性ひずみ増分の和と考えられる。

{dee}=  [De] -t {dCJ} ={de} - {dep} (4.2.7) 

ここで、 [ D e]は弾性応カーひずみマトリックスである。これに式 (4.2. 6)を代入

して変形すると次式が得られる。

{dCJ} = [De] {de} - d入 [De] {df/dCJ} (4.2.8) 

この両辺に {ef/e<S} Tを左から乗じ、式 (4.2. 5)を用いれば次式が得られる。

{ af/a<:J} T [De] {de} - { af/a6} Td入 [De] {df/d6} 

=H'kd°ep;+H'adもpi (4.2.9) 

ここで、初期降伏条件として vonMisesの降伏条件を用いた場合には一般に次式が

成立する 42 0 1) 0 

dもpi= d入 (4.2.10) 

したがって、この関係を式 (4.2.9)に用いて d入について解き、それを式 (4.2.8)に
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代入すれば、最終的に次式のような弾塑性変形の構成方程式が求められる。

[D"]=[De]-
[De] {af/86} [De] {:2if/,:J6} T 

H'k +H'a+ { cl f / a f3 } T [ D e] { cl f / 8 f3 } 

{ d 6 } = [ D p ] { d c } (4. 2. 11) 

上式は複合硬化型の 一般的な構成式である。これを用いてひずみ増分から応力増分

を求めるためには、下記の各値を評価しておく必要がある。

[D.,,], { :2if/a<J}, aK/ciもpi ,{da/d芭pi } 

これらのうち、 [ D e]および{a f / a r.J} はそれぞれ弾性応カーひずみマトリッ

クスおよび降伏関数 fの微係数である。本研究ではこれらについては鋼材に対して

一般に用いられているもの 42 0 3) を用いることとしたので、本研究における作業の

ひとつはひずみ履歴の関数である ；3k/8 もぃ および{d a /dもpi}を評価すること

である。 3. 5において述べたように、累積相当塑性ひずみの値を用いて重みの値

が決定されるので、式 (2.4. 7)を微分して得られる次式から評価できる。

3 k / 3 もpi=

8K1 ..  8K 2 
W 1 ~ + (l -W1 ) 

3 きp, 8 豆pi

W 2 
8 K 2 

一8 E pi 

wj 
8 k j 

一3 已 p,

+ (l-W2 ) 

+ (1-Wj ) 

8 IC 3 

3 芭[,I 

8 K j + 1 

8 もpi

clKNb-2..  8K Nb-1 
W Nt)-2 — +(l-W Nb-2 ) -=-

8 ど pi 3 g P l 

そlICNb-1..  cl IC tH 
W⑬ -1 ~ +(1-WNb→ ) --

clも p i cl E:p, 

cl IC N. b 

8 百 >'i

(4. 2. 12) 

また、 { da /d 否 r• i｝は 2. 5に示したように、次式から評価される。

． 
{ a (豆pi) } I'" = ｛ a (乞じ’,）｝ |＂’-1 + 

{ <J } - { a (0) } I rn -1 

IC (もplm-1,0)

・｛ ； （もpI "'-・1,もpi十△ もpi lm)-l （豆pI m,芭pi) } 

(2.5.2) 
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(2)解析方法

上述の弾塑性応カーひずみマトリックスを用いて、有限要素法により弾塑性解析

を行う。用いるべき有限要素は、解析対象によってしかるべく選択されるべきであ

り、本論では、ほぼ 一軸と考えられる部材を、材料の弾塑性挙動に主として着目し

て解析することから、 Fig.4.2.1に示した 1節点 2自由度の定ひずみ三角形要素 4204)

とした。単純な 一軸負荷を一軸部材が受ける場合には、有限要素に分割する必要は

必ずしもないとも考えられる。しかし、丸棒の弾塑性挙動が完全な 一軸の負荷を全

ての領域で受けるものでないことから、有限要素に分割して解析することが必要で

ある。

本解析は弾塑性解析であるので、要素の降伏、塑性の進展および除荷を判定する

必要がある。また、材料非線形問題であるから、解析は増分計算となり、妥当な増

分を与えないと良い解が得られない。ここでは、 rmi 11法 42 ~ 5)によって、 降伏の判

定と増分の決定を行った。 rmi 11法では、要素が 1荷重増分ごとにひとつずつ降伏す

るように、荷重増分が決定される。本解析では、 Bauschinger効果を含めたかなり

ひずみ硬化率の小さいひずみ領域を扱うので、剛性が低下した場合に、荷重増分に

対するひずみ増分が大きくなる。荷重増分法によれば、この場合には荷重増分を小

さく取る必要が生じる。 rmi nを用いれば、そのような配慮は不要であり、しかも 1

要素ずつ降伏させるので、極端に増分を大きく取り過ぎる心配もない。幾何的非線

形性については、荷重増分毎に生じる変位増分によって節点座標を順次更新するこ

とによって考慮した。

(3)解析対象のモデル化

解析対象は、構造用鋼材により製作された中実丸棒試験片である。その形状と寸

法はFig.3.2.1で示したものと同 ーであり、 Fig.4.2.2に再度示す。本数値計算例に

おいては、対称性を考慮して試験片の2分の 1の領域を解析した。 Fig.4.2.3 に、解

析対象部分とその有限要素分割図を示す。解析対象はほぼ軸対称と考えられるので、

軸対称問題として解析した。

測定によって得られる応力は、試験片に作用する全荷重を試験片の中央断面にお

ける断面積で除した平均的応力である。また、測定されたひずみは同じく試験片の

中央断面における試験片表面での軸方向の直ひずみである。これに対応して、数値

計算においては、中央断面の試験片表面における要素に対して求められる応力とひ

ずみの関係を推定応カーひずみ関係とした。

Fig.4.2.3には、境界条件および荷重条件も併せて示した。 境界条件は、解析対

象の対称性を乱さないように配慮して決定した。ただし、用いた有限要素が 1節点

2自由度の定ひずみ要素であるので、対称性はこの自由度に関してのみ考慮されて

いることになる。また、外力は試験片の端部における変位で与えた。

4. 3 測定方法

測定方法および試験の実施方法は 3章で述べた材料特性を求めるために 実施した
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4 9 

基本測定と同様であり、その概略は下記の通りである。

①試験片： Fig.3.2.1(Fig.4.2.2) に示した中実丸棒試験片 (18mm¢)

②試験機：金属試験用チャックを装着した 30ton万能疲労試験機

③載荷方法：試験片の平行部の平均ひずみ速度制御 (O.OOOlmm/mm/sec)

④検出器：荷重はロードセルにより、ひずみは塑性域用ひずみゲージによる

実施した試験は材料に与えるひずみの大きさから、ひずみ硬化城においてひずみ

の顕著な繰り返しのある場合と、降伏棚域においてそれのある場合とに大別される。

ひずみ硬化域においてひずみの顕著な繰り返しのある試験では、供試鋼材は、 3章

において述べた基本測定で用いたものと同一である。すなわち、普通鋼の例として

SM41AおよびSM50YBを、 高張力鋼の例として HT70の計 3鋼材を用いた。降伏棚域に

おいてひずみの顛著な繰り返しのある試験では、供試鋼材としては SM50Aを用いた。

対象として SM50Aを選んだのは、降伏棚とひずみ硬化が共に顧著に現れるからであ

る。 HT70などの高張力鋼材の場合、処女載荷においてひずみ硬化点が比較的顕著で

なく、 bilinear型に近い応カーひずみ関係を呈する。 Bauschinger効果がひずみ硬

化と関係することを考えれば、ひずみ硬化のより大きい材料の場合の方が、モデル

化の適不適の影響は大きいと考えられる。

数値計算の妥当性を検証するために、 2通りの測定結果を用いて、数値計算結果

と比較検討した。ひとつは、材料特性を求めるために実施した基本測定の結果であ

る。載荷の様式は、ただ一回の荷重反転を含む引張圧縮載荷である。この形式の測

定結果から求められた材料特性を用いて数値計算は遂行されることから、この測定

結果が数値計算によって再現できることはモデル化の妥当性の最低条件である。し

かし、材料のバラッキと、測定によって求められる材料特性のこれに伴う精度の問

題に起因して、測定によって得られる結果がそれとは独立に行われた測定によって

得られた結果より求められる応カーひずみ関係と正確に合致するとは必ずしもいえ

ない。それでもなおこの条件が満たされるならば、それは本モデルの有効であるこ

とのひとつの強力な証明となるものと思われる。

もうひとつの測定結果は、いくつかの複雑なひずみ径路における引張圧縮履歴応

カーひずみ関係である。前者の測定結果が材料特性の決定と同型式の載荷様式によ

って得られたものであるのに対して、これらの測定は数値計算とは全く独立に実施

されたものである。したがって、もしこれらの測定結果を数値計算により精度良く

追跡できるならば、 10<1~10-2のオーダーのひずみ範囲における引張圧縮履歴応力

ーひずみ関係の推定に対して、本論文で提案したモデルが十分に有効であることが

検証されたことを意味する。

4. 4 推定精度の定義

1. 2で述べたように、金属材料の応カーひずみ関係のモデル化に関する研究は

数多くあり、それぞれ測定結果との比較によってモデル化の妥当性を論議している。

しかし、いずれの場合にも、推定結果が測定結果に対してどの程度の精度を有する

かの判断は定性的である。すなわち、推定された応カーひずみ曲線を測定によって



得られたそれに重ねて同一図上に描き、その差異を観察するのが一般的である。し

かし、このような方法による評価には主観的な判断が働くと共に、図における尺度

単位のとり方にも関連することから、必ずしも適切とは言い難い。高い精度を要求

されるモデルの場合には特に定量的で妥当な誤差の判断基準を設定しておく必要が

ある。そこで、提案した繰り返し塑性モデルによる推定結果の妥当性を、本章 5節

~7節において定量的に検討するための準備として、ここでは数値計算による引張

圧縮応カーひずみ関係の推定精度を定義する。

本研究では、 1o-2のオーダーまでのひずみの領域を取り扱っている。このような

ひずみの領域においては、ひずみの変化に対する応力の変化は比較的小さい。逆の

見方をすれば、応力の変化に対するひずみの変化はかなり大きいということができ

る。そこで、測定および数値計算は共に、試験片中央断面のひずみ径路がほぼ同一

となるようにした。したがって、数値計算によって求められた応カーひずみ関係の

精度は、対応するひずみ径路上での応力値の相違によって評価できる。

問題が非線形であることから、数値計算は step-by-stepによる増分計算で実施し

たため、各計算ステップでの誤差は順次累積されていく。しかし、これによる誤差

は構成モデル自体の精度とは何ら関係ないものである。ある単調な応カーひずみ径

路において誤差が生じた場合、除荷に続く次の径路に関しては計算の最初の段階に

おいてすでに誤差を持つことになる。しかし、その誤差は前径路の誤差として評価

されるべきであって、新たな径路においても再度誤差として累積されることは適切

な誤差の評価とは言えない。

以上の点を考慮して、本章においては次式によって応カーひずみ曲線の半径路に

おける推定誤差 y，を定義する。

七、ャ1

r i = 
t...lcr i,calculatic,n - (5 i,exper・iment ldlc ii 

ゃ，や16 i, ex p e r i m e n t | d | e, 1 

丸

(4.4.1) 

(5 iおよびと 1は、第 (i)径路における反転点からの応力増分およびひずみ増分で

ある。 しおよびti+ 1は第 (i)径路および第 (i+l)径路の開始点を示す。 Fig.4.4.1は

式 (4.4. 1)の意味を模式的に示している。 誤差量 y 1 は、あるひずみ径路において

応力がどの程度異なっているかを定量的に表す無次元的な量である。対象となるひ

ずみ径路の開始点での応カーひずみ点を一致させて、数値計算結果と測定結果とを

重ね合わせる。その時の差は面積 (B) で表されている。また、誤差の無次元化のた

めの基準量としては、 そのひずみ径路でなされた内部仕事量に相当する面積 (A)を

用いる。なお、式 (4.4.1) 右辺の分母および分子が共に絶対値になっていることか

ら、推定された応カーひずみ曲線と測定された応カーひずみ曲線とが交差すること

による誤差の打ち消しは生じない。

径路数が Nである場合には、式 (4.4. 1) を各径路について累積し、次式によって

応カーひずみ曲線の誤差量 Y totalを算出することとする。

N 
Y total =.i 

i= 1 
y, (4.4.2) 
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ただし、上式の y，は式 (4.4.1)による。

4. 5 ひずみ硬化城での履歴応カーひずみ関係の推定精度と各種要因との関係

本節では、数パーセントのひずみが繰り返される場合の引張圧縮履歴応カーひず

み関係を提案モデルで推定する場合の推定精度を検討する。鋼材の場合、単調負荷

において通常 1%~2％のひずみが生じるとひずみ硬化が発生することから、ここでは

『ひずみ硬化域での履歴応カーひずみ関係 』ということばを便宜上用いた。

はじめに、提案モデルに導入された材料特性を求めるために実施された測定と同

形式の負荷径路によって計算された応力とひずみの関係を実測結果と比較する。こ

のような負荷様式では、本モデルにおいて独自の見解から採用している累積相当塑

性ひずみの評価のための仮説の影響は現れない。したがって、ここで採り上げるひ

ずみ城における応カーひずみ関係に関する検討は曲面サイズ関数の評価と移動量の

評価に対する概念が妥当であるかどうかを判断するための検討として適しているも

のである。

Petersson-Popovモデル 4581:', 4582)および提案モデルは、多曲面塑性理論に基づ

いた応カーひずみモデルである。このモデルを用いて鋼部材の履歴応カーひずみ関

係を推定すると、このモデルの性格からいくつかの要因によって推定結果は異なる。

したがって、推定精度は、それらの要因によって向上もし、また低下もする。

提案モデルを用いる場合には、導入された材料特性および状態変数の評価の仕方

が、推定精度に影響をおよぼす要因となると考えられる。そこで、それらの影響要

因の選択による推定精度の変化に着目して数値計算を実施し、実験結果と数値計算

結果を比較する。そして、各要因の推定精度におよぼす影響を数値解析的に求め、

履歴応カーひずみ関係を予測する場合の、提案モデルの要因の特性と推定精度の関

係を検討する。そして、実用的な推定精度を期待する限り、要因に対し特に厳しい

条件を付与することは不必要であることを示す。普通鋼の例として SM41Aを、高張

力鋼の例として HT70を対象とする。普通鋼は降伏棚、ひずみ硬化が顛著で、さらに

繰り返し荷重を受けたときの Bauschinger効果の変化（いわゆる繰り返し硬化）が

顛著な鋼材である。高張力鋼はひずみ硬化が比較的小さく 、Bauschinger効果の変化

も普通鋼に比べ小さい鋼材である。 PeterssonおよびPopovは引張強度が600MPa程

度の鋼材に対して彼らの提案したモデルの有効性を検討しているが、著者が本研究

で用いた高張力鋼はこれととほぼ同等の性質を持つ鋼材である。

次に、これら両鋼材のほかに SM50YBも検討対象の鋼材として加え、各種の複雑な

ひずみ径路での履歴応カーひずみ関係の推定精度を調べる。これらの検討によって、

数パーセント程度のひずみ範囲のひずみ履歴が与えられる各種構造用鋼材の応カー

ひずみ関係の推定に対する提案モデルの有効性の検証ができる。

(1)材料特性の決定のための基本測定結果の推定

材料特性の決定のために実施した基本測定はすでに述べた通り以下のものである。

a)単調引張載荷試験

50 



b)唯一 回の除荷を含む引張圧縮載荷試験

そして、これらの測定結果を用いて基本曲面サイズ関数および重み関数が決定さ

れた。 一方、数値計算ではこれらの基本的な試験の結果が表せるような材料特性を

用いていることになる。したがって、材料特性が数値計算で求められうることは当

り前のことであって、モデルの優秀さを示す結果とは全くなり得ない。むしろ、こ

れは数値計算が妥当であることの最低条件であるといえる。このような意味から、

複雑なひずみ径路での応カーひずみ関係を推定する前の段階として、上記の b)の試

験と同 一のひずみ径路での応カーひずみ関係を求めた。それと測定結果を比較した

ものがFig.4.5.1およびFig.4.5.2である。なお、図中には移動量ベクトルの試験片

軸方向である Z 方向成分 azの 豆pi に対する変化を合わせて示した。応カーひずみ

関係および azー もぃ 曲線共に、数値計算の結果と測定結果は良く 一致しており、

数値計算に著しい不都合がないことが示された。

(2)推定精度に影響する諸特性とそれを検討するためのモデル

履歴応カーひずみ関係を推定する場合、用いる構成モデルに応じて推定精度に影

響をおよぼす要因がいくつかあると考えられる。本論文で提案したモデルにおいて

もその点は同様であり、提案モデルにおいて要因となりうるものは基本曲面サイズ

関数および重み関数として取り扱っている材料特性関数である。したがって、これ

らの関数の形状は数値計算する場合には直接的に推定結果に影響をおよぼす。累積

相当塑性ひずみは、繰り返し履歴の進展を表わす状態変数として本モデルでは定義

されており、材料特性関数である重み関数は、その累積相当塑性ひずみの関数であ

る。そして、累積相当塑性ひずみに対応して重み関数の値が決まり、曲面サイズ関

数が定まる。曲面サイズ関数は、重み関数によって決まる値を基本曲面サイズ関数

に対する重みとして基本曲面サイズ関数を加え合わせることによって評価される。

このように、重み関数、基本曲面サイズ関数および累積相当塑性ひずみは、お互い

に影響し合い、提案モデルの最も璽要な位置を占めるものであるといえる。

以上のことから、ここでは、推定精度に特に影響が大きいと思われる以下の 3つ

の要因について検討する。

a)累積相 当塑性ひずみの評価方法

b)基本曲面サイズ関数の選択方法

C)重み関数の評価方法

基本曲面サイズ関数と重み関数は提案モデルにおける材料特性である。また、累

積相当塑性ひずみはこれらの関数に対する独立変数の 一つである。本研究では、 a)

から C)の要因に注目して、 Table 4.5.1に示した 8つのモデルを設定する。

要因a)に関しては Fig.4.5.3に示すように次の 2つの方法を考える。

①全ひずみ径路で生じる塑性ひずみから計算される相当塑性ひずみを累積する

方法

②繰り返し載荷中の、ある 一径路において生じる塑性ひずみより計算される相

当塑性ひずみのうち、それまでに生じた最大の相当塑性ひずみを越えた分の

みを累積する方法

5I 
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①の方法は、従来採用されていると思われる方法であり、提案モデルの基本とな

ったPetersson-Popovモデルにおいてはこの方法が用いられているものと思われる。

② の方法は、本論文の 2. 3において提案された方法である。この方法は、繰り返

し載荷実験において観察される復帰現象を説明できるものであり、また、これによ

って著者らが実施した載荷試験によって観察されたある種の応カーひずみ挙動も説

明できることをも 2. 3で述べた。

要因b)に関しては、 Fig.4.5;4に示すように次の 2つの方法を考える。

①履歴のない状態での基本曲面サイズ関数である K。 と、履歴が定常的となっ

た状態での基本曲面サイズ関数である K con vを用いる方法。

② K C，および k oonvの他に、 処女材のひずみ硬化開始時点に相当する履歴を受

けた後の曲面サイズ関数 K stを、これらの中間段階での基本曲面サイズ関数

として用いる方法。

①の方法では、 2つの基本曲面サイズ関数が用いられる。これらに重みを付けて

加えることによって、任意の履歴段階での曲面サイズ関数が求められる。したがっ

て、この場合の重み関数はただ一つである。この方法は、 Petersson-Popovモデル

において採用されている方法である。これに対して、 ②の方法は、本研究で提案さ

れた方法であり、 3つの基本曲面サイズ関数が用いられる。 この場合には、 K o 

と K cc,nvに対する重み関数と、 K st.とk ，3Onvに対する重み関数の 2つが用いられる。

要因 C)に関しては、 Fig.4.5.4に示したように次の 5通りの重み関数を設定した。

i)基本曲面サイズ関数として、 K 。と K OC'いのみを用いる場合：

① 累積相当塑性ひずみの増加に対して急激に減少する関数、

(Fig.4.5.4(a.1)参照）

②累積相当塑性ひずみの増加に対して直線的に滅少する関数。

(Fig.4.5.4(a.2)参照）

ii)基本曲面サイズ関数として、 K o、 K stおよび K oonvを用いる場合：

③累積相当塑性ひずみの増加に対して 3次関数で滅少し、相当塑性ひずみ増

分の増加に対して直線的に増加する関数

(Fig.4.5.4(b.1)参照）

④ 累積相当塑性ひずみの増加に対して 3次関数で減少し、相当塑性ひずみ増

分に対しては一定な関数、

(Fig.4.5.4(b.2)参照）

⑤累積相当塑性ひずみの増加に対して直線的に減少し、相当塑性ひずみ増分

に対しては 一定な関数。

(Fig.4.5.4(b.3)参照）

i)ー① は、 Petersson-Popovモデルが提案された文献 458l) おいて示された関数

である。 i) ー② は、 i) —① と比較するために用いるものであり、累積相当塑性ひずみ

の増加に対して重み関数が漸滅する場合の例である。 ii)ー③ とii)ー④は、著者ら

が提案した基本測定の結果から求められた重み関数である。両者の比較によって、

相当塑性ひずみ増分の変化に対して重み関数が変化するとした場合の効果を調べる

ことができる。 ii) — ⑤は、これらをより簡単化した菫み関数であり、これを採用す
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ることができれば、重み関数を決定するための基本測定が不要となり、モデルの使

用上かなり有利となることが推測される。

各モデルを用いて数値計算により求められた履歴応カーひずみ関係を求め、その

結果と測定により求めらたそれらを比較検討する。比較する対象は、 Fig.4.5.5 に

示した 2例のひずみ履歴を受けるときの応カーひずみ関係である。 Fig.4.5.6は、

これらについて式(4.4. 1) で定義した誤差量と繰り返し回数の関係を示したもので

ある。 Table4.5.2は、応カーひずみ曲線の全径路に対して求められた誤差 Y total

をまとめたものである。また、 Fig.4.5.7から Fig.4.5.12は、各モデルによって計

算された応カーひずみ関係を比較して示したものである。

(3)累積相当塑性ひずみの評価方法の影響

はじめに、基本曲面サイズ関数として K 。と K cc, n vのみを用いる場合を検討する。

ひずみ履歴の進展に伴う曲面サイズ関数の K 。から k c• Onv への変化は、塑性ひずみ

の繰り返しにおける累積相当塑性ひずみの増加の程度と、それによる重み関数の減

少の程度に依存して決定される。重み関数の値が小さくなれば、それらの程度の相

違が曲面サイズ関数におよぼす影響が小さくなる。すなわち、累積相当塑性ひずみ

の評価方法の影響が額著に現れるのは重み関数の値がある程度大きい場合である。

したがって、重み関数が累積相当塑性ひずみに対して急減する場合は、漸滅する場

合に比べて、累積相当塑性ひずみの小さい範囲を除けば累積相当塑性ひずみの評価

方法による相違は大きくないことが予想される。

Fig.4.5. 7(a)~ (d)は、 A-2-Pモデルと P-2-Pモデルによる計算結果を比較して示

している。両モデルの相違は累積相当塑性ひずみの評価方法にある。前者において

は、全径路にわたっての累積がなされるのに対して、後者ではFig.4.5.3(b)に示し

た部分的な累積がなされている。いずれの場合にも基本曲面サイズ関数は K 。およ

び k ec,nvのみである。また重み関数は文献 45 0 1) で示された累積相当塑性ひずみに

対して急滅する関数が用いられている。 Fig.4.5.7(a)および (d)図の場合、両モデ

ルの数値計算結果の相違はほとんどなく、同 (b)およぼ (c)図の例でも応力の変動幅

に注目すればその相違は大きくない。更に、重み関数が累積相当塑性ひずみに対し

て急滅していることから、 (a)図の場合には第 2径路から降伏棚現象は消失してい

る。しかし、これと同時に、応力の値はかなり大きく評価されており、その傾向は

SM41Aにおいて大である。これは、重み関数の値が急激に滅少し過ぎる影響が現れ

た結果であると思われる。

Fig.4. 5. 8(a) ~ (d)は、 A-2-Lモデルと P-2-Lモデルによる計算結果を比較して示

したものである。両モデルにおいて用いられた基本曲面サイズ関数は共に K 。およ

び K con vであり、これらの相違は Fig.4.5.7と同様に累積相当塑性ひずみの評価方

法にある。 Fig.4.5.7との相違点は、 重み関数が累積相当塑性ひずみの増加に対し

て直線的に（言い替えればゆるやかに）滅少していることにある。累積相当塑性ひ

ずみの評価の方法によって応カーひずみ関係が異なっており、 その傾向はSM41Aが

著しい。 P-2-Lモデルを用いた場合、基本曲面サイズ関数 k oによって表現される降

伏棚がひずみ履歴がかなり進行した後まで現れているので、この場合には現実的な



応カーひずみ関係が得られない。 累積相当塑性ひずみの値はP-2-Lモデルより A-2-

Lモデルにおいて大きく評価され、その結果、 A-2-Lモデルによる計算結果において

は、降伏棚が比較的早く消失し、応力の値は大きく算出されている。これらのこと

から、降伏棚が消失してゆく過程を表現するためには、累積相当塑性ひずみの増加

に対して急激に減少する重み関数を用いることが必要である。この場合、計算され

る応カーひずみ関係におよぼす k oの形状の影響は小さくなるが、 同時に K con vの

形状の影響が過大となる。 SM41Aの場合、径路毎の推定誤差量 y，の値は 10%~20% 

になることがあり、 このような計算によって精度の良い推定はできない。

著者らの測定によって得られた基本曲面サイズ関数 k。とk c,9fwをFig.3.4.8およ

びFig.3.4.10に示した。それらによれば、 普通鋼である SM41Aではひずみの大きな

範囲において K con vが K oよりかなり大きい。 これに対して、高張力鋼のHT70では

その傾向は小さい。 文献 45 01:＇において用いられた鋼材は 600MPa程度の降伏応力を

もつ高張力鋼である。したがって、本研究で用いたHT70と同様にひずみの大きな範

囲での K 。と K ,,or…の差が小さい。ひずみ硬化が顕著で K con vが K oに対して比較的

大きい材料の場合、重み関数の値が累積相当塑性ひずみの増加に対して急滅するこ

とによって、曲面サイズが K 。から K co nvへ急激に変化する。 その結果、ひずみ履

歴の進行に対して曲面サイズの膨張が過大に評価され、応カーひずみ曲線の形状は

なめらかになるものの、応力の値が大きめになる。したがって、降伏棚と顛著なひ

ずみ硬化を呈する材料の場合、降伏棚の消失という過程に対しては急滅する重み関

数を用いる必要があり 、繰り返しに伴う Bauschinger効果の変化に対しては漸減する

重み関数を用いることが必要となる。すなわち、両者の現象は相反する重み関数を

必要とすることになる。降伏棚の消失という現象と Bauschinger効果の変化という

現象を、 PeterssonおよびPopovが行っているように全く同 一の重み関数によって

表現することに問題があることをこのことは示唆している。

以上のことから、基本曲面サイズ関数として、降伏棚が終了する時点での曲面サ

イズ関数 K st.を導入することによって、モデルが改良される可能性が期待される。

そうすることによって、降伏棚が終了するまでのひずみ履歴過程では K 。と Kいを

ある重み関数で結びつけ、その後のひずみ硬化過程では K stとK con vを異なる重み

関数で結びつけることができる。また、 Fig.3.5.4に示したように、著者らの測定

によれば、 K stから K con vへの曲面サイズの変化を表わすための重み関数は、累積

相当塑性ひずみの増加に対して漸滅する結果が得られている。したがって、降伏棚

が終了してから以後の応カーひずみ関係を推定する場合、累積相当塑性ひずみの評

価の方法が大きく影響する可能性のあることが、 Fig.4.5.8での結果から推測され

る。なお、 K 。とK conヽ 9の相違が比較的小さなひずみ範囲に限られる材料において

は、 K 。とK oon,・のみを用いても比較的精度の良い応カーひずみ関係の推定できる

可能性はある。

(4)基本曲面サイズ関数の選択の影響

(3) で示した計算結果とそれに関する考察から、ひずみ履歴の効果の最も小さ

い時点と最も大きい時点の基本曲面サイズ関数である K 。と K o on vの他に、降伏
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棚が終了する時点での曲面サイズ関数 K ,atをそれらの中間的なひずみ履歴段階での

基本曲面サイズ関数として導入することの有用性が推測された。ここでは、基本曲

面サイズ関数として K stを導入した場合に、そのことによって数値計算結果の精度

がどのように改善されるかを検討する。

Fig.4.5.9(a)~(d)は、 P-2-Lモデルと P-3-Mモデルによる計算結果を比較して示

している。どちらのモデルによる計算においても、累積相当塑性ひずみは部分的な

累積によって計算されている。また、重み関数はどちらの場合も、累積相当塑性ひ

ずみの増加に対して漸滅する関数である。両モデルの相違は、基本曲面サイズ関数

の数である。 前者では k ,。と K con vのみが基本曲面サイズ関数であるのに対して、

後者においては更に K coぃが導入されている。 P-2-Lモデルによる計算結果では、

処女載荷における降伏棚の影響が、かなりひずみ履歴の進展した後でも出現してい

る。更に、第 1径路以後の径路において弾性挙動をしめす範囲が大き過ぎる傾向が

みられる。これは、主として K 。の影響が過大に評価されていることによる。この

ように、 P-2-Lモデルによる計算結果は現実的な応カーひずみ関係となっていない。

これに対して、 K s tが導入された P-3-Mモデルにおいては、第 2径路以後は Baus-

chinger効果が支配的ななだらかな曲線となった。しかも累積相当塑性ひずみの評

価方法が改良されていることによって、 Y totalの値も約 5％と小さく、曲面サイズ

が大きくなり過ぎることもない。

つぎに、基本曲面サイズ関数として k :3tを導入した場合について、累積相当塑性

ひずみの評価方法の影響を検討する。 Fig.4.5.lO(a)~(d)は、 P-3-Mモデルによる

結果と、全ひずみ径路で相当塑性ひずみを累積した量を累積相当塑性ひずみとした

A-3-Mモデルによる計算結果とを比較して示したものである。第 2径路までは全く

同じ応カーひずみ関係が得られたが、第 3径路から累積相当塑性ひずみの評価方法

の相違の影響が現れていることが分かる。 A-3-Mモデルでは、 第 2径路での全相当

塑性ひずみが累積されて第 3径路での曲面サイズが決定される。これに対して P-3

-Mモデルでは圧縮塑性ひずみに対応する分のみが累積される。このために、第 3径

路での曲面サイズは、 A-3-MモデルのほうがP-3-Mモデルより大きく評価される。そ

の後、繰り返しの全過程においてこの傾向が顛著に現れて、 A-3-Mモデルにおいて

は曲面サイズ関数は急激に K ,oo rr vへと変化してゆく。そのため、 A-2-PPモデル， A-2

-LモデルおよびP-2-PPモデルと同様に、応力の値が測定値に対して大きく計算さ

れる。 Fig. 4. 5. 10に示した計算例の場合の誤差は、 SM41A鋼の場合で 10％から 20％で

あった。

(5)重み関数の影響

本節のこれまでの検討から、少なくとも処女載荷において額著な降伏棚が現われ、

しかも繰り返し載荷に伴って曲面サイズが膨張するような材料に対して有効な 2つ

の方法が数値計算により示された。そのひとつは、著者らが提案した累積相当塑性

ひずみの評価方法を採用することである。そして、他のひとつは降伏棚の終了時点

に相当するひずみ履歴を受けた後の曲面サイズ関数を基本曲面サイズ関数として導

入することである。
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ここでは、提案モデルの重要な特性関数のひとつである重み関数について検討す

る。ただし、本節 (3) および (4)の結果を踏まえて、上述の累積相当塑性ひず

みの評価方法および基本曲面サイズ関数としての曲面サイズ関数 K st．の導入を行っ

た上で、重み関数の形状が推定結果にどの様に影響するかを検討する。

a)相当塑性ひずみ増分の影響

Fig.4.5. ll(a)~ (d)は、 P-3-Mモデルと P-3-M2モデルによる推定結果を比較した

ものである。相当塑性ひずみ増分の影響は大きくないことが同固よりわかる。重み

関数の形状の影響は、 HT70のような移動硬化性の材料より、 SM41Aのようなひずみ

硬化の大きい材料において大であると思われる。しかし、その場合でも、相当塑性

ひずみ増分の影響を考慮したP-3-M2モデルとそれを考慮しない P-3-Mモデルの相違

は極めてわずかである。同程度の推定精度が期待できる場合には、モデルはなるべ

く簡略な方が望ましい。その意味からは、 本研究において用いられたSM41Aおよび

HT70については、相当塑性ひずみ増分の増加による重み関数の増加を考慮する必要

性は認められない。しかし、このことはあくまでも著者らが用いた材料についての

み言えることである。重み関数の相当塑性ひずみ増分に対する変化率が大きい材料

に対しては、 P-3-M2モデルのようにその影響を考慮することにより、より精度の高

い推定が可能となるものと思われる。

b)累積相当塑性ひずみに対して直線的に滅少する場合の影響

第 2章で提案した基本測定方法と材料特性の評価方法を用いれば、 P-3-Mモデル

によって履歴応カーひずみ関係を精度良く推定することが可能であることがこれま

での検討で示された。この場合、必要な試験は単調引張試験とただ 1回の荷重反転

を含む引張圧縮試験のみである。しかし、もし重み関数が累積相当塑性ひずみの増

加に対して直線的に減少すると仮定することができれば、材料特性を決定するため

に実施しなければならない測定は、より簡略になる。

そこで、 重み関数として著者らが測定結果から決定したものを用いた P-3-Mモデ

ルと、測定結果と無関係に累積相当塑性ひずみに対して直線的に減少する重み関数

を用いた P-3-Lモデルによる数値計算の結果を比較した。その結果を、 Fig.4.5.1 

2(a)~(d)に示す。 SM41Aのように、重み関数が累積相当塑性ひずみに対して下に凸

の関数の場合、応力はやや小さめに計算される。また、 HT70のように、上に凸の関

数の場合には、応力はやや大きめに計算される。また、その影響の程度は SM41Aの

ように曲面サイズの膨張の傾向がつよい材料において大である。しかし、その場合

でも、本計算例における誤差量はたかだか数％であり、ほかの要因 a)および b)

の影響に比べればはるかに小さい。

(6)実測結果と提案モデルによる数値計算結果との比較

提案モデルによって推定された応カーひずみ関係と対応する測定から得られたそ

れらを比較して Fig.4.5.13~Fig.4.5.15に示す。各々の図番号と載荷パターンの対

応を Table.4.5.3(次頁）に示す。

シフト型は、比較的小さいひずみ振幅の繰り返しを繰り返し受けて、その結果ひ

ずみが一方向ヘシフトするパターンである。この載荷パターンは、提案モデルの大
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きな特徴である累積相当塑性ひずみの評価の方法の妥当性が明快に示される例であ

る。ランダム型は、無作為に反転時のひずみ値を抽出した例である。このうち、

(1)の載荷パターンでは'’弾性的除荷”(*1)が含まれないが、載荷パターン (2)では

それが含まれる。提案モデルにおいては、通常の弾塑性理論と同様に、ひずみの弾

性成分と塑性成分は互いに独立に生じ、このうち、塑性ひずみのみがひずみ履歴の

効果に影響すると仮定されている。したがって、もしその仮定が妥当であるならば、

Table.4.5.3 図番号と載荷パターン

載荷パターン 鋼種 図番号

SM41A Fig.4.5.13(a) 

シフト型 SM5 OYB Fig.4.5.14(a) 

HT70 Fig.4.5.15(a) 

SM41A Fig.4.5.13(b) 

ランダム型 (1) SM50YB Fig.4.5.14(b) 

(" 弾性的除荷”を含まない） HT70 Fig.4.5.15(b) 

SM41A Fig.4.5.13(c) 

ランダム型 (2) SM50YB Fig.4.5.14(c) 
(,, 弾性的除荷”を含む） HT70 Fig.4.5.15(c) 

”弾性的除荷’'による応カーひずみ関係への影響はないはずである。ランダム型 (1

）は、 この仮定の影響が現れないような載荷パターンの例として選んだものであり、

ランダム型 (2)はそのような仮定が実際に成り立つかを確認するための載荷パター

ンの例である。 なお、シフト型とランダム型 (1)の載荷パターンは、本節の (3)

~ (5) において検討の対象とした載荷パターンと同じである。

シフト型の場合について、推定結果を検討する。全体的な傾向としてひずみ履歴

の初期における Bauschinger効果が過小に評価されている。 HT70の場合にははじめ

の 3回程度の繰り返しでは塑性ひずみがほとんど発生しなかったために、その傾向

は顛著ではないが、 SM41AおよびSM50YBでは、その傾向が非常に顛著に現れた。降

伏棚領域で除荷が発生した場合、第 2章で述べたように、除荷に続く再負荷の極め

て初期から Bauschinger効果が顛著に現れて、降伏応力も低下することが知られて

いる。 一方、本章では Fig.3.5.3に示した重み関数を用いての計算結果を示してい

るので、 E P ~ 豆 ,,'s tのひずみ履歴の範囲では、 K oの関数形状の影響が現れて、実

*1 除荷が発生した後、塑性ひずみがほとんど発生することなく再度除荷が発生す

ることを、’'弾性的除荷”とここでは呼ぶことにする。



測によって観察される Bauschinger効果を表すことができない場合がある。上述の

Bauschinger効果の過小評価はまさにそのような場合に相当しているものと考えら

れる。しかし、このような場合には材料特性を適切に修正して用いることによって

推定精度の向上を計ることが可能であることが次章での検討から明かとなる。この

詳細は次章において示す。
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シフト型の載荷パターンの場合における重要な現象として、降伏棚からの除荷と

それに続く比較的小さいひずみ振幅での再除荷の際に現れる降伏棚への復帰現象が

挙げられる。 SM41Aの場合、 この復帰現象はかなり良好な精度で再現されているの

に対して、他の鋼種の場合には必ずしも正確に再現されているとは言い難い。特に、

HT70の場合には応力振幅が小さめに計算され、降伏棚へ径路が復帰していない。こ

の結果の原因のひとつとして、累積相当塑性ひずみの評価の方法の適非が考えられ

る。本研究の場合、 2. 3で述べたように、 『ある応カーひずみ径路において生じ

る相当塑性ひずみのうち、それまでに生じた相当塑性ひずみ幅△瓦）の最大値を越

える量のみがその後の応カーひずみ挙動に影響する。そして、それらを累積した量

を累積相当塑性ひずみと定義』した。したがって、小さいひずみ振幅でのひずみ履

歴は、その後の応カーひずみ関係に影響しないものとされている。ここで示した結

果から、小さいひずみ振幅のひずみ履歴のある一部分はその後の応カーひずみ関係

に影響している可能性が考えられる。この点は本提案モデルの一つの限界を示すも

のであるとも考えられる。

次に、ランダム型で’'弾性的除荷”を含まない場合について検討する。 SM41A に

よる結果では推定結果と実測結果は非常に良く一致しており、満足できる推定結果

が得られたといえる。 SMSOYBの場合、 6径路目に比較的大きな差異が生じて、その

差異が負荷が終了するまで続いている。このようにある径路で生じた誤差が次の径

路に見かけの誤差とも言うべき誤差を生じさせることは、繰り返し負荷における応

カーひずみ関係を推定する場合に避けることのできない現象であるが、この場合に

も4. 4で述べたように推定誤差が定義できると考えられることから、一概に精度

が悪いとは言えない。また、 HT70の場合、比較的ひずみ振幅が小さい 5, 7, 9径路

において応力が小さめに計算されているが、これについては前述のシフト型の載荷

パターンの場合と同様の原因が考えられる。

最後に、’'弾性的除荷”を含む場合について検討する。この載荷パターンでは処

女載荷径路において 2回の'’弾性的除荷’'を発生させた。ひずみ硬化が顛著なSM41

AおよびSMSOYBの場合、 計算結果に’'弾性的除荷”の影響が含まれ、その結果、実

測結果におけるひずみ硬化率と比較して、かなり大きなひずみ硬化率となっている。

逆にいえば、’'弾性的除荷’'と再負荷の後のひずみ硬化率は、それがない場合に比

して小さくなる傾向がある。提案モデルは前述のようにひずみの弾性成分と塑性成

分とを独立に扱っており、弾性ひずみ成分はひずみ履歴の効果を持たないと仮定さ

れているので、このような現象を表現することはできない。このことは、他のほと

んどの繰り返し塑性モデルにおいても同様であり、今後の研究の成果に待たなけれ

ばならない。

Fig.4.5.16および Fig.4.5.17の右図は、提案モデルとその基本としたPetersson-



Popovモデルを用いた数値計算によって得られた履歴応カーひずみ関係を比較して

示したものである。同左図には、提案モデルによる計算結果と実測結果を比較した

Fig.4.5.13およびFig.4.5.15の一部も比較のため再掲した。本節で、提案モデルの

特徴とそれによって履歴応カーひずみ関係の推定精度がどのように向上するかを示

した。これらの結果からも示されているが、 基本とした Petersson-Popovモデルを

修正したことによって、これらの固に示したような明確な精度の向上が認められる。

以上に、推定結果と実測結果との比較によって、主に推定結果の問題点を指摘し

た。ここで示した結果は、基本的な材料試験の結果を用いて、材料特性をすべて決

定し、しかる後にその推定結果を用いた推定結果と、基本的な材料試験とは全く別

に実施された試験において測定された結果を比較したものである。したがって、本

節および前節で示した推定結果を得るために、複雑な繰り返し載荷試験の結果を全

く用いていない。しばしばこの種の問題では、測定結果に計算結果が合うように材

料パラメータを決める方法が用いられる。しかし、このような方法では、推定結果

を得るためにそれと比較されるべき実測結果があらかじめ得られていなければなら

なという、矛盾を内包しており、純粋な意味での推定とは言い難い。また、用いた

材料特性は統計的な意味で十分な実験結果に碁づいて決定したものではなく、それ

自身にも誤差が含まれている。これらのことを考慮すれば、ここで示した結果は非

常に満足できるものであり、かなり良い精度で実測結果を推定できる構成モデルが

構築でぎたといえる。

4. 6 降伏棚域での履歴応カーひずみ関係の推定精度

ひずみ硬化城においてひずみの額著な繰り返しが生ずる場合には、提案モデルを

用いることによって、引張圧縮履歴応カーひずみ関係を良好な精度で推定すること

ができることを前節で述べた。しかし、降伏棚域における里み関数を式 (3.5.l(a))

に従って評価すると、重み関数と相当塑性ひずみ増分との関係は Fig.3.5.1 に示し

たように非常に複雑である。このことは、降伏現象が完全に終了するまでの過程に

おいては、 式 (2.4. 8)のように K 。とK st の重み付きの和では曲面サイズ関数の変

化を表現しにくいことを示していると考えられる。前節では、主としてひずみ硬化

域においてひずみの顛著な繰り返しが生ずる場合を検討の対象としたため、重み関

数W1は累積相当塑性ひずみの増加に対して直線的に減少するものと仮定した。し

かし、降伏棚の領域においてひずみの顕著な繰り返しがある場合に、その仮定が妥

当であることの保証はない。

本節では、はじめに、重み関数W1が累積相当塑性ひずみの増加に対して直線的

に減少するという前節で用いた仮定をそのまま採用した場合に、この仮定が推定精

度にどのような影響を与えるかを測定結果との比較により検討する。次に、その結

果から、より精度の良い推定を可能とするための材料特性の改良の方法を述べる。

そして、新たな材料特性を用いて数値計算を実施し、本方法の有効性を検証する。

(1)重み関数W1が累積相当塑性ひずみの増加に対して直線的に減少するとした
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場合の推定

供試鋼材としては、普通鋼のSMSOAを選んだ。 Table4.6.1 に供試鋼材のミルシ

ートによる機械的性質と化学成分を示す。 Fig.4.6.1 に 3つの基本曲面サイズ関数

を求めるために実施した測定結果を応カーひずみ関係で示す。 Fig.4. 6. 2はこれら

の測定結果から計算された基本曲面サイズ関数である。重み関数は Fig.4.6.3に示

すように仮定した。 W2についてはW1と同様に累積相当塑性ひずみの増加に対して

直線的に滅少するものとした。ただし、本節で取り扱うひずみ履歴は主として重み

関数W1のみが関係する累積相当塑性ひずみの範囲に限定するので、 本節で示す

計算結果にはW2の簡単化による影響はほとんどないと考えてよい。

Fig.4.6.4 ~Fig.4.6.8に数値計算によって求められた応カーひずみ関係を対応

する実測結果と比較して示す。 Tab~e.4.6.2 にそれぞれの図番号と載荷パターンお

よび載荷番号の対応を示す。

Table.4.6.2 図番号と載荷パターン

載荷番号 載荷パターン 図番号

①

②

③

④

⑤

 

両振り引張圧縮ひずみ型 (1)

両振り引張圧縮ひずみ型 (2)

両振り引張圧縮ひずみ型 (3)

片振り引張ひずみ型

片振り圧縮ひずみ型

Fig.4.6.4 

Fig.4.6.5 

Fig.4.6.6 

Fig.4.6.7 

Fig.4.6.8 

いずれの例においても、除荷に続く再降伏時に応カーひずみ曲線の折れ曲がりが

かなり顕著に出現している。これは、これらのひずみ履歴の範囲での曲面サイズ関

数を決定するために用いられる 2つの基本曲面サイズ関数のうちのひとつである

K。に、 初期降伏に続いて降伏棚という非硬化領域が存在することによるものであ

る。初期降伏時では aK 。/aもpiの値がほぼ零であるため、その影響が非常に顕著

に計算結果に現れて、弾性除荷から再降伏へのなだらかな遷移が表現できていない。

履歴が進行して曲面サイズ関数に対する K c, の影響が小さくなるにしたがって、こ

の傾向は小さくなる。

載荷番号④ および⑤の片振りひずみパターンの場合、実験において観察されてい

る降伏棚への復帰現象が完全には表現されていない。また、履歴の初期において弾

性城を示す応力範囲がやや大き過ぎる傾向があり、繰り返し数が増えるにしたがっ

てかなり急激に小さくなる。しかし、弾性域を示す応力範囲のこのような急激な変

化は実測では観察されていない。

載荷番号① ～③の両振りひずみパターンの場合にも、上記の片振りひずみパター

ンの場合の傾向は同様である。更に、 Baus c h i ng e r効果がかなり過大に評価されて

おり、その結果、同じひずみ範囲に対する応力の範囲が実測値より明らかに小さめ
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に計算されている。

Fig.4.6.4 ~Fig.4.6.8の図中には 4章 5節で定義した全径路に対する推定誤差

量 Y tc,talの値も示した。推定誤差量は大きいもので 7％程度である。これは、 4章

6節で示したひずみ硬化域で顛著な繰り返しのある場合の誤差よりやや大きい。こ

れらの結果は、基本曲面サイズ関数として K。およびん 口 のみを用い、しかも累積

相当塑性ひずみの増加に対して直線的に滅少する重み関数を用いるという最も簡略

な材料特性を用いて計算された結果である。それにもかかわらず、この程度の精度

は保持されることをこれらの結果は示している。逆の見方をすれば、最も簡略な材

料特性を用いたために、この程度の精度しか得られないということもできる。どち

らの見方をすべきかは、要求される推定精度に依存すると思われる。したがって、

あまり煩雑でない修正によって推定精度が向上するのであれば、修正方法と推定精

度の向上に対するそれの効果を検討しておくことは極めて有用である。

(2)新たな基本曲面サイズ関数の導入とその効果

Fig.4.6.9 に、降伏棚において除荷が生じたときの応カーひずみ関係を示す。降

伏棚の極めて初期で除荷が発生した場合においても、 すでに Bauschinger効果が

現れ、それに続いて再度降伏棚が現れる。除荷時のひずみが大きくなるにしたがっ

て Bauschinger効果は顛著になり、それと同時に再度現れる降伏棚のひずみ範囲は

小さくなる。そして、降伏棚が終ってひずみ硬化領域に入ってから除荷が発生した

場合には Bauschinger曲線に続く再降伏現象は現れない。このような性質をいくつ

かの基本曲面サイズ関数とそれを結び付ける重み関数によって厳密に表現すること

は難しい。しかし、近似的には、このような方法によっても上述の現象をある程度

表現することは可能である。

Fig.4.6.9に示した測定結果から計算された曲面サイズ関数を Fig.4.6.10に示す。

これらの計算結果の縦軸はそれぞれの試験片の下降伏点の値で除してある。基本曲

面サイズ関数と重み関数を用いて材料のひずみ硬化特性を表現する場合、材料特性

の修正方法として 2通りの方法が考えられる。ひとつの方法は、基本曲面サイズ関

数の数を増す方法であり、他のひとつは基本曲面サイズ関数の数は増さずに、重み

関数の精度を向上させる方法である。

前述のように、降伏棚域における重み関数を式 (3.5.l(a)）に従って評価した結果

はFig.3.5.1 に示したように、重み関数と相当塑性ひずみ増分との関係を明快に評

価し難い。したがって、重み関数の精度を向上させることは容易でないばかりでな

く、モデルを複雑にする結果を招く。これに対して、基本曲面サイズ関数の数を増

やせば、基本曲面サイズ関数に相当する複数のひずみ履歴の段階での曲面サイズ関

数として実測値が用いられるので、推定精度の向上が期待できる。そこで、本研究

では基本曲面サイズ関数の数を増す第 2の方法によって推定精度を向上させること

を試みた。

K 。とK stの中間に導入した基本曲面サイズ関数は次の 2つである。

a)初期降伏時になるべく近いひずみ履歴の段階として、累積相当塑性ひずみ もp

= 0. 17芭 D,st で の 曲 面 サイズ関数 （以後、便宜的に K 0.口と呼ぶ）
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b)これとひずみ硬化開始時との中間的なひずみ履歴の段階として、

芭 p" stでの曲面サイズ関数（以後、便宜的に K 0. a, 3と呼ぶ）

Fig.4.6.11に用いた基本曲面サイズ関数を示す。 K 0. 1 7および（または） K 8. 3•3 

を基本曲面サイズ関数として新たに導入した場合の重み関数を Fig.4.6.12に示す。

これらの材料特性を用いて、 Fig.4.6.4~Fig.4.6.8に示したものと同 一の径路の応

カーひずみ関係を計算した。その結果を Fig.4. 6. 13~ Fig. 4. 6.17に示す。ここで、

それぞれの図において (a)~(e)図は以下の結果を示している。

(a)図： 実測結果

(b)図： K o、 K st、 K o o n v 

(c)図： K o、 K o. 17、 k :3t、 K c c, n v を基本曲面サイズ関数

：：、；よ：：（［三：示び：（三三、4:3、064:／：F:lgK4 ; n；］こ~：［ここの果数と比較し
Table.4.6.3 にそれぞれの図番号と載荷パターンおよび載荷番号の対応を示す。

もp=0.33

Table.4.6.3 図番号と載荷パターン

載荷番号 載荷パターン 回番号

①

②

③

④

⑤

 

両振り引張圧縮ひずみ型 (1)

両振り引張圧縮ひずみ型 (2)

両振り引張圧縮ひずみ型 (3)

片振り引張ひずみ型

片振り圧縮ひずみ型

Fig.4.6.13 

Fig.4.6.14 

Fig.4.6.15 

Fig.4.6.16 

Fig.4.6.17 

Table.4.6.4にFig.4.6.13~ Fig.4.6.17の(b)図～ （e）図に示した数値計算結果に

おける全径路に対する推定誤差量ア tO tいをまとめて示す。以上の結果をもとに、

新たな基本曲面サイズ関数を導入することの推定精度の向上に対する効果を検討す

る。

実験結果と各計算結果を比較すれば、基本曲面サイズ関数の数が増加するほど推

定精度が向上しており、 (b)、（C)または (d)、（e)の順に推定精度が向上している（

すなわち、推定誤差量が減少している）。すべての重み関数を累積相当塑性ひずみ

の増加に対して直線的に減少すると仮定していることから、この結果は当然と 言え

る。

(c)図と (d)図は IC。と ICstの間にそれぞれ ICei.口および IC0.,3 3を導入した場合の

計算結果である。 IC0 口を導入した場合には、除荷後の再降伏における弾性から塑

性へのスムーズな遷移が表現される。しかし、降伏後のひずみ硬化率の低下が早過

ぎる傾向がある。 一方、 ICei. 3 2を導入した場合、ひずみ履歴のきわめて初期にお



いて K。の影響が現れて、 除荷に続く Bauschinger曲線に著しい折れ曲がりが依

然として観察される。しかし、ん 。とK st のほぼ中間的な履歴段階での曲面サイズ

関数を基本曲面サイズ関数として導入しているので、繰り返しの進展に伴って次第

に良好な推定がなされる傾向がみられる。これらの相違は両振り引張圧縮ひずみ型

の場合に顛著である。 推定誤差量で比較すれば、 K8 口を導入した (b)団の場合に

3%~5％であるのに対して、 K ei. :, a を導入した (c)図の場合には 3％以下である。ま

た、片振りひずみ型の載荷パターンの場合にはどちらを導入した場合でも誤差量に

大きな差はみられなかった。しかし、この場合でもん 。と Kstの間に何等新たに甚

本曲面サイズ関数を導入しない場合に比較すれば何れの場合も推定精度は向上して

いる。

K0 口および K 0. 3 3の両方を基本曲面サイズ関数として導入した場合には、上記

の何れの場合よりも推定精度は向上している。このように、基本曲面サイズ関数の

数を増やすことによって、推定精度が明らかに向上することが数値計算結果と実測

結果との比較から明かとなった。甚本曲面サイズ関数をいくつ導入することが最適

であるかの判断は容易でない。しかし、適宜、基本曲面サイズ関数の数を変えるこ

とによって、要求される推定精度に応じた推定が、本繰り返し塑性モデルによれば

可能である。

4. 7 引張応カーひずみ関係による材料特性の修正とその影響

著者らが測定によって得た材料特性を参照して、同 一鋼種でロットの異なる材料

の履歴引張圧縮応カーひずみ関係を推定するための、材料特性の決定方法を検討す

る。そして、それによって履歴引張圧縮応カーひずみ関係を計算した場合に、どの

程度の推定精度が得られるかを検討する。上記の検討を行うために用いた鋼材の鋼

種は溶接構造用軟鋼SM41Aである。 そして、提案モデルの検証のために用いた鋼材

（以後、これを鋼材 Aと呼ぶ）と、これとロットの異なる鋼材（以後、これを鋼材

Bと呼ぶ）による試験結果を用いて検討した。

両鋼材のミルシートによる機械的性質と化学成分を Table4.7.1に示す。また、

同じく引張試験によって得られた応カー塑性ひずみ関係を Fig.4.7.1に示す。なお、

応力は下降伏点で無次元化して示した。 鋼材Bの降伏応力の方が鋼材 Aのそれより

若干低いのにもかかわらず、引張強度は逆に鋼材Bの方が 16％ほど高い。そのため、

降伏比は鋼材Aと鋼材Bでそれぞれ67％および54％となっている。この傾向は Fig.4.7 

. 1に示した著者らが行った引張試験で得られた応カー塑性ひずみ関係にも明瞭に現

れており、ひずみ硬化特性は両方の鋼材でかなり異なっていることが明かである。

このことは、繰り返し応力を受ける場合のひずみ硬化特性を表す基本曲面サイズ

関数 K ・ヨ t、 K c,onvなどが両鋼材でかなり異なっているであろうことを示唆している。

提案モデルに導入された材料特性は基本曲面サイズ関数 K c'ヽ K st、

K c,onvなどと、重み関数W1、W2などである。鋼材Aについては、これらのうち W l 

を除く 4つの材料特性が基本測定の結果から求められている。 一方、鋼材 Bについ

ては、引張試験の結果のみから得られる基本曲面サイズ関数 K。のみが既知である。

63 
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4. 5において、重み関数W2が相当塑性ひずみ増分の増加に対して一定で、累

積相当塑性ひずみの増加に対しては直線的に滅少する関数を用いた場合の推定精度

を検討した。その結果、応カーひずみ関係に現れる誤差は、測定によって求められ

た重み関数を用いた場合に対して 5％程度であることが数値計算例からわかった。ま

た、重み関数W2しま基本曲面サイズ関数測定から決定することは必ずしも容易では

ない。しかし、 4. 6で示したように、基本曲面サイズ関数の数を増やすことによ

って推定精度はかなり上昇するので、基本測定の結果から重み関数を決定すること

が容易でない場合には、累積の増加に対して直線的に滅少する重み関数を用いても、

必ずしも精度の低下には直接つながらない。

したがって、本節での課題は、基本曲面サイズ関数のうちで K C• のみが既知であ

る鋼材Bのその他の基本曲面サイズ関数 K st、 K con vなどをどのように決定するか

ということになる。

(1)方法《その 1》

はじめに、材料特性の相違が履歴応カーひずみ関係にどの程度影響するかをを検

討した。そのために、鋼材 Aの材料特性を用いて提案モデルによって履歴応カーひ

ずみ関係を計算し、その結果を鋼材 Bによる繰り返し試験で測定されたそれと比較

した。 Fig.4.7.2 にその結果を示す。図中には式 (4.4. 2) で定義した推定誤差量 y

tot a I も示した。いずれの例においても、計算によって求められた応力は測定値に

対して小さめに計算されており、 Y total は 7％から 11％であった。異なる材料の材

料特性を用いて推定された結果であるから、 4. 5あるいは 4. 6で示した推定結

果より、誤差は大きいのは当然の結果と言える。しかし、この誤差が大きいと見な

すか否かは、要求される精度がどの程度のものであるこという点に依存することに

注意する必要がある。

(2)方法《その 2》

Fig.4.7.3 は、著者らが基本測定の結果から材料特性を決定した鋼材について、

基本曲面サイズ関数の相互の関係を示している。縦軸は K st/ K 。および K conv/Ko

を、横軸は相当塑性ひずみ増分乞 p，を示している。 K st/Koーも ぃ関係は何れの鋼

種についてもほぼ同様の傾向を示している。また、 K con、、 /Koー百 i)，関係について

は、高張力鋼HT70では K st/ K 。ーも pi関係と同様の傾向となったのに対して、軟鋼

である SM41Aでは曲面サイズの膨張により K st/Kc,よりかなり大きくなっている。

これらの結果は、 K 。によって K stおよび K co nvを基準化できる可能性を示してい

る。そこで、次式によって鋼材 Bの K stおよび K CC'いを評価した。

/Cst,B (もpi ) = K st,A (も c9,） X 

/(.conv,B (も pj) = K conv,白 （否 pi) X 

K o, B (もpi) 

K o, A (も pi) 

K o, B (もpi) 

K o, A （も pi) 

‘_‘_ノ

1

2

 

•• 7

7

 

．

．

 

4

4

 

（

（

 



これらの式は、各 もpiの値におけるん 。 によって k stおよび K C0 「w が基準化する

ことを示している。鋼材Bの K 。と上式によって求められた K stおよび K con vを用い

てFig.4.7.2 と同じひずみ径路についての計算を行った。その結果を測定結果と比

較して Fig.4.7.4に示す。 式(4.7. 1)および式 (4.7. 2)によって計算した k ,3tおよび

k c,3nvを用いたにもかかわらず、履歴応カーひずみ関係は測定結果とはよく 一致せ

ず、 Y totalの値も約 10％であった。 この値は Fig.4.7.2の計算結果のそれよりむし

ろ大きく、推定精度は良好ではない。特に、除荷後の再降伏がかなり早く起きてい

ることが顕著な特徴であり、その影響で応力値は全体的に小さく計算された。式 (4

. 7. 1)および式 (4.7. 2)によって K st及び K co nvを評価した場合、 鋼材Bのように降

伏比の小さい鋼材では、 もぃ の小さいひずみ範囲では もぃ の大きいひずみ範囲に

比べて相対的に k ，ョ t＿や K oonvの値が小さく評価されることになる。このことから、

ここで示した方法は、降伏比がほぼ等しい鋼材の推定に対して有効であろうことが

推察される。

(3)方法《その 3》

k いおよび K oonvの関数形状は次式によって表されると仮定した。

/Cst,EI (豆pi ) = K,st,A （豆Di) X C 

K oonv,B (否pi ) =Kcor,v,白 （ も Pi ) X C 

(4.7.3) 

(4.7.4) 

ここで、 Cは定数であり、引張試験によって得られる応カーひずみ曲線のひずみ硬

化がかなり進行した領域での両鋼材の応力の比率である。具体的には塑性ひずみが

6％になったときの K o,EI/ kc9, o の値を定数Cとして採用した。

Fig.4. 7.5は、このようにして求められた K stおよび k convを用いて Fig.4.7.2お

よびFig.4. 7. 4の場合と同じひずみ径路における応カーひずみ関係を数値計算によ

って推定した。対応する測定結果との比較により、推定精度が向上していることが

明かであり、誤差量 Y tot,31も数％以下である。この結果から、対象とする鋼材の引

張試験の結果が分かれば、たかだか数％の誤差を含むのみで単軸履歴応カーひずみ

関係を推定できる可能性が示された。

たとえ同じ鋼種であっても、本節で示した例に見られるように、塑性挙動はかな

り異なる場合が少なくない。したがって、著者の立場は、提案したモデルを用いる

場合には、あくまで 3章で提案した方法によって材料特性を決定することを原則と

している。その意味から、ここで示した方法は、履歴応カーひずみ関係を推定する

必要が生じた場合に、提案するモデルに導入された材料特性が求められない場合の

次善の策としての意味をもつものである。 一方、すでに建設された構造物の挙動を

推定するにあたって、その構造物に用いられた材料と同じロットの材料を用いて材

料特性を求めることは不可能である。このような場合には、本法は現在では最も精

度の高い推定方法であると 言えるものと信ずる。
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第 5 章

5. 1 はじめに

圧延鋼はりの履歴曲げモーメント

曲率関係の推定

4章で述べたように、本論文で提案した繰り返し塑性モデルを用いれば、単軸応

力下での軟鋼および高張力鋼の静的な履歴応カーひずみ関係を精度良く推定するこ

とができる。本モデルは、古典的な弾塑性理論に基づいているので、有限要素弾塑

性解析のための既存の解析システムに容易に組み込むことが可能である。本来、こ

のようなモデルを作ることは、構造物が複雑な荷重を受けた場合の応答をより正確

に求めるためである。したがって、前章までに述べた単に材料の応答を推定するこ

とが主たる目的ではない。そこで、本章では提案した繰り返し塑性モデルの構造問

題への適用例として、圧延鋼はりの弾塑性履歴曲げモーメントー曲率関係を同モデ

ルを用いて推定する。

そのために、まず、提案モデルを単軸応力状態に簡単化して、それを部材断面の

各部でのひずみ履歴の影響を評価できる接線剛性法 51 0 I:' に組み込み、それを用い

て弾塑性履歴曲げモーメントー曲率関係を計算するとともに、単純な構成モデルの

例としてよく用いられるバイリニア型の応カーひずみ関係や Petersson-Popovモデ

ル 5102).5103) を用いて同様の数値計算を実施する。この際必要となる材料特性は

実測により求める。そして、数値計算とは独立に実施された載荷試験によって測定

されるそれらの関係と数値計算によって求められた結果を比較して、解析方法の妥

当性を示す。

接線剛性法に現実的な応カーひずみ関係を導入することによって、圧延鋼はりの

弾塑性履歴曲げモーメントー曲率関係を精度良く推定できることが上記の検討で示

される。しかし、この方法は精度良く断面挙動を推定できる反面、演算時間が長く

なり複雑な骨組構造の解析にこれを直接用いることは好ましくない場合が考えられ

る。本章の最後において、断面の基本的な特性のみを接線剛性法を用いて求めてお

き、その断面特性を用いて履歴曲げモーメントー曲率を精度良くしかも簡単に求め

る方法 51 0 4)を示す。

5. 2 試験体および試験機

(1)試験体の製作

試験体は材質SS4lの熱間圧延構造用 H型鋼H-125X125X 6.5X 9から切り出された

被試験部と、 267.4¢X7の載荷用アームからなる。被試験部の材料のミルシートに

よる機械的性質と化学成分を Table.5.2.1 に示す。被試験部および載荷用アームの

形状および寸法はFig.5.2.1 に示す通りである。これらの写真を Fig.5.2.2に示す。

①被試験部

鋼はりが部分的に降伏するような非常に厳しい曲げモーメントを与えて曲げモー

メントー曲率関係を測定することが本実験の 主 目的である。したがって、そのよう
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な大ぎな曲げ応力が発生しても局部座屈が起こらないように被試験部のフランジお

よびウェプは、道路橋示方書 52 0 1.) に規定された局部座屈を考慮する必要のない板

厚および寸法になるよう配慮して、被試験部の形状・寸法を決定した。

本試験の目的が、部材としての挙動でなく、断面としての挙動を測定することで

あるから、被試験部はなるべく短いことが望ましい。一方、載荷用アームと被試験

部を連結するための端板を被試験部の両端に溶接するので、その影響が測定断面に

及ばないことが望ましい。本研究ではこれらのことを考慮して、被試験部の長さを

桁高のおよそ 4倍とした 5282)0 

②載荷用アーム

試験機の構造上の制約から試験体の全スパンを 260 0mm以下にはできない。載荷用

アームは、短い被試験部に曲げモーメントを作用させるための冶具であり、複数回

の試験に繰り返し使用することが可能なように設計した。このため、被試験部に所

定の曲げモーメントを加えた場合にも載荷用アームが弾性的な挙動をするようにそ

の断面を選んだ。

③被試験部と載荷用アームの連結

被試験部と載荷用アームとの連結のための高カポルトを配置するために、被試験

部の両端には板厚32mmの鋼板を端板として溶接によって取り付けた。ここには最大

曲げモーメントが生じるため、全断面溶け込みグループ溶接とし、さらにその上に

余盛りを施した。載荷用アームと被試験部との連結部および支点部にも同様の鋼板

を溶接によって取り付けた。前者については、安全のため、被試験部両端と同様の

全断面溶け込みグループ溶接とし、余盛りを施した。後者にはせん断力のみが作用

することからすみ肉溶接とした。

被試験部と載荷用アームは高カポルトによって連結した。この連結はポルトに引

張力が作用するいわゆる引張接合となる。そこで、高カポルトには降伏軸力の 75%

の軸力を導入することとし、ポルト 一本に加わる引張力がこれを越えないようにボ

ルトを配置した。なお、連結部で全断面が面タッチとなり力の伝達が滑らかになる

ように、被試験部と載荷用アームの接触面には切削仕上げを施した。

(2)試験機

用いた試験機は、最大容量士 30 to nf（静的な載荷では士 45tonfまで可能）のサー

ポパルサ型万能疲労試験機（島津製作所製）である。 Fig.5.2.3 に示す載荷フレー

ムおよびアクチュエータについては、 3章および 4章で示した実測結果を得るため

の試験で用いたものと同 一規格のものである。

両振り曲げ載荷試験を実施するため、支点には正負の鉛直反力が生じる。そこで、

曲げ載荷試験用の反力支点 2基をコンクリート床にアンカーポルトで固定し、載荷

用支点 1基をアクチュエータに取り付けた。これらの設置状況を Fig.5.2.4に示す。

Fig.5.2.5に反力支点の写真を示す。また、試験体固定部の構造を Fig.5.2.7に示

す。この支点は、構造的には、はり部材の支点上での水平方向変位および回転変位

を拘束しないことが可能な構造となっている。また、試験体を上下から挟み込んで

固定することから、正負の鉛直反力を面で支持する。載荷試験に際しては、一端可
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動、他端ピン支持となるようにした。

正負の鉛直荷重を試験体に与えるために、両振り載荷用フレームをアクチュエー

タの下部に取り付けた。 Fig.5.2.6にその写真を示す。また、 Fig.5.2.7にその構造

を示す。支点と同様、載荷用フレームの場合も、上下から挟み込んで固定する構造

となっており、また、固定部における試験体の回転を拘束しない構造となっている。

5. 3 鋼部材の曲率の測定方法

本節においては、 5. 2で示した H型鋼はり試験体が比較的大きな曲げ変形を受

ける場合の曲率の測定方法を示す。曲率の測定については利用できる検出器の種類

も数多くあり、検出器の種類によっては、試験体への設定方法が適切でないと正確

に曲率を測定でぎない可能性もあると思われる。そこで、種々の検出器を用いたと

きの曲率の測定結果を比較しながら、本研究の目的に最も適した検出器とその設置

方法を確立することを目的とした載荷試験を実施し、種々の検出器によって検出さ

れた変形量を用いて曲率を測定した。そして、それらの結果から妥当な曲率の測定

方法を決定した。

(1)検出器

用いた検出器は以下の 4種類である。

①塑性城用ひずみゲージ

製品名： YFLA-5（東京測器研究所製）

ゲージ長5mm, ゲージ幅1.9mm,

②塑性城用ひずみゲージ

製品名： YL-10 （東京測器研究所製）

ゲージ長 10mm, ゲージ幅3mm,

③パイ型変位計：PI-5-100（東京測器研究所製）

ゲージ長 100mm, 感度約1000μ /mm,測定可能範囲士 5mm,

非直線性 1%RO

④高感度型変位計： CDP-25（東京測器研究所製）

感度約500μ /mm, 測定可能範囲25mm，非直線性0.1%RO,

測定力 500gf

(2)各検出器による変形量の検出と曲率の算定

①塑性域用ひずみゲージ

Fig.5.3.1 に示す被試験部の 3つの断面に各々 20枚ずつのひずみゲージをに示す

位置に貼付した。被試験部の 3断面にひずみゲージを貼付した目的は、被試験部の

曲率が一様であることを確認すること、およびデータの信頼性を向上させるためで

ある。上下フランジの各 5枚、ウェプの表裏 2枚のひずみゲージによって測定され

たひずみ値を平均して、各位置でのひずみ値とした。そして、これらの 7点でのひ

ずみが桁高方向に直線分布するものとして、最小二乗法により曲率を計算した。



後に述べるように、本節ではまず弾性範囲における載荷試験を行い、各種の検出

器で曲率を測定する。塑性城用ひずみゲージは比較的大きなひずみの範囲を測定す

るのに適しており、弾性範囲を越えないひずみの測定に対しては精度がやや落ちる

と言われている。そこで、 Fig.5.3.2(a)に示すように引張試験片に各 2枚ずつの塑

性域用ひずみゲージと弾性城用ひずみゲージを貼付し、引張試験を実施して各々に

よって検出されるひずみ値を測定した。用いたひずみゲージの諸元を以下に示す。

塑性城用ひずみゲージ YFLA-5 

（東京測器研究所製、本章 (3)参照）

ゲージ長 5mm ゲージ幅 1. 9mm 

弾性域用ひずみゲージ FLA-5-11（東京測器研究所製）

ゲージ長 5mm ゲージ幅 1.5mm 

6 9 

用いた試験機はアムスラー型の lOOton万能試験機（東京衡機製， Fig.5.3.2(b)参照）

であり、 測定器は静ひずみ測定器TDS-301（東京測器研究所製、本節 (3)参照）

を用いた。

試験結果を Fig.5.3.2(c)に示す。 5回の載荷試験の測定結果はいずれの場合も弾

性域用ひずみゲージの方がひずみが大きいが、計算されたヤング率の比は 1.01,1.0

2,1.02,1.01,1.02であり、その差は 1%~2％と小さいことが分かった。

②パイ型変位計

Fig.5.3.3 にパイ型変位計の構造と外観を示す。これは、標点間距離が伸縮する

することによる中央部の円形部分の曲げ変形によって、伸縮量を求めるものである。

使用に先立って、変位計のキャリプレイションを行った。キャリプレイションは

塑性域用ひずみゲージを用いて行った。 Fig.5.3.4(a)に示すようにパイ型変位計と

塑性域用ひずみゲージを接着した試験片を引張り、パイ型変位計によって検出され

た変位をゲージ長で除した値を平均的なひずみとし、これと塑性城用ひずみゲージ

によって検出されたひずみを比較した。

用いたひずみゲージは前項と同様にYFLA-5である。パイ型変位計はポルトナット

を用いてエポキシ系の接着剤で試験片面に接着した。試験機および測定器としては

前項と同様にアムスラー型の lOOton万能試験機と静ひずみ測定器TDS-301を用いた。

測定結果を荷重とひずみの関係でFig.5.3.4(b)に示す。また、 Fig.5.3.4(c)はパ

イ型変位計によって測定された平均的なひずみを縦軸に、塑性域用ひずみゲージに

よって測定されたひずみを横軸にとって示したものである。弾性域における両者の

相違は約 2％である。 Fig.5.3.2に示した弾性城用ひずみゲージによって測定される

ひずみと塑性域用ひずみゲージによって測定されるひずみとの差を考慮すれば、こ

の相違は無視できるものと考えられる。また、塑性域を含めた測定範囲における両

者の相違は約5％とやや大きくなったが、その原因はゲージ長が100mmおよび5mmと非

常に異なることから、塑性の進展の不均ーにあるものと考えるのが妥当である。こ

れらのことから、パイ型変位計の装着方法を Fig.5.3.4(a)に示した方法あるいはそ

れに準じた方法を用い、引張あるいは圧縮変形のみが生ずるような変形の測定に対

しては、パイ型変位計が有効であることが確認された。

はり試験体の曲率を測定するために、被試験部の長手方向の中央部のウェプに Fi
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g.5.3.S(a)に示すように 2個のパイ型変位計を設置した。変位計の被試験部への装

着方法は、 Fig.5.3.S(b)に示す通りである。

この種の変位計は、通常両端をポルトナットで固定して用い、そのキャリプレイ

ションは Fig.5.3.S(c)に示すように純引張圧縮変形に対してなされている。本測定

の場合、変位計の両端を完全に固定すると、変位計の設置された面外に試験体が曲

げ変形するために、 Fig.5.3.S(d)に示すように変位計にキャリプレイションの際と

異なる変形を生じてしまい、正確な測定が困難となる。この問題を解決するための

方法がFig.5.3.S(b)に詳細を示した方法である。

すなわち、パイ型変位計の両端にワッシャーとナットを交互に瞬間接着剤で固着

する。複数のナットを使用してポルトとナットの接する面積を増やし、それらの間

の隙間によるガタを少なくするよう配慮した。続いて、ポルトをナットに挿入した。

このとき、ポルトとナットは完全にに締め付けない。こうすることによって、被試

験部が曲げ変形する場合に、ポルトナット部から変位計本体には曲げモーメントが

伝わらない。また、変位計の両端にはナットが接着されているので、変位計の両端

ではたわみ角が生じない。したがって、変位計の両端部での固定状態はFig.5.3.4(

a)に示したキャリプレイションのときとほぼ等しくなる。このようにして、両端に

ポルトナットが装着された変位計を、エポキシ系の高強度接着剤で被試験部のウェ

プに固着した。

このようにして設置された 2つのパイ型変位計によって測定されたウェプでの伸

び変形量△ •1 および△ 2および Fig.5.3.6に示した諸量を用いて、次式によって曲率

を計算した。

¢ p = 
△1/ L1 ―△ 2/ L2 

(d1+d2)/2 

この場合のゲージ長は、約 100mmである。

③高感度型変位計

Fig.5.3.7に使用した高感度型変位計を示す。

(5.3.1) 

Fig.5.3.8 に示すように配置された 4本の高感度型変位計によって、被試験部の

両端に溶接で取り付けられた鋼板の間の変位を 2つの位置で測定した。まず、細い

アルミ製のパイプの両端に 2つの変位計の胴の部分を固定した 53 el 1)。 このように

して 2点間の相対的な変位を測定できるようにセットされた変位計を、被試験部の

両端の鋼板に取り付けられた冶具の上に設置した。被試験部が曲げ変形した場合に

アルミパイプと冶具が一点で接するように、これらの間には細い鉄線をはさんだ。

また、測定位置は可能なかぎりフランジに近い位置とした。

このように設置された 4つの高感度型変位計によって測定された、被試験部の両

端の厚板の横方向変位量 01 ~ 0 4などを用いて、次式によって曲率を計算した。

0 I t O 2 0 3 + 0 4 

¢ h = L l d tdL  2 
1 2 2 

(5.3.2) 



この場合のゲージ長は被試験部のほぼ全長に相当し、その値は約500mmである。

(3)載荷方法および測定方法

各検出器によって検出された変形量は静ひずみ測定器によって測定され、インタ

ーフェースを介してリアルタイムでデータ集録用の電子計算機に集録した。用いた

測定器は以下の通りである。各測定器の外観を Fig.5.3.9に示す。

マイクロコンピューターシステム ー式 (TEAC社製）

本体 PS9000 systemH1500 

（主記憶容量 1.5MByte) 

バスエキスパンダ PS-9022H 

(3.5inchマイクnテ‘ィスク，/¥ート‘、ディスクイ寸）

カセットストリーマ PS-9200S

XYプロッタ 74 7 5A 

ドットプリンタ 82906A 

GPIBインタフェイス

静ひずみ測定器 T DS-301 （東京測器研究所製）

測定範囲 士400000Xl0咬

切替速度 0. 08秒／点

精度 士（表示値の0.05%+1 Digit) 

多点切替器 ASW-5 OA 2基（東京測器研究所製）

曲げ載荷試験にはサーポパルサ型万能疲労試験機を用いた。本試験機の制御方法

としては、制御系をマニュアルで直接設定する方法と、制御用の電子計算機からの

指令による方式が選択できる。ここでは、静ひずみ測定器を用いて測定することか

ら、マニュアルによる荷里制御によって載荷を制御し、測定時には載荷荷重を 一定

に保った。載荷範囲は、被試験部のフランジ部が降伏すると予想される曲げモーメ

ントの約 30％を最大曲げモーメントとした。

(4)測定結果

Table.5.3.1 に試験結果をまとめて示す。なお、以下においては次のような記号

で各測定値を示す。

¢,3,'：塑性域用ひずみゲージによって測定されたひずみ分布から算出された曲

率（添字 ，＇は測定断面を示し、これがない場合は平均値を示す）

¢冗：パイ型変位計によって測定された変形量から算出された曲率

¢ h ：高感度型変位計によって測定された変形量から算出された曲率

弾性範囲における荷重と曲率の関係がFig.5.3.10に示すようにほぼ線形であって、

残留変形も残らないことから、試験結果は各検出器によって検出された各変形量か

ら求められた結果は弾性範囲における曲げ剛性dM/d¢の値で示した。測定結果およ

び実験中の観察によれば、この載荷範囲では荷重の増加に対して曲率はほとんど比

例的に増加しており、また、被試験部の 一部に降伏が生じることはなかった。

7I 



(5)考察

①被試験部の各断面での曲率の相違

曲げ載荷試験体は 2点載荷の単純はりであるから、被試験部では曲げモーメント

は一定となり、したがって曲率も 一定となるはずである。しかしながら、被試験部

の設置方法や被試験部の製作状態などによって必ずしも曲率一定とはならない可能

性がある。そのような危頃があるにもかかわらず、被試験部における 3断面で測定

されたひずみ値を用いて計算された曲げ剛性の差は6％程度の場合が 1例あるのみで、

他の 6例においては各断面に対して計算された曲げ剛性の差は3％以内である。した

がって、載荷試験における各種の不確定性を考慮すれば、被試験部の曲率がほぼ一

様であるとみなして差し支えないものと思われる。この結果は、試験の実施がほぼ

妥当なものであることを示すと共に、ひずみゲージよりゲージ長の長い測定器を用

いた曲率の測定が妥当である可能性がこれによって確認されたことを示すものであ

る。

②パイ型変位計による測定

パイ型変位計によって測定された曲率から計算された曲げ剛性と、ひずみゲージ

によって測定された曲率を用いて計算されたそれとの差は 3％程度であった。したが

って、少なくとも弾性の範囲においてはどちらの検出器によって測定された変形量

を用いても、ほぼ等しい曲率が計算されることが確認された。

③高感度型変位計による測定

高感度型変位計によって測定された曲率は、ひずみゲージやパイ型変位計によっ

て測定されたそれに比べて、 20%~30％も大きい。

曲率の測定方法を決定するために行った弾性範囲における載荷試験によって測定

された曲率について検討した結果、以下のことが分かった。

① 曲率は被試験部においてほぼ一定と見なすことができる。

②パイ型変位計によって測定される曲率はひずみゲージによって測定されるそれと

ほぼ等しい。

③高感度型変位計によって精度良い曲率の測定はできない。

(6)塑性域での測定結果による検討

塑性域における複雑な交番曲げをうける被試験部の曲率を測定した結果を示す。

Fig. 5. 3. 11は、縦軸には¢ g 1および¢ g 2を、横軸には¢ 匹をとっている。図中には

これらの図における両者の関係を直線とみなして最小 2乗法によって算出した勾配

も併せて示した。また、 Fig.5.3.12は各断面での曲げモーメントと曲率の関係を示

している。これらの結果より、ひずみゲージによる測定においては、変形が不安定

である初期降伏時に生じる曲率に、差が生じているが、それ以後のひずみ硬化する

変形では、各断面での曲率の変化はほぼ一様であることが分かる。

Fig.5.3.13は、同じ実験においてパイ型変位計によって測定された曲率¢冗を縦

軸に、 塑性城用ひずみゲージによって測定された曲率の平均値¢ g を横軸にとっ

て両者の関係を示したものである。図中には同じく両者の関係を直線とみなして最

小 2乗法によって算出した勾配も併せて示した。また、 Fig.5.3.14は曲げモーメン
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トMと曲率¢冗の関係を M-¢ g 関係と比較して示している。弾性域での測定と同

様に、弾塑性域においても¢ gと¢冗はかなり近い値であり、両者が互いの測定精

度をある程度保証する結果となった。

Fig.5.3.15は、 同じ実験において高感度型変位計によって測定された曲率¢ hを

縦軸に、 塑性域用ひずみゲージによって測定された曲率の平均値¢ gを横軸にとっ

て両者の関係を示したものである。図中には同じく両者の関係を直線とみなして最

小 2乗法によって算出した勾配も併せて示した。また、 Fig.5.3.16は曲げモーメン

トMと曲率¢ hの関係を M-¢ ，関係と比較して示している。前述のように、弾性城

での測定では、 高感度型変位計で測定される曲率¢ ,, は、¢ ，ぉよび¢冗に比較し

て20%~30％大きい値となった。しかし、ここで示したような比較的大きな曲率の測

定ではその差は大きくなく、 Fig.5.3.15 に示した図の勾配はほぼ1.0であった。こ

の相違が何によるものかは明らかではない。しかし、原因の 一つとしては高感度型

変位計で測定されたものが、被試験部の両端に連結された厚板の間の相対変位であ

って、ゲージ長がひずみゲージのそれの約50倍とかなり大きいことがあげられる。

また、被試験部の両端の厚板の影響が変形の小さい範囲では大きく、変形が大きく

なるとその影響が相対的に小さくなることも考えられる。

5. 4 弾塑性履歴曲げモーメントー曲率関係の測定

(1)載荷方法

載荷方法は、 被試験部で曲げモーメントが一定となる純曲げ状態となるように

Fig.5.4.1に示す 2点載荷とした。

また、載荷速度は上下フランジでのひずみ速度が約O.OOOlmm/mm/secとなるよう

に、試験制御用ミニコンピュータ (3. 2参照）によって載荷速度を制御した。載

荷速度制御用のひずみは、被試験部中央の上下フランジに 1枚ずつ貼付した塑性域

用ひずみゲージによって検出した。ここで設定したひずみ速度は、 5. 5で示す材

料特性を求めるための材料試験におけるひずみ速度と同 一 である。ただし、試験体

の断面にはひずみ勾配があるため、断面内ではひずみ速度が一様にはならない。し

かし、ひずみ速度はかなり遅く、この程度のひずみ速度までの範囲では、応カーひ

ずみ関係に対するひずみ速度の影響は大きくない 5401)。 したがって、被試験部か

ら切り出された小型試験片を用いた素材試験から得られる材料特性は、被試験部を

構成している材料の載荷試験時の材料特性と見なすことができる。

Fig.5.4.2に試験の実施状況を示す。

(2)測定方法

用いた検出器は前節において示した以下の 3種類である。

①塑性城用ひずみゲージ

製品名： YL-10 （東京測器研究所製）

ゲージ長 10mm, ゲージ幅3mm,

② パイ型変位計：PI-5-100（東京測器研究所製）
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ゲージ長 100mm, 感度約1000μ/mm, 測定可能範囲士 5mm,

非直線性 1%RO

③ 高感度型変位計： CDP-25（東京測器研究所製）

感度約500μ/mm，測定可能範囲25mm，非直線性0.1%RO,

測定力 500gf

各検出器による変形の検出方法と、その結果から曲率を算定する方法は前節で述

た方法を用いた。

①塑性域用ひずみゲージ

Fig.5.4.3(a)に示す試験体の 3つの断面に各々 8枚ずつのひずみゲージを Fig.5.4

. 3 (b)に示す位置に貼付した。上下フランジの各2枚およびウェプのひずみゲージに

よって測定されたひずみ値を平均して、これらを各位置でのひずみ値とした。そし

て、これら 6点でのひずみが桁高方向に直線分布するものとして、最小二乗法によ

り曲率を計算した。

② パイ型変位計

7,9 

Fig.5.3.5に示したように設置された 2つのパイ型変位計によって測定されたウェ

プでの伸び変形量△ 1および△ 2および Fig.5.3.6に示した諸量を用いて、式 (5.3. 1 

）によって曲率を計算した。

③高感度型変位計

Fig.5.3.8に示したように設置された 4つの高感度型変位計によって測定された、

試験体の両端の厚板の横方向変位量を用いて、式 (5.3. 2)によって曲率を計算した。

荷重は試験機に付属したロードセルによって検出した。

各検出器によって検出された変形量は動ひずみ測定器によって測定され、 A/D

コンバータを介してリアルタイムでデータ集録用の電子計算機に集録した。荷重に

ついては接続コードが長いため、ノイズを除去するためにローパスフィルタを A/

Dコンバータの直前に設置した。用いた測定器は以下の通りである。

マイクロコンピューターシステム ー式 (TEAC社製）

［構成］本体 PS9000 systemH1500 

（主記憶容量 1.5MByte) 

バスエキスパンダPS-9022H

(3.5inchマイクnディスク， ）＼ート‘、テ‘‘ィスク付）

A/ Dコンバータ PS-9030

（最大 32ch, サンアリンク` 最大周波数40kHz)

XYプロッタ 755 OA 

ドットプリンタ 82906A 

動ひずみ測定器 DPM-611B （共和電業製）

応答周波数範囲 0~2.5kHz 

非直線性 土0.1%FG

SN比 最大出力に対して

100X10-6レンジで46dB

100 X 10-6以外のレンジで52dB



零点変動

感度変化

士0.1X 10-6／℃ 

土0.5Xl0-6/24h

士0.05%FS／電源電圧土 10％変化

士0.05%／℃

士0.3%/24h

士0.05%FS／電源電圧士 10％変化

フィルター P-83 （エヌエフ回路プロック社製）

各測定器の外観を Fig.5.4.4に示す。

5. 5 試験体の材料特性と残留応力

2章で提案した繰り返し塑性モデルによると、それに含まれる材料特性を 3章で

示した方法を用いて決定すれば、履歴引張圧縮応カーひずみ関係が精度良く推定で

きることを 4章で述べた。この提案モデルを接線剛性法に導入して、はり部材の履

歴曲げモーメントー曲率関係を推定するので、対象となるはり部材の材料特性を求

めなければならない。そこで、交番曲げ載荷試験に用いた試験体の被試験部と同じ

工程で製作された部材のフランジおよびウェプから小型の試験片を切り出し、それ

を用いて必要な材料特性を決定するための材料試験を実施した。

被試験部は熱間圧延H鋼材で製作されたため、圧延工程において熱履歴を受けて

いる。また、 5. 2で示したように被試験部の両端には端板として鋼板が溶接によ

って取り付けられている。主としてこれらの原因により、被試験部には、残留応力

が発生していると考えられる。 一般に、圧延によって生じる残留応力は溶接によっ

て生じるそれより小さいが 5E, 0 1)、 はりあるいははり一柱の曲げモーメントー曲率

関係には顕著に影響することが知られている 55 02)。 5.6で述べるように、 接線

剛性法では断面の各部に生じている残留応力の影響を数値計算に組み込むことがで

きるので、被試験部の残留応力を測定することとした。

本節では、はじめに種々の残留応力測定法の特徴を検討した。その結果測定法と

して採用された孔あけ法によって測定する場合のいくつかの問題を実測結果を通じ

て示し、精度の良い測定を実施する方法を示すとともに、被試験部の残留応力の測

定結果を示す。つぎに、被試験部からの小型試験片の製作の詳細を述べ、それを用

いた材料試験の結果を示す。

(1)残留応力の測定方法

素材の材料試験を実施するために、試験部から試験片を切り出すのに先だって、

試験体に発生していることが予想される残留応力を測定した。

a)各種の測定方法

残留応力の測定方法は、以下のように機械的方法と物理的方法に大別される。

機械的方法：残留応力が発生している部分を分離あるいは分割して、残留応力の

開放によって発生する変形を測定し、弾性論によって残留応力を推

定する方法
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物理的方法：結晶の X線回折現象や材料の磁気的な特性などの物理的性質を利用

して残留応力を求める方法

機械的方法は非測定物に何らかの損傷を与えるので破壊的測定法ということがで

き、また、これによって測定される残留応力は巨視的である。 一方、物理的方法は

非破壊的であり、これによって測定される残留応力には材料組織の不均質などの原

因による微視的な残留応力も含まれる。

Table.5.5.1 (次頁） に各種の残留応力測定法とその特徴をまとめて示す 5503.)

,55い） 。構造物あるいは構造部材を対象とする場合、対象となる構造物あるいは部

材の挙動に影響を与える残留応力が問題となるのであり、微視的な残留応力がたと

え高精度で測定されうるのであっても、構造工学特に構造物の全体的挙動に注目す

る限り、それは有意義なことではない。その意味から、従来、構造工学の分野にお

いては機械的方法によって残留応力が測定されてきた。本研究においても機械的な

方法によって残留応力を求める。

機械的方法のひとつである孔あけ法は、数mm以下の微小な孔を非測定箇所にあけ、

これによる開放ひずみを測定して、弾性論によって残留応力を推定する方法である。

この方法は、孔が非測定物に致命的な損傷を与えずに巨視的な残留応力が非常に容

易に求められることから、近年非常に多用されるようになった。 ASTMにおいても、

この方法によって鋼板の残留応力を測定するよう提唱している 55111 5)。 このような

現状から、 本研究においても残留応力の測定方法として、孔あけ法を採用した。

b)孔あけ法による残留応力の測定

測定に用いた測定器等を以下に列挙し、 その写真を Fig.5.5.1に示す。

残留応力測定器

ミリングガイド RS-200 (米国Measurementgroupe社製）

デジタルひずみ測定器 T DS-301 (東京測器研究所製， Fig.5.3.9参照）

電気ドリル（日立製作所製） および スライダック（東京理工舎製）、また、

用いたひずみゲージの諸元を以下に示す。

製品名 3軸ひずみゲージ FRA-1-11（東京測器研究所製）

ゲージ長 1. 0mm 

ゲージ幅 O. 7 mm 

残留応力の測定手順は以下の通りである。

① ひずみゲージが接着できる状態に、測定点の近傍の表面を研磨紙で磨く。

②測定位置（すなわち穿孔位置）を囲んで 3枚の 3軸ひずみゲージを Fig.5.5.2に

示す配置で非測定物に貼付する (Fig.5.5.3(a)参照）。

③瞬間接着剤を用いて、穿孔位置がほぼ中心になるようにミリングガイドを固定す

る (Fig.5.5.3(b)参照）。

④ ミリングガイドに付属のマイクロスコープを用いて、ミリングガイドの中心を穿

孔位置に正確にあわせる (Fig.5.5.3(c)参照）。

⑤深さゲージを用いて、穿孔深さを設定する (Fig.5.5.3(d)参照）。

⑥ ひずみ測定器を初期化したのち、 ドリルを用いて穿孔を行う。このとき、スライ

ダックを用いて穿孔速度を 1~3回転／秒になるように調整する (Fig.5.5.3(e)参照）



機械的方法

層除去法

切抜き 法

切込み法

孔あけ法

主な測定方法

Table.5.5.1 各種の残留応力の測定法の特徴

(a) 機械的測定法の分類と測定方法

開放範囲 開放ひずみ測定の仕方

部分開放 逐次外展の除去を行うことにより錢板に生じる曲率
または、それによる開放ひずみを測定する。

測定上の仮定

Siebel-Ofender 完全開放 試科から細長い矩形部材を切抜いて取出し、これに 板が、表面および内部に一様な残留応力を有す
法 よって発生するこの部分の長さの変化を測定する。 ること。

Gunnar ti去 完全開放 試科表面に円形溝を切込みこれによる揉点間距甜の 切込み溝によって孤立させられる領坂の残留応
変化を測定する。 力は一様であること。

Ha ther法 部分開放 孔周辺に標点を設定し、穿孔前後の標点間距甜を測 表面下の応力が測定範囲では一様であること。
定する。

Soete 部分開放 孔周辺に抵抗線ひずみゲージを貼付し、孔あけに伴
Vancromburge法 う材料表面のひずみの変化を測定する。

Kel seyi去 部分開放 孔周辺に抵抗線ひずみゲージを貼付し、孔あけに伴 表面下の残留応力が深さにつれて不均ーに変化

う材料表面のひずみの変化を測定する。 している場合に適用される。

(b) 各種の測定方法の利点および欠点

UIl定法 ・手Ij 点 欠 点

屈除去法 ・板厚方向の残留応力分布を求めることが可能であ ・表面を逐次除去するのが面倒である。
る。 ・表面を一様に除去するのが困薙であろ。

切抜き法 ・祖雑ではあるが、三次元（表面および板厚方向） •坂厚が増すと不確実さが増す。
の残留応力を考ぼしなければならない部材にも利 ・標点設世に伴う誤差の介人がある。
用できる。 ・測定値が広範囲の平均応力になる。

・被測定物を破壊する。

切込み法 ・大がかりな測定器具を必要としない。 ・測定に限して 8個のポンチを うち、幅が 2.5mmで
外径が20mmの円形溝を掘る。この深さが応力に影

塩をおよぼす。
・標点設陸に伴う誤差の介入がある。

・残留応力が大きく変化する範囲では正確な測定が
できない．

孔あけ法 ・切込み、切抜き法に比べて標点を設匿する際の誤 ・穿孔に伴い見掛けの応力が生ずる。

差の介入が少ない。
・部分間放型の応力測定法であり、被測定物に対す
る破壊が少ないので、一つの測定物に対し多くの
測点を設けることができる。

X線 ・非破壊的に材科内の応力の種頴の大きさ、方向な • X線の侵人深さが小さいため、材料の表屈 (0.02

渕定法 どを知ることができる。 ~O.lmm)の応力測定に限られる。また表面加工の

際に、表面に凹凸があると、凸部では応力が開放
される可能性があり、実際の応力状態を測定でき
ない場合があるので、表面加工精度が要求される。

• X線はある幅をもって材科に人射されるため、測
定される応力値はその範囲内での平均値が得られ

る。したがって、応力勾配の大きい部分では測定

椙度が低下する。

光弾性被 ·ill定精度は 10-•~10-• であり、測定に際して被膜 ・ドリルによる摩擦熱の発生で、本来求めている光
膜法 は湿度に鈍感であり 、水・油・ベンジン中でも測 弾性縞模様を撹乱する場合がある。また、被膜の

定可能である。また、ひずみの測定範囲も大き 被渕定物への接着が十分に行われなければならな
く、温度に敏感であり、電気抵抗線ひずみ計に比 い。被膜は温度に対してかなり敏感であるため、
べて適用範囲は広い。この方法は同方向よりの光 測定時の温度は常に一定であることが望ましく、

線の人射で二方向の応力を決定し得る。 温度に対する注意が必要である。
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5 5 0 6) 

゜
⑧穿孔後、開放ひずみ量をひずみ測定器を用いて測定する。

⑨ 孔径をマイクロスコープ内部に取り付けられた目盛りで読み取る。

⑩孔の中心からひずみゲージの中心までの距離をノギスで測定する。

このようにして測定された、 3方向の開放ひずみ量、孔径、孔の中心からひずみゲ

ージの中心までの距離を用いて、 Fig.5.5.4に示す弾性的な均ーな応力状態を仮定

することによって次式から残留応力の主応力成分がヤング率 Eとポアッソン比 V を

用いて計算される 55 0 6)。

s ci(A+Ccos2 e)+ s 1 (A-Bcos2 e) 
(j p = 

2A(B+C)cos2 e 

C cl (-A+Ccos2 e)+ C 1 (-A-Bcos2 e) 
6 (I = 

2A(B+C)cos2 e 

(5.5.1) 

tan(2 0)= 
(B+C)(cr2c 2+c 1) 

(B-C)(c,+ c 1) 
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C)測定方法の妥当性

孔あけ法によって残留応力を測定する場合、以下の諸点によって測定結果が影響

される可能性がある。

①孔の深さ

②孔あけ速度と孔あけからの経過時間

③孔あけ間隔

これらの項目が開放ひずみ量あるいはそれから推定される残留応力におよぼす影

響を検討するため、予備測定を実施した。予備測定には試験体のフランジとほぼ同

じ板厚の鋼板を用いた。用いた測定器は、

デジタルひずみ測定器

ひずみゲージ

H-1021 (共和電業製， Fig.5.5.5参照）

製品名

ゲージ長

ゲージ幅

3軸ひずみゲージ FRS-2-11（東京測器研究所製）

2.0mm 

2.0mm 

である。

前述のように、 本測定においては、文献 5506）を参考にして孔の回りに貼付され

た 3枚の 3軸ひずみゲージで検出される開放ひずみ量をもちいて残留応力を算出す

る。予備試験においては、測定の簡便さから、ミリングガイドのメーカーが推奨す



79 

る専用の 3軸ひずみゲージ 1枚を Fig.5.5.6に示すようにその中心が測定位置に 一

致するように貼付し、それによって検出される開放ひずみ量から次式を用いて残留

応力を推定した 55.07)0 

(J p = 

(j q = 

c 3 (A+Bcos2 0)-c 1(A-Bcos20) 

4ABcos2 0 

c 1 (A+Bcos2 0)一c3 (A-Bcos2 0) 

4ABcos2 0 
(5.5.2) 

tan(2 0)= 
c3,-2c2+c1 

e :3- C 1 
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＞
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B＝ 一 言 ｛ 冨 戸 ― r4}'

この方法は、本測定で採用した文献 550 6) の方法に比較して大きめの残留応力値を

与える。しかし、 ① から ③の残留応力への影響を検討するためには、残留応力値の

相対的な変化が把握されればよいので、残留応力値の絶対的な大きさにある程度の

誤差が内包されていても、ここでの検討で導かれる結果にほとんど問題はない。

開放ひずみ量から残留応力を推定する式 (5.5.1)あるいは式 (5.5.2)は一様応力を

平板を円孔が貫通してた場合の弾性論による解である。しかし実際には、ある程度

の深さまで孔をあければ、ひずみの開放はそれ以上進展しない。ミリングガイドの

場合、規格ではその深さは孔の直径の 1倍程度としている。この点を確認するため

に、 0.1mm穿孔する毎に開放ひずみ量を測定した。 Fig.5.5.7に孔あけ深さと推定

残留応力との関係を示す。また、孔の深さが孔径と等しくなるまで孔があいたとき

の開放ひずみ量に対する、その孔深さにおける開放ひずみ量の比を百分率で表し、

これを開放ひずみ率と定義した。、 Fig.5.5.8は開放ひずみ率と孔深さの関係を示

したものである。これらの結果より孔直径の 0.9~1.2倍まで孔が穿孔されて以後は

開放ひずみ量あるいはそれから推定される残留応力の変化がなくなることが分かる。

また、孔の直径はドリルの状態によって異なるため、実際の孔径は規格における径

の 1.2倍程度まで大きくなることがある。このことから、本測定においては、孔深

さはドリル刃の規格における径の I.2倍とした。

孔あけ時には、穿孔による熱の発生を抑えるために、孔あけ速度を早くすること

は好ましくない。しかし、いかに穿孔速度を遅くしても、穿孔による熱の発生を全

く抑えることはできない。そこで、孔あけ後の経過時間によって開放ひずみ量が変

化しないことを確認するために、 孔あけ終了直後から 10秒毎に 5分間開放ひずみを

測定した。この場合の穿孔速度は 70~100回転／分とした。測定結果を Fig.5.5.9に

示す。何れの測定でも、経過時間によらず開放ひずみ量はほぼ一定であり、この程

度の穿孔速度においては、孔あけからの経過時間は無視できる。



孔をあけることによって部分的に応力の開放を行う孔あけ法では、あけられた孔

がその周辺での応力状態に影響を及ぼす。隣接した多数の位置において残留応力を

測定する場合には、各測定点間に相互に影響を及ぼさないような測定位置の間隔を

選ぶ必要がある。そこで、測点間隔として 14mm, 20mmおよび56mmの場合を選び、孔

あけをした場合に隣接する測点に貼付されたひずみゲージによって開放ひずみが検

出されるかを調べた。その結果を Table.5.5.3 に示す。 20mmおよび56mmの測点間隔

の場合には隣接する測点においてはほとんど開放ひずみは検出されなかった。これ

に対して、測点間隔が14mmの場合には、開放によるひずみの変化が若干検出され、

穿孔によって隣接する測点の測定に影響をおよぼす可能性が確認された。しかしこ

の場合にも穿孔の影響によって検出されるひずみは穿孔位置での開放ひずみ量のた

かだか2％程度であり、問題となるような影響ではない。

(2)被試験部の残留応力の測定結果および考察

以上の検討の結果、孔あけ法によって残留応力を測定する場合、以下の測定条件

下いおいて正確な測定ができることが示された。

①孔あけ深さは、孔の直径の 1.2倍とする。

②孔あけ速度は、ドリルの回転速度が70~100回転 ／分となるようにする。

③測定点間の距離は 14mm以上あける。

以上の条件を遵守して、試験体の被試験部における残留応力を測定した。
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Fig.5.5.10に測定された位置を示す。測定点は、同一の試験体から材料試験に用

いる試験片を切り出すことを配慮して決定した。フランジの一面では、幅方向の分

布および試験体の長手方向にそれぞれ 2測線を設定し、測定点は計18点とした。も

う一方のフランジではフランジ幅方向にのみ 2測線を設定し、測定点は 10点とした。

これら 28点の測定点についてすべて 3枚の 3軸ゲージを用いて測定した。なお、ウ

ェプについては測定装置であるミリングガイドを設置することが不可能であったた

め測定していない。

測定結果をまとめて Table.5.5.4、Table.5.5.5およびFig.5.5.11に示す。 Fig.5.

5.12には、過去に測定された H型鋼の残留応力分布を示す 5508) 。これらの結果を

まとめれば、 H型鋼の残留応力分布はほぼFig.5.5.13のような分布であるといえる。

Fig.5.5.11に示した本測定によって得られた H型鋼のフランジでの残留応力分布は

概ね過去の測定事例と矛盾なく、良好な測定がなされた。

(3)試験片の製作

材料特性を測定するために、試験体から 24本（フランジから 18本、ウェプから 6

本）のJIS5号試験片を切り出した。製作工程は以下の通りである。

①載荷用アームとの連結および載荷のために試験体の端面に溶接したエンドプレー

トの 一部を酸素溶断した。 Fig.5.5.14(a)に溶断時の状況を示す。

②切断機を用いて、エンドプレートの残りを溶接部と共に切断した (Fig.5.5.14(b)

尖昭多ハヽ、）。

③Fig.5.5.15に示す試験片の採取位置に合わせて、切断機を用いて熱が発生しない
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ように配慮しながら試験体を 24の小部分に切断した (Fig.5.5.14(c)および (d)参

照）。

④研削盤で側面を粗削りした後、フライス盤を用いて Fig.5.5.16の形状に仕上げた。

ここで、酸素溶断時に試験片は熱履歴を受けている。しかし、もともと試験体を

作成した時点で、試験部とエンドプレートが溶接により連結されており、試験片製

作時の熱履歴の影響は無視できるものと考えた。後に示す試験結果からもこの熱履

歴による材料特性の変化は顛著ではなかった。

本研究の主たる目的のひとつは、ここで得られる材料特性を用いてはり断面の特

性を評価することにある。したがって、試験片を用いた試験によって得られる材料

特性が試験体の断面の一部分の特性を表すものと仮定される。したがって、板厚方

向に加工することは特性を正しく表現する方向の作業にはならなくなるので、試験

片の表面仕上げは一切行わなかった。

(4)単調引張載荷試験

製作した試験片のうち、フランジについて 18本のうち 9本、ウェプについて 6本の

うち 4本を用いて、 素材の碁本的な特性を調べることを目的として単調引張載荷試

験を実施した。用いた試験機は Fig.5.5.17に示したオートグラフ IS-50T(島津製作

所製）である。

試験片の平行部における軸方向ひずみは、 Fig.5.5.18に示すように貼付した 4枚

の塑性域用ひずみゲージにより検出した。使用したひずみゲージの諸元を以下に示

す。

製品名

ゲージ長

ゲージ幅

YL-5（東京測器研究所製）

5mm 

3mm 

荷重は、試験機に付属したロードセルによって検出した。ロードセルは試験開始

の前に Fig.5.5.19に示す検力器によってキャリプレーションした。その結果を Fig.

5.5.20に示す。

検出されたひずみおよび荷重は、デジタルひずみ測定器を用いて測定し、マイク

ロディスクレコーダを用いてフロッピイディスクに記録した。試験終了後、フロッ

ピイディスクに記録されたデータをマイコンを用いて整理した。用いた測定器は以

下の通りであり、デジタルひずみ測定器およびマイクロディスクレコーダの写真を

Fig.5.5.21に示す。

デジタルひずみ測定器 T DS-301 (東京測器研究所製、 Fig.5.3.9(a))

マイクロディスクレコーダ RM-351 （東京測器研究所製）

データ集録用マイクロコンピューター式

PS-9000 system H-1500 (TE A C製、 Fig.5.3.9(b))

載荷速度は、試験機のクロスヘッドの上昇速度で制御した。設定した載荷速度は、

ひずみが測定可能な範囲ではO.5mm/min (試験片の平行部において O.OOOlmm/mm/sec

に相当）とし、その後破断までは 1.0~2.0mm/minとした。

縦軸を公称応力、横軸をひずみゲージによって検出されたひずみとして、典型的



な応カーひずみ曲線を Fig.5.5.22に示す。 また、 得られた機械的性質をまとめて

Table.5.5.6に示す。 フランジおよびウェプでは、主に製造工程で受けた熱履歴お

よび塑性加工の影響が異なることが原因して、かなり異なる応カーひずみ関係とな

っている。これと同様の結果は他の研究 55 ei 9) でも観察されており、必ずしも特異

な測定結果ではない。

(5)繰り返し塑性モデルの材料特性を決定する基本試験

提案した繰り返し塑性モデルに導入される材料特性を決定するためには、第 3章

で述べたように、引張圧縮試験の他に 1回の除荷を含む引張圧縮試験を実施して、

応カーひずみ関係を測定しなければならない。試験片の板厚がフランジで約 8mm,

ウェブで約 6mmと非常に薄いため、圧縮載荷試験は非常に難しいが、本研究の目的

からこの材料特性を実際の材料から測定しておくことは不可欠である。

製作した試験片のうち、フランジについて 9本、ウェプについて 2本を用いて繰り

返し塑性モデルにおける材料特性を求める試験を実施し、本論文の第 3章で示した

方法によって材料特性を決定した。

用いた試験機、測定方法等は 3. 2で示したものと同様である。なお、 3章で用

いた試験片は丸棒であったため、座屈防止用の補剛パイプを用いた。しかし、ここ

では試験片が薄い板状試験片であるために、座屈を防止する冶具を設麗することが

非常に難しいためこれを用いていない。

実施した試験の内容を以下に列挙する。

フランジ： 単調引張試験 2本

1本

ウェプ ： 

単調圧縮試験

引張圧縮試験（ も，,=0.36%)2本

引張圧縮試験（ もi:-=0.86%)2本

引張圧縮試験（ 芭,,=1.70%) 2本

引張圧縮試験（ 否,,=0.32%)1本

引張圧縮試験（ 百p=0.82%)1本

ここで、引張圧縮試験における もp は、荷璽が反転するときの塑性ひずみである。

なお、フランジで 百p= 1. 70%、ウェプで e,.=0.82％は単調引張試験におけるひずみ

硬化開始時における塑性ひずみである。

Table.5.5. 7に、 試験によって得られた上降伏点、下降伏点およびそれらの比を

示す。 先に実施した引張試験の結果との明らかな相違は、 本節 (3) に示した試

験結果では観察されなかった上降伏点が、本試験では得られた点にある。これは、

(3) に示した試験では、載荷速度に比して測定時間間隔が長いために、現象がか

なり急激に進行する上降伏点の出現とその後のひずみの進行に伴う下降伏点への応

カの低下が測定できなかったものと考えられる。

Fig.5.5.23に実施した試験の結果を、下降伏点で無次元化した応力と塑性ひずみ

の関係で示す。
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5. 6 接線剛性法による履歴曲げモーメントー曲率関係の評価

素材の履歴応カーひずみ関係から、曲げと軸力を受ける部材断面の履歴曲げモー

メント曲率関係を接線剛性法 (TangentStiffness Approach) によって計算する。

数値計算の際に導入された主な仮定を以下に列挙する。

①応力は部材断面に直角方向の直応力のみとし、その他の応力成分は無視できる。

②断面の形状は不変である。

③不安定現象は生じない。

④材料の応カーひずみ関係は提案モデルによって表現できる。

また、断面各部の応カーひずみ関係は必ずしも同一でない。

⑤初期残留応力が存在する。

(1)一般化応力と一般化ひずみの関係 56 el I)および接線剛性マトリックス

2軸対称断面の主軸をそれぞれx, Y軸とする。断面内の任意点での部材軸方向の

直ひずみを C とすると、一般化ひずみは次式によって表される。

と。 ＝ （S c dA)/A 

¢ x = (S a c / cl y dA) /A 

¢ ~ = (s a C / cl X dA) /A 

¢.., = (S a2s/axay dA)/A 

(5.6.1) 

(5.6.2) 

(5.6.3) 

(5.6.4) 

ここで、 Aは断面積であり、ひずみ分布は次式のようにx, y座標に関する 2次の多

項式で表されるとする。

c = a1 + a2 x + a3 y + a4 xy (5.6.5) 

これを、式 (5.6.1)~(5.6.4)に代入すれば、 2軸対称断面に対して以下のように各

係数が求められる。

a1 ＝ c。

a2 = -¢ y 

a:, = ¢ X 

a4 = ¢ u 

したがって、式 (5.6.5)は以下のように表される。

c = c o -¢ Y x + ¢ x y + ¢ w xy 

これを増分形式で表せば以下のようになる。

(5.6.6) 

(5.6.7) 

(5.6.8) 

(5.6.9) 

(5.6.10) 
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d C = d C 。-d¢,, x + d ¢ " y + d ¢,. xy (5.6.11) 

ここで、断面各部での接線係数を Etとすれば、応力増分は以下のように表される。

d<3= Et de (5.6.12) 

ここで、 一般化応力増分は以下の式で定義できる。

軸力 dP = S d CJ dA (5.6.13) 

x軸回りの曲げモーメント dMx = S d CJ y dA (5.6.14) 

Y軸回りの曲げモーメント dMy = -S d CJ x dA (5.6.15) 

そりモーメント dM,，， = S d(5xy dA (5.6.16) 

これに、式 (5.6.12)を代入すれば、以下のようになる。

dP =d C 。SEtdA +d¢ )(SEtydA +d¢ ,,SEtxdA +d¢ wSEtXYdA 

dMx =de o S EtydA +d¢ ,, S EtY2dA +d¢ ,, S EtxydA +d¢ w S EtXY2dA 

dMy =de。SEtxdA +d¢ x S EtxydA +d¢ ,, S Etx2dA +d ¢ w S Etx2xdA 

dM.., =d c。SEtxydA+d¢ x S EtXY2dA+d¢ ,, S Etx2ydA+d ¢ w S Etx2y2dA 

(5.6.17)~(5.6.20) 

これらの式をマトリックスで表示すれば以下のようになる。

{ d f } ＝ [ K] { d ¢ } (5.6.21) 

<-一<-、アて、、 { d f } T = { dP 'd M X'd MI' 'dMしJ (5.6.22) 

{ d ¢ } T = {deo, d¢ x, d¢ Y, d¢ ., } (5.6.23) 

S Et dA S EtydA S EtxdA S EtxydA 

[ K] = I S Et炉dA S EtxydA S EtXY2dA 

S Etx2dA S Etx2ydA 

sym. S Et x 2 Y2 dA 

(5.6.24) 

上式の「 K] を接線剛性として、非線形問題の解析手順を用いて、断面挙動を解析

することができる。

(2)接線剛性の評価
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式(5.6.24)で与えられる接線剛性マトリックスの各要素の数値を求めるには、断面

の各部での接線係数 Etを用いて、断面に関して積分をする必要がある。本研究では、

以下のような方法によって積分を実行した 5682)。

まず、断面を微小 三角形要素に分割する。そして、

『接線係数は要素内で線形変化する 』



と仮定し、断面内の微小 三角形部分に関する積分値を解析的に求める。しかる後、

これを全断面にわたって総和することによって式 (5.6.24)内の各積分値が求められ

る。 Fig.5. 6. 1のような断面内の任意の 三角形要素を考える。 座標はそれぞれ (X1 

ふ），（X2，知）および (X:3,Y3)であり、そこでの接線係数の値をそれぞれEt1,Et2およ

びEt3とする。要素内で Etが線形に変化するとすれば、次式が成り立つ。

x-x1 x2-x1 

y-y1 Y2-Y1 

Et-Et1 Et2-Et1 

これを整理すると、次式が得られる。

X 3,-X 1 

YrY1 

Et3-Et1 

Et= Et1 + A2/A1(x-x1) + A2:/A1(y-y・I)

ここで、 か＝ X21 Y3 I X 31 y 2 1 

如 ＝ y,31Et21 -Y21Et:31 

如＝ X21Et:31 -X31Et21 

X21 = X2 -X1, X3t = X3 -Xt 

Y21 = Y2 -Yt, Y:31 = Y3 -Y・t 

E121 = Et2 -Et1 , Ets1 = Eu, -Et1 

= 0 (5.6.25) 

(5.6.26) 

接線係数はX, y座標の関数として上式のように表された。要素内の積分値を求める

のには以下の面積座標 (L1, L2，い）を用いる。

[;]=[;: :: ::] [i:] (5.6.27) 

面積座標を用いれば、多項式の各項が公式

s L1P L2q Lsr dA = 2A p!q!r!/(p+q+r+2)! (5.6.28) 
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によって簡単に積分することができる。要素内の積分値が求まれば、あとはそれを

全要素にわたって総和すればよい。

(3)要素内の任意点での接線係数の評価

多曲面塑性モデルに甚づく繰り返し塑性モデルである提案モデルによって、接線

係数を評価する。接線係数、縦弾性係数およびひずみ硬化率は次式のように定義で

きる。

Et = 
d 6 

de 

d6 
E = 

d c e 
Ep = 

d 6 

d C p I 

(5.6.29) 



したがって、接線係数Etは次式で表される。

1/Et = 1/E + 1/Ep (5.6.30) 

ここで、縦弾性係数はひずみ履歴の有無によらず一定であるとする。また、ひずみ

硬化率は、式 (4.2. 4)を単軸状態について記述することによって得られる。

{ sf/a CJ} T {dCJ} = 

(a KI a否p9,)d苫 P;+ { a f / a CJ } T { d a Id否1),｝ dもpi (4.2.4) 

単軸応力においては、上式に含まれる量は以下のように置き換えられる。

{8f/8<J} 1{d(5｝ = d (5、

Cl k/  3 もpi =dK/dci;,;、

{ 8 f / 8(5｝T = 1, 0 

{ d a /dもp,｝ = d a /d 8 p l 

dも pi = dcp, 

その結果、 da/deぃ＝Ep を用いれば次式が得られる。

Ep=dK/dcp; +da/dcp, 

(5.6.31) 

(5.6.32) 

ここで、 Kは曲面サイズ関数である。また、 aはそれらの曲面の移動量を表す関数

である。これらの関数は、もっとも新しい除荷が発生してからのちに生じた塑性ひ

ずみ 8 ぃの関数である。 E.p，は 2. 3で定義した相当塑性ひずみ増分の単軸状態に

対応する量である。

曲面サイズ関数 K は、 2章で示したように以下の式によって表される。

W 1 K 1 + ( l- W1 ) K 2 

W 2 K 2 + ( l- W2 ) k :3 

K=  W J K j + ( 1- Wj ) k j + 1 (2.4.7) 

W Nb-2K ia,-2+ (l  - WNb-2)/CNb -1 

W Nb-1 Kia-1 + (1  -WNb-1) K Nb 

K Nb 

これらの関数は、対象となる部材から切り出した素材の基本的な材料試験によっ

て決定するべきものである。
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(4)非線形解析の手順

本解析は非線形解析である。したがって、精確な解を求めるためには反復修正計

算をする必要がある。ここではNewton-Raphson法5603) を用いた。

一回の増分に対する解析手順を箇条書にすれば下記のようになる!:,6 0 I)。

①接線剛性マトリックスを求める。

②断面に作用する外力として一般化応力増分 {df}を与え、式 (5.6.21)により一般

化ひずみ増分 {d¢}を求める。

③式 (5.6.11)から、断面各部でのひずみ増分deを評価する。

④ひずみに対応する真の応力増分dCfを求める。

この場合、応力は塑性ひずみ増分ど ぃの関数であるので、 収束計算によって、

ひずみ増分に対応する応力増分と塑性ひずみ増分を求める。

⑤求められた応力を用いて、一般化応力増分 {df,｝を求める。

この際の積分は、要素内で応力が線形変化するものとし、面積座標を用いて実

行する。

⑥不釣合い一般化応力 {dfu} = {df} -{df,｝を求める。

⑦収束判定条件によって、収束を判定する。収束すれば終了し、収束しなければ

{df}={df,」｝として ①へ戻る。

ここで、収束の判定条件としては、次の条件を用いた。

2 df Ul 2/ 2 df, 2 < l. 0*1 o-4 (5.6.33) 

ひずみ増分から応力増分と塑性ひずみ増分を求める方法は、 Fig.5.6.2に示すよ

うに、一種の挟み打ち法によった。また、この場合の収束判定条件は、次のように

設定した。

absolute ( 
(j (i)-(j (i-1) 

d 6 

(5)残留応力の評価

) < 1.o~,10- 4 (5.6.34) 

残留応力の値は各節点での値として与え、それに対応して残留ひずみを初期値と

して与えた。熱間圧延材の場合、残留応力の値は降伏応力に達していないことが、

過去の研究 56 "4) と今回の測定で明らかとなった。したがって、残留応力に対応す

る残留ひずみは弾性計算で求めた。分布の形状は、 Fig.5.5.14に示したようにフラ

ンジで三角形分布とし、ウェプは一定とする。

(6)解析方法の妥当性の検証

解析方法の妥当性を確認するために、 Chenらによって示された解析結果 5601)と

比較した。対象は H型断面が一定軸力と強軸まわりの一定曲げモーメントを受ける

場合の弱軸まわりの曲げモーメントと曲率の関係である。材料は Fig.5.6.3(a)に示

すような非硬化の完全弾塑性材料とし、残留応力は無視した。断面の要素分割図を

Fig.5.6.3(b)に示す。 要素数は、 Chenらの解析では300要素であり、本解析では31
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2要素である。 Chenらの方法では要素内で応カーひずみ関係が一定と仮定されてい

るのに対して、本解析では線形分布を仮定した。解析結果を比較して Fig.5.6.3(c)

に示す。解析結果はほぼ 一致しており、本解析方法の妥当性を裏付けている。強い

ていえば、本解析の方が同じ曲率に対する曲げモーメントがやや小さめに計算され

ているといえなくはないが、これはおそらく要素内 一定応力を仮定する Chenらの解

析に若干の誤差が含まれたものと考えられる。

5. 7 材料特性を用いた履歴曲げモーメントー曲率関係の推定

(1)基本曲面サイズ関数および重み関数の設定

5. 6で示した接線剛性法によって断面挙動を予測するためには、断面各部での

応カーひずみ関係を求める必要がある。本研究で提案した繰り返し塑性モデルによ

って弾塑性履歴応カーひずみ関係を評価するためには、以下の材料特性を決定しな

ければならない。

弾性特性

弾塑性特性

縦弾性係数

降伏点

基本曲面サイズ関数

重み関数

縦弾性係数は 試験片による Table.5.5.6 に示した素材試験によって得られた値

の平均値を用いることとした。その値を Table.5.7.1に再記する。

Table.5.7.1 Young's Modulus 

flange 

web 

E (MPa) 

2.10Xl05 

2.10Xl05 

引張試験から得られる応カーひずみ曲線において尖点のように現れる上降伏点は

応力の集中した部分に小数の転位が急速に増殖してすべり帯を形成すること によっ

て生じる。通常、すべりは試験片の極めて 一部分ではじまり、上降伏点で降伏した

後、 標点間距離全体にリューダース帯が広がる間に下降伏点まで応力が降下する

5781) 。上降伏点は 一般に安定性が乏しく、試験条件の影響を受け易いが、ここで

降伏という現象が開始することにも疑いはない 570 2 J。 したがって、はりの曲げに

おいての初期降伏の判定は上降伏点によってなされるべきである。さらに、材料特

性を求める試験で用いた板状の試験片の場合と異なり、はりの場合には応力勾配が

存在するために、下降伏点までの応力の急激な低下は生じにくいと思われる。そこ

で、初期降伏における降伏点および降伏棚での応力としては上降伏点を採用した。

フランジについては、全ての試験において測定された下降伏点の平均値に、 5. 5 

(5)の”繰り返し塑性モデルの材料特性を決定する基本試験”の項で示した上降

伏点の下降伏点に対する比の平均値を乗じて上降伏点とした。ウェプについては、
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上降伏点が明瞭に現れなかったため、下降伏点を降伏点とした。それらの値を Table

. 5. 7. 2に示す。

Table.5.7.2 Yield point 

flange 

web 

<J,, (MPa) 

346. 

402. 

このような降伏点の応力値の評価に対応して、 Fig.5.7.1に示すようにフランジ

の単調引張応カーひずみ関係の降伏棚領域における応力は上降伏点の値と等しく仮

定した。

Fig.3.3.1 にしたがって計算した曲面サイズ関数を Fig.5.7.2に示す。ひずみ履

歴の効果が飽和状態になったときの基本曲面サイズ関数としての K con•, は、測定し

ていない。そこで、 3章で示した普通鋼に関する測定の結果を参考にして、ひずみ

硬化が開始する時点での基本曲面サイズ関数を応力軸方向に 30％拡大したものを

K con vとした。

K 。とK con vを用いてその間のひずみ履歴の段階での曲面サイズ関数を表す場合、

これらの関数の形状がFig.5.7.2 に示したように非常に異なることから、単純な重

み関数を用いた応カーひずみ関係では対象材料のそれを忠実に表現することは困難

であると思われた。例えば、実測されたフランジの曲面サイズ関数 k 口の場合を考

える。も ぃ ~ 1. 2％のひずみ範囲では Kstの値は K 。および K con vのいずれよりかな

り小さく、このひずみ範囲での重み関数値は 1.0以上の大きな値となる。 1.2% ~ 

豆piのひずみ範囲での関数 K ．ヨ t．の値は、関数 K 。の値と関数 k oonvの値の中間の値

となるが、ほとんど K。に等しい。 この場合、重み関数の値は零に近い正の値とな

る。以上の結果、 W —豆 p i関係は非常に複雑になり、 K 。および K con v のみを基本

曲面サイズ関数とすることは妥当でないことは明らかである。 そこで、実測によ

って得られた Fig.5.7.2に示した曲面サイズ関数をすべて基本曲面サイズ関数とす

ることとした。これに対応した重み関数を実測結果から決定することはできないの

で、 Fig.5.7.3 に示すようにすべて直線とした。このようなにして得られる材料特

性を用いると降伏棚域での履歴応カーひずみ関係が精度良く推定できることは 4.

6での検討から確認されている。

(2)断面形状と残留応力のモデル化

断面の要素分割パターンを決定するために、 Fig.5.7.4 に示す 3種の要素分割パ

ターンの場合について、バイリニア型の応カーひずみ関係を仮定して単調負荷にお

ける曲げモーメントー曲率関係を計算した。 その結果を Table 5.7.3に示す。要素

数はそれぞれ 124, 328および 648とした。いずれの要素分割パターンに対する数値

計算結果もほぼ一致しており、分割数による有為な差はみられない。これは、要素

内でひずみ、応力および接線係数が線形分布するとしていることによって、計算の
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精度が向上しているためと思われる。しかし、要素数が増加すると、それに伴って

計算時間がほぼ比例的に増加する。この結果から、以後の数値計算においてはもっ

とも要素数の少ない要素分割パターンを用いることとした。

Fig.5.7.5(a)は 5. 5で示した残留応力の測定結果から、 過去の測定事例 5783.)

と比較して妥当と思われるものを再掲したものである。本解析においては、これら

の測定結果を参考にして、 Fig.5.7.5(b)に示すように残留応力をモデル化した。こ

れらの残留応力から対応する残留ひずみは弾性計算より求めた。

(3)実測結果と計算結果との比較

提案した繰り返し塑性モデルによって計算される応カーひずみ関係を用いて履歴

曲げモーメントー曲率関係を関係を推定するのに先だって、より簡略な応カーひず

み関係を用いてそれらの関係を計算し、その結果と実測による結果を比較した。

簡略な応カーひずみ関係の例として、次の 2つを用いた。

1)バイリニア型の応カーひずみ関係。除荷によって降伏応力は大きくならない移動

硬化則に従うものとした。

2)Petersson-Popovモデルによる応カーひずみ関係。 この場合の基本曲面サイズ関

数としては K oおよび k oonvのみを用い、 重み関数は累積相当塑性ひずみの増加

に対して直線的に滅少する関数とした。

上記 1)は、弾塑性構造解析においてしばしば用いられる応カーひずみ関係であり、

材料の弾塑性的な性質は解析結果に影響するが、必ずしも精密な応カーひずみ関係

を必要としない場合に頻繁に用いられている。応カーひずみ関係を求めることが本

研究の最終目標ではなく、あくまで構造物の応答解析を精密に行うために、精度良

い応カーひずみ関係が必要となるのである。したがって、応答解析を必要な精度で

実施できるような応カーひずみ関係が用いられれば良いことになる。すなわち、そ

のような意味から、バイリニア型のような非常に簡略なモデルを用いてどの程度の

精度で応答解析ができるかを実測結果との比較により把握しておくことは重要であ

る。 また、上記2)は、本論文で提案した繰り返し塑性モデルの基本となったもの

であり、これを用いて弾塑性履歴応カーひずみ関係が精度良く求められないことは、

すでに 4章で示した。しかし、上記 1)のバイリニア型の応カーひずみ関係と比べれ

ば、 Bauschinger効果をある程度評価することができること、高張力鋼に対しては

比較的良好な推定結果を与える可能性があること、さらには、このモデルを用いて

履歴曲げモーメントー曲率関係を推定した研究 5784)も報告されていることから、

それによる推定結果の精度を調べることは重要である。

上記 1)の応カーひずみ関係を用いて計算された曲げモーメントー曲率関係を実測

により求められたそれと比較して Fig.5.7.6に示す。 (a)図の実線が計算された曲げ

モーメントー曲率関係を、 (a)図の破線は対応する載荷試験の結果から得られたそ

れらの関係をそれぞれ示している。示した数値計算において求められた上フランジ

最外縁での応カーひずみ関係を (b)図に示す。 (b)図において応力が零から始まって

いないのは残留応力が考慮されていることによる。上記 1)のような応カーひずみ関

係を用いたことから、 (b)図のような移動硬化型のバイリニアの履歴応カーひずみ
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関係となった。これに対応して、履歴曲げモーメントー曲率関係はかなり弾性範囲

が大きく、また実測結果にみられるなだらかな剛性の低下が表現されていない。こ

のような結果はSidebottomおよび Chang"・70"・)によって指摘された結果と同様の傾向

を持っている。

上記2)の応カーひずみ関係を用いて計算された曲げモーメントー曲率関係を実測

により求められたそれと比較して Fig.5.7.7に示す。載荷パターンは Fig.5. 7. 6に示

したものと同じである。 Fig.5.7.6と同様に、 (a)図の実線が計算された曲げモーメ

ントー曲率関係を、 (a)図の破線は対応する載荷試験の結果から得られたそれらの

関係をそれぞれ示している。示した数値計算において求められた上フランジ最外縁

での応カーひずみ関係を (b)図に示す。 Petersson-Popovモデルを用いたにもかかわ

らず、履歴応カーひずみ関係は Fig.5.7.6(b)に示したバイリニア型のそれとの相違

はあまり大きくない。基本曲面サイズ関数として k oとk e:Onvのみを用い、 しかも

生じる塑性ひずみが士 0.5％を越えない範囲であるので、 K。の関数の形状が支配的

となり、 しかも 一径路で生じるひずみも最大で 1.5％程度であるため K。の降伏棚の

部分での応カーひずみ関係が現れて、バイリニア型に近い応カーひずみ関係になっ

たものと思われる。この結果、当然ではあるが、曲げモーメントー曲率関係も Fig.

5. 7. 6 (a)と同様のものとなった。

上記の Fig.5.7.6および Fig.5.7.7で示した例を含めて 3通りの載荷パターンにつ

いて、著者が提案した応カーひずみ関係を用いて履歴曲げモーメントー曲率関係を

計算し、その結果と対応する載荷試験によって得られたそれらの関係を比較した。

Fig.5.7.8 にその結果を示す。 Fig.5.7.8(i)は曲率の振幅が次第に増加してよく最

も基本的な載荷パターンの例を示している。 また、 Fig.5.7.8(ii)および (iii) は

より複雑な載荷パターンとして選んだランダムに曲率の振幅が変化する場合の例を
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示している。 これらの図の (a)図の実線が計算された曲げモーメントー曲率関係を、

(a)図の破線は対応する載荷試験の結果から得られたそれらの関係をそれぞれ示し

ている。示した数値計算において求められた上フランジ最外縁での応カーひずみ関

係を (b)図に示す。 各々の図の (b)図から材料が受けたひずみ履歴は もpの値で最大

2％程度であることから、 K cc,nvを実測によらず過去の測定結果から仮定して決定し

た影響は現れていないことになる。また、重み関数は Fig.5.7.3のようにすべて直

線としたが、比較的多数の基本曲面サイズ関数を用いた結果として、計算結果には

重大な誤差をもたらさないことが明らかとなった。履歴曲げモーメントー曲率関係

については、第一負荷径路において誤差がやや大きいが、その後の繰り返し載荷の

過程については提案した繰り返し塑性モデルを用いることによって実測によって得

られる曲げモーメントー曲率関係を非常に精度良く予測できることが明らかとなっ

た。

以上のように、上記の 1)あるいは 2)のような簡略な応カーひずみ関係を用いた場

合には、断面の履歴曲げモーメントー曲率関係は精度良く推定することはできず、

それらの関係を精度良く計算するためには、本研究で提案した高精度の応カーひず

み関係を用いる必要がある。
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5. 8 断面特性としての基本曲面サイズ関数と重み関数

前章においては、試験体から切り出された試験片を用いた引張試験と基本的な引

張圧縮試験によって得られた素材としての材料特性を用いて、接線剛性法によって

H型はり断面の曲げモーメントー曲率関係が非常に精度良く推定できることを示し

た。しかし、接線剛性法では断面を微小要素に分割して数値計算を行うために、一

般的な骨組構造の解析に用いる際に、演算時間あるいは記憶容量の関係で制約を受

けることが考えられる。したがって、前節までに述べた方法を直接、構造物の解析

に適用することが必ずしも好ましくない状況も考えられる。そこで、本節では提案

した曲げモーメントー曲率関係の数値計算方法を骨組部材断面の基本的な断面挙動

を評価するために応用し、 2章で提案した繰り返し塑性モデルの考え方を部材断面

レベルで適用することによって、より簡略にはりおよびはり一柱部材の曲げモーメ

ントー曲率関係を推定する方法を提案する。

2章で提案した繰り返し塑性モデルをはりあるいははり一柱の断面挙動の予測に

用いるために、次式で表される累積塑性曲率および塑性曲率増分を状態変数として

定義する。
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(5.8.2) 

ここで、 d¢ r'は塑性曲率の増分値である。なお、塑性曲率は生じた全ひずみのうち

の塑性ひずみ成分によって発生する曲率である。

累積塑性曲率は、求めようとする負荷履歴の段階に対して最近に生じた除荷まで

の塑性の累積量であり、次のように評価される。

『ある曲げモーメントー曲率径路において生じる塑性曲率のうち、それまでに生

じた塑性曲率幅△否 r，の最大値を越える量のみがその後の負荷履歴に影響する。そ

して、それらを累積した量を累積塑性曲率と定義する。』

また、応カーひずみ曲線上において現れる復帰現象は、曲げモーメントー曲率曲線

上においても同様に現れるものとし、 2章で定義した’'復帰径路”の概念をここ

でも導入する。

一般化応力空間に定義される多曲面の拡大、縮小および移動によって繰り返し荷

重を受ける骨組部材断面の曲げモーメントと曲率の関係に負荷履歴の効果が導入さ

れる。上記の 2つの状態変数の関数である曲面サイズ関数 Kと中心の移動量を示す

{A} を用いて (*1)、多曲面は定義される。 曲面サイズ関数は次式で定義され

る。

*1 材料特性としての曲面サイズ関数 kや移動量{a} と区別するために、断面特

性としての曲面サイズ関数は Kで、移動量は {A} で表す。



W1 K1 + (l-W1 ) K2 

W2 K2 + (l-W2 ) K :3 

K=  wj Kj + (1-Wj ) K.J + I (5.8.3) 

w ~1b-2 K ia-2 + (l - WNb-2) KNb-1 

WNぃ Kin.-1+ (1 -WNb-1) KNb 

K Nb 

K1,K2,K3およびW1,W2などは、それぞれ繰り返し塑性モデルにおける基本曲

面サイズ関数および重み関数と同様の意味を持つ関数である。これらは断面特性を

表す関数であるから、 『断面に対する基本曲面サイズ関数』および 『断面に対する

重み関数』と呼ぶ。断面に対する曲面サイズ関数および基本曲面サイズ関数は、一

軸曲げの場合の曲げモーメントと塑性曲率の関係に一致するものとする。一般には、

軸力と 2軸曲げを受けるはり一柱の断面挙動を表現するためには、一般化応力空間

に対する降伏曲面および載荷曲面を定めなければならないが、これは本研究の範囲

ではない。 なお、同様の方法は尼子ら c,S 0 1)によって若干検討されているが、これ

はPetersson-Popovモデルを何等修正することなく用いており、 本論文の第 4章で

の検討から Petersson-Popovモデルによって応カーひずみ関係を表現することが妥

当でないことが明かであることから、それによって推定される断面挙動の信頼性は

必ずしも高いとは言えない。

次章においては、 5. 7において検討したものと同様の載荷状態における曲げモ

ーメントー曲率関係を推定するために本方法を用いた結果を示す。

5. 9 断面特性を用いた履歴曲げモーメントー曲率関係の推定

本節では、はりの弾塑性履歴曲げモーメントー曲率関係の推定のために、断面特

性としての基本曲面サイズ関数および重み関数を評価する。そして、この結果を用

いて 5. 7で示した実測によって得られた結果および接線剛性法によって直接計算

された結果と比較する。

(1)断面に対する曲面サイズ関数を求めるための数値実験とその結果の評価

断面特性を示す関数を決定するためには、

①一方向の単調な負荷における、曲げモーメントと曲率の関係、

②唯一回の荷重反転を含む交番負荷における、曲げモーメントと曲率の関係

を求める必要がある。これらの関係は、 5. 7における実測結果との比較によって

その推定精度が確認された接線剛性法を用いた数値計算によって、数値実験的に求

めることとした。 Fig.5.9.1 は上記の①および②を求めるために実施した数値計算

によって得られた曲げモーメントと塑性曲率の関係を示したものである。 Fig.5.9 

. 2は、これらの数値計算による結果を、対応する載荷試験を実施して測定された曲
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げモーメントと曲率の関係と比較したものである。両者は非常に良く一致している

ことが分かる。

これらの結果を用いて、 Fig.3.3.1に示したのと同様の方法で、断面に対する曲

面サイズ関数を求めた。その結果を Fig.5.9.3に示す。ここで、断面に関する曲面

サイズ関数 k(*1)の添字は反転時の塑性曲率の値 (Xl02m―l)を示している。

尼子ら f,9 0 I) は、素材の応カーひずみ関係に対する Petersson-Popovモデルを忠

実に部材挙動の予測に適用し、次式によって断面特性としての曲面サイズ関数を評

価した。

K = W K。 +（1 -W) Kcc,nv (5.9.1) 

ここで、 K。および koonvは断面特性としての基本曲面サイズ関数であり、 Wは断

面特性としての重み関数である。 この場合、任意の Kに対する重み値は、 K、 K。

および Kco nvを用いて次式から算出される。

w = 
K - K ,~onv 

K。 - Kconv 
(5.9.2) 

この方法は、材料特性の評価に対しては妥当でないことを 4章で述べた。断面特

性の評価にこの方法が有効であるかを調べるため、塑性曲率増分の関数である Fig.

5. 9. 3で示した曲面サイズ関数 K、 K。および Kcon vを用いて上式によって累積塑性

曲率の値に対応する重み関数値を求めた。 その結果を Fig.5.9.4に示す。ここで、

K。 としては単調載荷における曲げモーメントー塑性曲率関係を用いた。 また、

Kc,)nvとしては、 (a)図では曲率が 1.0 m-1の時の曲面サイズ関数 K100を、 (b)図で

は曲率が 0.4 m―1の時の曲面サイズ関数 K4 0を、 (c)図では曲率が0.16 m―1の時の

曲面サイズ関数 k 16をそれぞれ用いた。曲面サイズ関数はFig.5.9.3に示したよう

にk心までは次第に小さくなるのに対して、 それ以後は逆に増加している。この

ことによって、 (a)固の場合には里み関数が非常に取り扱い難いかたちで得られて

いる。 (b)図および (c)図の場合にも W-¢ ぃ関係は非常に複雑であり、 式(5.9.2)

によって曲面サイズ関数を表現することが妥当でないことは明かである。

種々の検討の結果、曲面サイズ関数の形状の推移は以下の代表的な累積塑性曲率

の値においてほぼ分割できることが明らかとなった。

①フランジに降伏が始まるとぎの塑性曲率

②降伏がフランジからウェプヘとひろがるときの塑性曲率

③ウェプの最外縁がひずみ硬化を生じるときの塑性曲率

④フランジの最外縁がひずみ硬化を生じるときの塑性曲率

*1 材料特性としての曲面サイズ関数 K と区別する意味で、断面特性としての曲面

サイズ関数は '’K"によって表すこととした。なお、基本曲面サイズ関数について

同様である。
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したがって、これらの塑性曲率の値を累積塑性曲率としてもつ曲面サイズ関数を

基本曲面サイズ関数として採用した。 Fig.5.9.5に断面の基本曲面サイズ関数を示

す。これらの基本曲面サイズ関数を用いて、その間の累積塑性曲率に対応する曲面

サイズ関数に対する重み関数値を塑性曲率増分に対してプロットしたのがFig.5.9.

6である。第 1区間については重み関数値は塑性曲率増分に対してほぼ一定である

ので、平均値を求めた。第 2区間については、各曲面サイズ関数が¢ p;=0.1~0.2 

において交差するために、その前後で同一の重みとはなり得ない。しかし、 Fig.5 

. 9. 3に示したように、交差して以降の曲面サイズ関数はどの場合にもほぼ等しいの

で、どのような重み関数値を用いてもその影響は極めて小さい。そこで、曲面サイ

ズ関数が交差する以前の ,Pp;=0.0~0.1での重み関数値を平均してそれを重み関数

値とした。第 3区間および第 4区間についても、 それぞれ¢ p;=0.02~0.1 および

¢ p;=0.1~0.4での重み関数値を平均した。

このようにして求めた重み関数値と累積塑性曲率の関係を Fig.5.9.7に示す。図

中には重み関数W1~W4を累積塑性曲率に対して直線的に減少すると仮定した場合

の関数を併せて示した。若干のばらつきはあるものの、 w-¢ぃ関係はほぼ直線と

見なすことができるので、以後重み関数としては同図中の実線で示した関数を用い

ることとする。 Fig.5.9.8にこれらを用いて再現された曲面サイズ関数を示す。

Fig.5.9.9 は、曲面サイズ関数の値の累積塑性曲率に対する変化をいくつかの塑

性曲率増分に対してプロットしたものである。実線は、基本曲面サイズ関数と重み

関数から計算によって求めた結果である。また、各記号は数値実験によって求めら

れた値である。これらがほぼ一致していることから、数値実験によって観測された

曲面サイズ関数の変化を、基本曲面サイズ関数と璽みを用いて再現できていること

が確認された。

(2)手法の妥当性の検討

接線剛性法によって直接計算された曲げモーメントー曲率関係結果と断面特性を

用いる簡易法によって得られたそれらの関係を比較して Fig.5.9.10~Fig.5.9.14に

示す。それぞれの図において、破線は接線剛性法による結果を、実線は提案した簡

易法による結果を示している。両者は非常に良く一致している。

接線剛性法では部材断面の各部が受けるひずみ履歴の影響が逐次考慮される。し

たがって、各部での履歴を各部が記憶していることになるが、必要な記憶容量およ

び計算時間は多くなる。本節で示した簡易法の場合にも、断面特性を示す関数を求

める段階では、 Fig.5.9.1に示したように、断面の各部でのひずみ履歴を考慮した

数値計算を実施しなければならないので、必要な記憶容量および計算時間はやはり

多い。しかし、一旦これらの数値計算によって断面に対する基本曲面サイズ関数お

よび里み関数が決定できれば、複雑な履歴曲げモーメントー曲率関係は非常に簡単

にしかも精度良く求めることができる。 Fig.5.9. lO~Fig.5.9.14 に示した場合の

演算時間を比較して Table.5.9.1に示す。 1計算ステップに要する演算時間はいず

れの場合にもほぼ1/100になっている。これは、接線剛性法の要素数が104であった

ことによる結果である。
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尼子ら 5901)は、 Petersson-Popovモデルを修正することなしに用いて本節と同様

の検討を行い、やはりこの簡易法による結果と接線剛性法による結果は良く一致す

るとしている。 しかし、必ずしも精度良い構成モデルであるとは言い難いことが

4. 5における検討で示された Petersson-Popovモデルを用いていることから、そ

れを用いて計算される断面挙動あるいは部材挙動の推定精度に問題がある。

96 

これに対して、 2章で提案した繰り返し塑性モデルは、 4章での検討により十分

な精度を有することが示されており、それによって表される応カーひずみ関係を用

いて接線剛性法によって断面の基本的な特性を表す断面特性パラメータを求めるこ

とができれば、本節で示した簡易な方法によって断面挙動（すなわち、曲げモーメ

ントー曲率関係）を精度良く推定できることが実測結果によって実証された。なお、

接線剛性法により直接断面挙動を計算する場合には、任意の荷重状態に対して適用

できるのに対して、本節で示した結果は、決められた形状寸法を有する断面に、特

定の荷重（本節では軸力がなく、強軸回りの一軸曲げ）が作用したときの断面の基

本的な特性に対するものであり、他の断面や荷重状態に対しては新たにそれに対す

る断面の基本的な特性を計算する必要があることに注意を要する。



第 6 拿 糸吉 目命

本論文は構造材料の繰り返し塑性挙動の影響を強く受ける構造物あるいは構造部

材の応答解析を精度良く実施することを目標として、構造用鋼材の繰り返し塑性挙

動を表現することのできるモデルを構築し、それの応用の一端として、鋼はり断面

の履歴曲げモーメントー曲率関係の推定に適用したものである。モデルを構成する

際には、それが以下のような特徴を持つよう配慮した。

(i) 客観的にしかも容易に材料特性パラメータを決定することができる，

(ii) 実測結果を工学的に意味のある範囲で精度良く推定できる，

(iii)既存の構造解析システムにモデルを容易に適用できる。

本研究で提案したモデルは、複合硬化型の弾塑性理論に、複雑な繰り返し塑性挙

動を表現できるような一種の多曲面塑性モデルの概念を導入したものであるので、

既存の弾塑性解析システムに比較的容易に組み込むことができる。また、上記の特

徴 (i)を保持するために、 提案モデルの材料特性は、それらを決定するための基本

的な測定の結果から容易に決定される。次に、推定例として、構造用鋼材の引張圧

縮履歴応カーひずみ関係の推定に対する提案モデルの有効性を実測結果との比較よ

り示した。さらに、提案モデルの応用例として、圧延 H型鋼はりの履歴曲げモーメ

ントー曲率関係を同モデルを用いて推定し、その結果と載荷試験によって測定され

たそれらの関係とを比較し、数値計算によって複雑な履歴曲げモーメントー曲率関

係を精度良く推定できることを示した。本章においては、本研究で得られた主な結

論を挙げながら、本研究を総括する。

(1)繰り返し塑性モデルの提案

①提案モデルは、応力空間に定義された多数の状態曲面によって、非線形硬化現象

を記述する多曲面塑性モデルであり、以下の条件を満たすように構成した。

a)最も内側の曲面は弾性範囲を限定する降伏曲面である。

b)その外側に、その大きさが次第に大きくなるように、多数の負荷曲面が配置さ

れる。

C)材料は初期等方性を持つ。したがって、すべての曲面は初期状態で同一の中心

座標を有する。

d)各曲面は負荷履歴に対応して移動し、膨張あるいは縮小する。

e)各曲面は変形せず、また、回転もしない。

f)前 2項により、各曲面は初期状態からのそれらの移動量を表すペクトルと膨張

あるいは縮小の程度を示すスカラー量のみによって定義される。

g)処女載荷過程での硬化挙動は等方硬化則によって表される。

h)単調な載荷過程での硬化挙動は、除荷が発生しだ時点で定められた多曲線によ

って表現される。

i)材料の受けた負荷履歴は、この多曲面が設定されるための負荷履歴と、その後

の単調な負荷過程での負荷履歴に分けて考える。

②提案モデルにおいて採用された状態変数は、以下の式で示される 2量とした。
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累積相当塑性ひずみ もp = J:: dもp (2.3.1) 

相当塑性ひずみ増分 否 pi = J悶d否 p (2.3.2) 

ここで、 もp は最近に生じた除荷までの全相当塑性ひずみである。また、 もぃは t。

から時間 t，まで”monotonicoutward loading"した時の相当塑性ひずみの増分であ

る。

③応カーひずみ径路が、過去に経験した応カーひずみ径路またはその延長上へと折

れ曲がるようにほぼ乗り移る”復帰現象”を表現するために、次のように定義され

た’'復帰径路”を導入した。

『ある径路で材料の塑性が進展しているときに、’'復帰”すべき径路としてその材料

が記憶している過去に経験した径路』

④実験において観測される応カーひずみ関係に配慮して、累積相当塑性ひずみの評

価方法を次に示すように定義した。

『ある応カーひずみ径路において生じる相当塑性ひずみのうち、それまでに生じ

た相当塑性ひずみ幅の最大値を越える量のみがその後の応カーひずみ挙動に影響す

る。そして、それらを累積した量を累積相当塑性ひずみと定義する。 』

ここで、相当塑性ひずみ幅とは、除荷が発生してから次の除荷が発生するまでに

生じる塑性ひずみから計算される相当塑性ひずみのことを指す。このような定義お

よび方法は本研究においてはじめて採用された方法である。

⑤相当塑性ひずみ増分は、最近に生じた除荷から塑性が進展したことによって生じ

た相当塑性ひずみの増分と定義した。提案モデルにおいては、状態曲面の大きさは

曲面サイズ関数によって表現し、それは相当塑性ひずみ増分の関数である。曲面サ

イズ関数は、除荷が発生してから次に除荷が発生するまでのひずみ硬化特性を定め

るものである。それは、はじめの除荷までにどれだけの履歴を受けたか、具体的に

はどれだけ相当塑性ひずみが累積されたかによって定まる。したがって、ある材料

の任意の応カーひずみ点におけるひずみ履歴の効果は、累積相当塑性ひずみと相当

塑性ひずみ増分によって規定する。すなわち、相当塑性ひずみ増分は除荷が発生す

る毎にクリアし、累積相当塑性ひずみは除荷が発生する毎に更新する。

⑥降伏条件を次式によって表したことから、提案モデルは複合硬化モデルの範ちゅ

うに属する。

f (6  i J - a i j)＝K k ：ひずみ履歴を表す (2.4.1) 

パラメータの関数

ここで、 a,Jおよび K は一般にはひずみ履歴を表すパラメータの関数と見なされ、

提案モデルでは下式のように累積相当塑性ひずみおよび相当塑性ひずみ増分の関数

である。

a i j = a ij （否 p' も pi) (2.4.4) 

K = K (否 p' も pi ) (2.4.5) 

提案モデルにおいては、曲面サイズ関数 K とは“除荷が発生してから次の除荷が

発生するまでの負荷過程における曲面の大きさを表す関数”と定義したので、具体

的にはある単調な負荷過程におけるひずみ硬化特性を記述する関数である。

本研究では負荷履歴の効果を

9，9 
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(a)単調な負荷におけるひずみ履歴の効果

(b)応力の負荷方向の逆転に伴うひずみ履歴の効果（応力の繰返しの効果）

の 2つに分けて考えられるとした。上記の (a)および (b)のひずみ履歴の効果をモデ

ル化するために、 式(2.4. 7)に示すように基本曲面サイズ関数および重み関数とい

うスカラー関数を導入して曲面サイズ関数を定義した。

K = W j K 」 +（1 - W_; ) K j+I (2.4.7) 

k Jおよび K j + 1は、相当塑性ひずみの領域において任意に設定された境界 (j)および

境界 (j+1)における基本曲面サイズ関数である。これらは、それぞれの時点でのひず

み硬化特性を記述する関数であり、相当塑性ひずみ増分の関数として定義した。 ま

た、 Wは境界 (j)および境界 (j+l)によって挟まれた累積相当塑性ひずみの区間にお

ける任意のひずみ履歴段階での曲面サイズ関数 kを記述するための重み関数である。

重み関数は累積相当塑性ひずみおよび相当塑性ひずみ増分の値に対応して変化し、

境界 (j) においては W=1.0であり、境界 (j+ 1)においては W = 0.0とした。概念的

には境界の数は任意に設定できる。この場合、設定された境界の数を Nbとすれば、

Nb―1個の重み関数と、 Nt，個の基本曲面サイズ関数が必要となる。

重み関数が”monotonicoutward loading” において 一定であるとすれば、 K は相

当塑性ひずみ増分 もぃ のみの関数となるので、相当塑性ひずみ増分 もpiの増加が (a

）の’'単調な負荷におけるひずみ履歴の効果’'を表現することになる。また、除荷

の発生によって累積相当塑性ひずみ もp の値は更新され、新たな累積相当塑性ひず

みの値から求められる重み関数値が計算される。したがって、累積相当塑性ひずみ

の値を除荷の発生によって更新することによって、 (b)に挙げた’'応力の負荷方向

の反転に伴うひずみ履歴の効果”が表現される。

提案モデルにおいては、このように処女材がひずみ硬化を開始する以前と以後で

はあきらかに材料の挙動が異なることから、処女材のひずみ硬化開始点に相当する

累積相当塑性ひずみの値に対応して境界を設定した。さらに、 初期状態の もp=0お

よびひずみ履歴の効果が飽和したところに相当する 豆戸 もp.coいにおいて、境界を

設けた。これらの境界はひずみ履歴が全くない場合と最も大きい場合に相当する。

なお、 処女材がひずみ硬化を開始した後は、 常に Bauschinger効 果 が 支配的な

ことから、 もp.stと もp,c,,n,・の間には境界を設定しないこととした。これらのこと

から、本研究では Nに 3とし、任意の履歴段階での曲面サイズ関数は次式で表した。

W 1 K o + (1 -Wi)  K st 

K = W 2K -,t + (1 -W2) K conv 

K c on v 

。こ もp<cp,st

c p,st ~ 芭 p < C p,conv 

c p,cc,nv ~ も p

(2.4.8) 

⑦ 多曲面塑性モデルにおいては、各々の曲面の移動によってお互いが交差しないと

いういわゆる非交差の条件が満たされなければならない。提案モデルでは、 Peters

son-Popovモデルにおいて採用された以下の方法を用いた。

Zieglerの移動則によれば、 その中心から応力点（降伏曲面上に存在する）に向

かう方向に降伏曲面は移動するものと仮定される。 曲面の移動方向は、 Zieglerの

移動則における降伏曲面の移動方向と同 一 とする。すべての多曲面がその方向に移
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動すると仮定することによって非交差の条件は満足されることになる。そして、こ

の条件を満たすように、次式によって曲面は移動する。

{ a (芭pi) } I rn = { a (も..i)} I rri-1 + ~-K ｛ (aも(Po1[]1 !。「}―1

・｛ K (も"'I"'-1,もpi＋△ きpi Im) -K  (もp I m,もpi) 

(2.5.1) 

多曲面の移動量は もぃ の関数であり、多くの中間曲面を配置した場合には、それだ

け数値計算における処理が煩雑となる。 しかし、 提案モデルでは Petersson-Pop

ovモデルと同様、いくつかの曲面の更新計算をするのみで、それらを補間すること

で多曲面の配置が決定できるように配慮した。

(2)提案モデルに必要な材料特性

提案モデルを具体的な金属材料の挙動の推定に用いるために、構造用鋼材を例に

取って、モデルを構成するために必要な材料特性の測定方法とその結果の適用方法

を示した。材料特性は対象とする材料から実際に測定することを原則とし、その測

定方法はできるかぎり簡易であることが望ましいとう立場から、具体的に材料特性

を決定するための測定方法とそれらの決定の過程を示した。

①提案モデルにおいては以下の関数を材料特性として導入した。

i)基本曲面サイズ関数

(a)負荷履歴効果のない場合の曲面サイズ関数：ん 。

(b)処女材のひずみ硬化開始時に相当する負荷履歴を受けた材料の曲面サイズ

関数： K st 

(c)負荷履歴効果が定常的となった時点での曲面サイズ関数： K con v 

ii)重み関数

(d)曲面サイズ関数が K c,から K stへと進展する負荷履歴段階での曲面サイズの

変化を表現する重み関数： W1

(e)曲面サイズ関数が k stからん cc,nvへと進展する負荷履歴段階での曲面サイ

ズの変化を表現する重み関数： W2

ある累積相当塑性ひずみに相当する負荷履歴を受けた材料の曲面サイズ関数が相

当塑性ひずみ増分の関数として求められていれば、それに対応する重み関数の値が

相当塑性ひずみの関数として決定されることになる。また、基本曲面サイズ関数は、

ある特定の累積相当塑性ひずみに対応する負荷履歴を受けた材料の曲面サイズ関数

である。したがって、すべての材料特性を決定する基本となるのは、ある負荷履歴

の段階での曲面サイズ関数を実験によりいかに測定するかという問題となる。曲面

サイズ関数を求める手順は以下の通りとした。

Step-1 単調引張試験を実施し、 '’Virgin curve” として示される応力とひずみ

の関係を測定する。

Step-2 塑性ひずみが も,,'11になるまで”First pa th”で示される単調載荷の後、

荷重を反転させ ’'Secondpath”で示される引張圧縮試験を実施し、応力

とひずみの関係を測定する。
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Step-3 これらを総合して、 Fig.3.3.1に示した図を作成する。

Step-4 反転点 qを原点として、 団のように (J i —も p i 座標と、 (J, i —否 ' p i 

座標を設定する。

Step-5 設定した座標系を用いて、 否1ぃとも 'mとが等しい点における応力の値

(J iと(J'iを用いて、 次式から塑性ひずみがも P'nのときの曲面サイズ

関数 K nが求められる。

K n (否 P,）＝ ｛a,（芭 pi)+(J, i（も p;)} /2 (3.3.1) 

この方法を用いて、いく通りかのあらかじめ定めた累積相当塑性ひずみの値に相当

するひずみ履歴を材料に与え、それらの状態での曲面サイズ関数を決定することが

できる。そして、その結果を用いてすべての材料特性が決定できる。したがって、

材料特性を決定するために必要な基本試験は、

(a) 単調引張載荷試験

(b) ただ 1回の荷重反転を含む引張圧縮載荷試験

となる。

②基本曲面サイズ関数は、式 (3.3.1)をそれぞれ特定の累積相当塑性ひずみの値に

対応した測定結果に適用することによって得られる。基本曲面サイズ関数 k oは、

引張応カーひずみ関係と圧縮応カーひずみ関係がほぼ同一と見なせることから、引

張応カー塑性ひずみ関係が K。をである。 基本曲面サイズ関数ん stは、累積相当塑

性ひずみがも p,n= ep,stである時の曲面サイズ関数として定義したので、材料特

性を求めるための基本測定において、ひずみ硬化が開始する点を荷重反転点とする

応カーひずみ関係を用いて決定することができる。基本曲面サイズ関数 K con vは、

負荷履歴の影響が定常的となって、それ以後の負荷履歴の進展によって曲面サイズ

関数が変化しなくなった時点での曲面サイズ関数として定義した。そこで、曲面サ

イズ関数がも P'nの増加に対して変化しないことを意味する。したがって、 乞P'n

の増加に対して Knがほぼ等しい関数となったときの K nを K con vとして採用すれば

よい。しかし、実際に測定によって k convを決定する場合、ひずみの測定が可能な

範囲は本研究で使用した測定器などの精度・能力から限定され、 K nが収束する領

城まで測定することは困難であることもあるので、測定が可能な範囲で最も大きい

もP'nに対応する Knを k convとして採用した。

③基本曲面サイズ関数 k o、 K st、 K oc,nvを測定し、また、曲面サイズ関数を測定

する際に設定された累積相当塑性ひずみの値に対応して、曲面サイズ関数群を測定

したので、次式から、相当塑性ひずみ増分の関数である重み関数が特定の累積相当

塑性ひずみの値に対応して得られる。

W1= f1。二：：： ｝ 

W2= ~二 1 :：：::：} 
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W1ーも ぃ関係は相当塑性ひずみ増分の増加に対しても、 累積相当塑性ひずみの

値およびその増加に対しても、ある傾向を見いだすことはできないので、もっとも

簡単な関数形として累積相当塑性ひずみの増加に対して直線的に減少する関数を重
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み関数W1とすることとした。また、 W2の値の変化は もぃ と もp の変化に対してあ

る傾向を持っていることは明らかとなった。そこで、数値計算に適用しうるように、

次式によって W2＇ー もp，ー もp関係を表示することとした。

W2 = W0（もp)+ /3否pi (3.5.2) 

(3)構造用鋼材の引張圧縮履歴応カーひずみ関係の推定

提案した繰り返し塑性モデルの有効性を、 3章の測定とは全く独立に著者らが実

施した材料試験の結果と、 3章において述べた測定結果を用いて行った弾塑性有限

要素法による数値計算の結果との比較によって示した。検討の対象は、軟鋼および

高張力鋼によって製作された丸棒試験片を用い、それが複雑な引張圧縮荷重を受け

る場合の履歴応カーひずみ関係である。

対象とするひずみ履歴としては、繰り返しに伴う硬化特性の変化がより鮮明に出

現するような 10-2のオーダーのひずみを受ける場合を検討した。この場合に関して

は、提案モデルの諸特性が推定精度におよぼす影響も調べた。次に、現実に構造部

材に発生する頻度がより高いと考えられる lo-3ォーダーのひずみが繰り返し生じる

ときの推定精度を、実測結果との比較によって検討した。なお、数値計算結果と実

測結果を定量的に評価するために、独自の推定誤差量を定義した。

(i)ひずみ硬化域での推定

①提案した累積相当塑性ひずみの評価方法を用いることによって、応カーひずみ関

係の推定精度は著しく改善される。相当塑性ひずみを全ひずみ径路に渡って累積し

た量を累積相当塑性ひずみとして用いた場合の誤差は、普通鋼のように曲面の膨張

が大きい材料において大きく、本計算例では数 10％にまでなることがある。

②降伏棚と顕著なひずみ硬化特性を持つ材料の場合、降伏棚が終了した時点での曲

面サイズ関数 Kstを基本曲面サイズ関数として導入すると、現実に観察される応力

ーひずみ関係を再現することができる。

③応カーひずみ曲線のある 一径路においては、重み関数を 一定と見なしても、それ

による誤差は小さく無視できる。

④重み関数W1として、 累積相当塑性ひずみの増加に対して直線的に滅少する関数

を用いた場合、重み関数を決定するために実施しなければならない測定が不要とな

り、測定が簡単になる。この場合、この簡単下によって応カーひずみ曲線にもたら

される誤差は、測定によって決定した重み関数を用いた場合に対して、本計算例で

は5％程度である。

⑤推定された応カーひずみ関係の推定結果の誤差は、実測結果に対してたかだか士

5％程度であり、提案モデルを用いれば良好な精度で履歴応カーひずみ関係を推定で

きることが明かとなった。

(ii)降伏棚域での推定

⑥里み関数W1が累積相当塑性ひずみの増加に対して直線的に減少すると

した場合、除荷に続く再降伏時に応カーひずみ曲線の折れ曲がりがかなり顛著に出

現し、弾性除荷から再降伏へのなだらかな遷移が表現できていない。さらに、 Baus

chinger効果が過大に評価されて、 同じひずみ範囲に対する応力の範囲が実測値よ
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り小さめに計算される。推定誤差量は大きいもので 7％程度であった。

⑦上記の問題を解決するために、基本曲面サイズ関数の数を増すことによって、材

料特性を修正して数値計算を実施した。その結果、上述の除荷に続く再降伏時にお

ける応カーひずみ曲線の折れ曲がりがなくなり、推定精度が明らかに向上すること

が実測結果との比較から明らかとなった。墓本曲面サイズ関数をいくつ導入するこ

とが最適であるかの判断は容易でないが、適宜、いくつかの碁本曲面サイズ関数を

導入することによって、要求された推定精度に応じた推定ができる。

⑧著者らが基本的な測定の結果から求めた材料特性を参照して、同 一鋼種でロット

の異なる材料の履歴引張圧縮応カーひずみ関係を推定するため、材料特性を次式に

よって表した。

/Cst,B (乞pi) =K,,t,A （もP;) X C (4.7.3) 

k e: O n v. B （もpi)=Kconv,白（もp;) X C (4.7.4) 

ここで、 Cは定数であり、引張試験によって得られる応カーひずみ曲線のひずみ硬

化がかなり進行した領域での両鋼材の応力の比率である。対応する測定結果との比

較により推定精度が向上していることが明かとなり、推定誤差量も数％以下である。

著者の立場は、提案モデルを用いる場合には、あくまで 3章で提案した方法によっ

て材料特性を決定することを原則としているが、提案するモデルに導入された材料

特性が求められない場合や、すでに建設された構造物の挙動を推定する場合のよう

に、その構造物に用いられた材料と同じロットの材料を用いて材料特性を求めるこ

とが不可能な場合にも、本法によって精度の高い推定が可能であると考える。

(4)圧延鋼はりの弾塑性履歴曲げモーメントー曲率関係の推定

本章のはじめで述べたように、本論文で提案したようなモデルを構築することは、

本来構造物が複雑な荷重を受けた場合の応答をより正確に求めるためである。そこ

で、提案モデルの構造問題への応用の 一端として、圧延鋼はりの弾塑性履歴曲げモ

ーメントー曲率関係を同モデルを用いて推定した。

① ChenおよびAtsutaによって提案された接線剛性法によって、任意の 二軸対称断面

の一般化応力と 一般化ひずみの関係を求めるための、解析システムを構築した。接

線剛性法において部材断面の接線剛性を評価するには、断面の各部での接線係数を

用いて、断面に関して積分をする必要がある。本研究では、接線係数が要素内で線

形に変化する微小 三 角形要素に断面を分割し、要素内の積分値を要素を構成する 三

節点での値を用いて表した。そして、これを全断面にわたって総和することによっ

て積分値を求めた。この方法で断面の接線剛性を評価することによって、 一般に良

く用いられる要素内でひずみが一定の要素を用いた場合と異なり、比較的粗い要素

分割で良い精度が期待できる。

②解析システムの適用例として、強軸まわりの交番曲げを受ける H型鋼はり断面の

履歴曲げモーメントー曲率関係を計算し、これと別に実施した載荷試験の結果と比

較した。同時に、より簡略な応カーひずみモデルの例として、移動硬化型バイリニ

ア 応カーひずみ関係およびPetersson-Popovモデルによる応カーひずみ関係を用い

た数値計算も実施した。その結果、高精度での応カーひずみ関係の推定が期待でき
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ることが確認された本提案モデルを用いた解析によって、鋼はり断面の曲げモーメ

ントー曲率関係が精度良く推定できることが明かとなった。

③ これらの結果を参考にして、繰り返し塑性モデルで用いられた方法を援用した簡

略な履歴曲げモーメントー曲率関係の推定方法を提案した。部材断面の基本的な特

性を提案モデルを導入した接線剛性法によってあらかじめ求めた。そして、それら

の基本的な特性を用いて、繰り返し塑性モデルと類似の手法を用いることによって、

より複雑な履歴曲げモーメントー曲率関係が短い計算時間でしかも接線剛性法と同

程度の精度で求められることを示した。
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付 図
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(a) Isotropic hardening model 

Figure 2.2.1 

a, 

Stress path 

(b} Multi surf aces for Isotropic 
hardening .material 

Multi surface model for isotropic hardening material. 

a, 叫

02 

Loading point 
Unloading point 

(a) Not updated surfaces (b) Updated surfaces 

Figure 2.2.2 

Unloading and update procedure of multi surfaces. 
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Figure 2.3.2 

Schematic figure showing ineffectiveness of a small 

strain amplitude on the following stress-strain path. 
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Experimental uniaxial stress-strain curves. 
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Table 3.2. 1 

Mechanical properties and chemical compositions. 

Tension test Chemical composition% 

Y.P. T.S. EL. C Si Mn p s Ceq 
(Mpa) (Mpa) （忽） X100 X1000 X100 

SM/+ 1 A 284 421 37 1 2 20 93 1 7 6 28 

SM50YB 372 549 25 1 7 36 137 1 5 1 2 42 
HT70 622 661 43 

(mm) 

1 1 0 1 2 40 l 2 110 

284 

「igure 3.2. 1 Configurations of test specimens. 
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{a) Keyboard, CRT, printer and XY-plotter 
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Figure 3. 3. 1 

Estimation of surface size function from 

uniaxial stress-plastic strain curves. 
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property functions. 
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Experimental stress-strain relations for 

estimating material property functions. 
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experimental results (for SM50YB). 
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experimental results (for HT70). 
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Table 3.4. 1 

Nodal values used to make interpolation curves. 

-SM41A-

✓ もpi(災） o.o 0.1 0.4 1.0 2.0 6.0 

/{, 0 254. 255. 256. 259. 294. 409. 

dKold豆pi 510. 510. 510. 510. 4900. 1470. 

K, st 147. 211. 254. 290. 331. 427. 

d Kst/dもpi 142000. 27000. 7620. 4580. 3710. 1500. 

K,conv 196. 294. 355. 385. 410. 469. 

dKconv/d豆pi 176000. 46100. 7350. 3920. 1650. 1300. 

-SM50YB-

豆pi(災） o.o 0.1 0.4 1.0 2.0 6.0 

K, 0 366. 366. 367. 369. 412. 553. 

dKo/dもpi 343. 343. 343. 343. 6220. 1520. 

Kst 147, 250. 335. 392. 442. 562. 

dKst/dもpi 142000. 48300. 13700. 5490. 4760. 1810. 

K.,oonv 176. 321. llll8. 503. 539. 607. 

dKconv/dもpi 174000. 78000. 14200. 5680. 2450. 1280. 

-HT70-

もpi(席） o.o 0.1 0.4 1.0 2.0 5.0 

K, 0 622. 623. 628. 638. 654. 718. 

dKo/dもpi 1600. 1600. 1600. 1600. 1600. 1600. 

K, st 294. 463. 567. 633. 670. 730. 

d Kst/dもpi 226000. 51000. 16400. 5440. 2700. 1470. 

/(,conv 338. 543. 648. 699. 726. 762. 

d/Cconv/d豆pi 280000. 53900. 12400. 4900. 1520. 784. 

unit : MPa 
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Relationships between weighting function values and 

equivalent plastic strain increment. 
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Table 3.5. 1 

Relationship between W。and£町

(a) SM41A  

£p (席） 1. 38 * 1.83 2.80 * 3.75 4.74 5.72* 7.51* 

W0 1.00 0.98 0.60 0.44 0.36 0.17 o.oo 

(b) SM50YB 

£p (匁） 1.32* 1. 76 2.73 3. 53 * /1. 75 5. 60 * 7 .20 * 

W0  1.00 0.67 0.61 0.40 0.30 0. 21 o.oo 

(c) HT70 

で, (%)~0-88. 2.63. 3.59 4.54. 5.49 6.12• -

W0 1.00 0.80 0.53 I 0.42 I 0.26 I o.oo I― 

* : The data was used for Lagrange interpolation. 



w w w 

-SM41A- -SM50YB- -HT70-

/Ep; Epi 

ー

Ep 

0

0

 

• ー

Epi 

Ep 
p
 

(lJJ 

Figure 3.5.4 

Three dimensional representation of 

N。そそ• relations. p Pl 

1
3
3
 



13 ,J 
VK 

UK 

y
 

Uj 

Nodal 
coordinates 

X 

Gloval 
coordinates 

Figure 4.2. 1 

Constant strain triangular finite element . 4204) 

11 0 12 40 

284 

1 2 110 

Figure 4.2.2 

Configuration of test specimens. 

¥
,
‘
/
 

i

--

l

 

9
9
9
;
~
i
,
.

ー
'
、
‘

z~ 紐,~, 1 

1 I I 

9
S
 "寸
X
'
7

R
 

Unit: mm 

Figure 4.2.3 

Modelling of test specimens. 



135 

area・A" 

r
 

t2 6
 

fa 

t2 

I―--calc11IJl io11 I -I 
＼ 

E
 

area・s・ 

Figure 4.4.1 

Definition of prediction error of 

stress-strain relations. 

CT (MPa) 

600 
---Experiment 

Calculation 400 

-8. 

SM41A 

-4. 0 

-200 

Ct'.z (MPa) 

400 

200 

SM41A 

----Experiment 

Calculation 

8. 

€(%) 

゜
2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 

-600-
cpl (%) 

Figure 4疇 5.1 

Comparisons of tension-compression stress-strain relations 

and longitudinal component of transfer vector; experiment and 

calculation (SM41A). 



0 (MPa) l36 
HT70 

-・---Experiment aoo 

•一ー Calculation 600 O'. z (MP a) 

400 I HT70 
400 

200 
----Experiment 

―Calculation 

-8. -4, 

゜
4
 

8. 

€ （％） 

200 

-----

゜
2. 4. 6, 

€pl (%) 

8. 10. 

Figure 4.5.2 

Comparisons of tension-compression stress-strain relations 

and longitudinal component of transfervector; experiment and 

calculation (HT70). 

Table 4.5.1 Definitions of the models o「

investigating the accuracy 

name !accumulation of E p fundamental surface weighting function 

size functions 

-~-2-P over a 11 paths K。and Kconv 

A-2-L over all paths K。and Kconv 

P-2-P as shown in Fig.2.3.5 K。and Kconv 

P-2-L as shown in Fig.2.3.5 K。and Kconv 

A-3-M over a 11 paths K O' K st and K conv 

P-3-M as shown in Fig.2.3.5 K o' K st and K conv 
''l as shown in Fig.2.3.5 K o' K st and K conv P-3-MZ 

P-3-L as shown in Fig.2.3.5 K o• K st and K conv 

by Ref. [ 4501] 

linear 

by Ref. [ 4501] 

linear 

measured *2 

measured *2 

measured 
-~3 
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Two methods for evaluating cumulative plastic strain. 
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Table 4.6.4 

Prediction errors of each calculation procedures. (忽）

Load i 11g pat. Lr rn not introduced /C 0 1 7 •1 JC 0 3 3 •2 1c 0 1 7 and 1c 0 3 3 

(1) 5,3 % 4.7匁 2.7 % 2.7 % 
② (3.0 3.5 2.2 2.0 

/[.2 2.9 2.2 I .9 
@ 6.9 5.7 5.6 5.5 
⑰ 、r 、

G.5 5.5 5.3 5.'.l 

•'.l 

'I: I 1c 11. 1'i 1,as i 11 l.rnduccd as a「undamenl.aI surface size function. 

*2 1c0.:s:s was inl.roduced as a fumlamental surface size・function. 

: J:'.l 1c ti. 1 "I and 1c~. 3 3 were in lroduccd as fundamen ta I surface size fund ions. 

li!ole'1.7.l 

Mechanical pr,operties and chemical cornpos・it1ons. 

'J'Gnsion LG,; し Chemical composition 笈

Y.P. T. S. む1,. じ Sj Mn p s Ceq 
(Mpa) (Mpa) （況） XlOO X1000 X100 

SLeel-f¥ 281, L, 2 I 37 1 2 20 93 17 6 28 
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Figure 4.7.1 

Tension stress-plastic strain relations. 
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Table 5.2.l 

Mechanical properties and chemical compositions. 
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Table 5.3. 1 Measured bending stiffness. 

¢g . 1 ¢g . 2 ¢g'3 ¢g ¢ 冗 </J h 

No. 1 1.65 1.65 1.64 1.65 -- --

No.2 1.67 1.67 1.66 1.67 -- --

No.3 1. 72 1.72 1.70 1. 71 -- 1.39 

No.4 1.80 1.81 1.80 1.80 -- 1.43 

No.5 1.78 1.80 1.82 1.80 -- 1.41 

No.6 1. 76 1.77 1.80 1. 78 1.77 1.39 

No.7 1.87 1. 75 1.81 1.81 1.76 --

unit : xl 炉 kN•m2
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Schematic figure showing how to .load. 
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Figure 5.4.2 Set up of loading system and specimen. 
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/Milling cutter 

ユ易

I Depth gage 

(a) RS-200 Milしingguide 

Figure 5.5. 1 

Measurement equipments of residual stress 

(to be continued). 
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(b) Electric drill and milling rod 

(c) Slidac 

Figure 5.5. 1 

Measurement equipments of residual stress. 
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Figure 5.5.2 

Arrangement of strain gages. 
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(a) Strain gage wiring 

(b) Setup of Milしingguide (c) Adjustment of drilling point 

Figure 5.5.3 

Measurement procedure of residual stress 

(to be continued). 
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(d) Setting depth gage 

,,, 

(e) _Electric drill attached to Milling Guide 

Figure 5.5.3 

Measurement procedure of residual stress. 
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Figure 5.5.4 

Two dimensional uniform stress 

distribution with a hole. 

Figure 5.5.5 

Digital strain meter H-1021. 

ぶ
~ 

Type: FRS-2 
(Tokyo Sokki Kenkyujo Co •• Ltd) 

Gage length : 1.5mm 

Gage width : 1.3mm 

Figure 5.5.6 

Rosette-type strain gage. 
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Strain releasing ratio-nondimensional hole depth relations. 
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Effect of time and drilling speed. 
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Table 5.5.3 

Effects of a hole distance. 
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Figure 5.5.10 

Measured points of residual stress. 



Table 5.5.4(a) 

Measured residual stress (upper flange). 

Measurement Principal stress Norma I stress Shear 
point. No. (MPa) (deg) (MPa) stress 

(Uprer (MPa) 
flange) (J p (J Q 

゜
{J X (J y t X Y 

-83. 43. -I 0 39. -80. -21. 
U I -71. -1. 27 -7. -6'-I. -20. 

-5. -45. -16 -8. -112. -10. 

-I 02. -13. 8 -15. ・I 00. 12. 
U2 9. -60. -26 2. -53. 22. 

6. -65. 18 -!. -58. 2 I. 

13. 8 I. 15 76. 18. 17. 
U3 24. 58. -16 32. 50. -14. 

I. 62. -I 0 2. 6 J. IO. 

17. -24. -37 -9. 2. 19. 
U4 12. -27. 8 -13. -2. 19. 

11. -21. 31 3. -12. 14. 

43. -2. -4 -2. 43. 3. 
U5 38. 4. 37 4. 37. 5. 

.. •• 一 -- -- -- ""  

-3. -9. 6 -8. -3. -!. 
U6 -2, -4. -I 6 -2. -3. I. 

-2. -6. 17 -2. -6. !. 

・24. 35. 13 32. -21. 13. 
U7 -2. 18. 16 13. 3. -8. 

18. 34. -3 l 8. 34. I. 

-6. -33. -21 -29. -9. 9. 
us II. -49. 2 -2 l. -17. 30. 

・4. -24. -16 -6. ・23. -5. 

-I 82. 167. -43 4. -19. -I 74. 
し）9 13. -43. -9 -6. -23. 26. 

232. -265. 42 8. -4 [. 248. 

32. -47. -43 -IO. -4. 40. 
UlO -- -- -- -- .. --

-- .. -- -- -- --

Table 5.5.4(b) 

Measured residual stress (upper flange). 

Measu rem en t Pr Inc i pa I stress Norma I stress Shear 
point No. (MPa) (deg) (MPa) stress 

(Upper (MPa) 
flange) (J p (J q 8 (J X (I' て X り

16. -9. -31 -3. 10. II. 
し） II 62. 47. -42 62. 47. 1. 

・7. 23. -37 4. 12. 15. 

20. -20. -36 -6. 6. 19. 
U12 33. -2 I. 6 0. 7. 0. 

7. 7. -45 7. 7. 0. 

49. 3. -5 3. 48. 4. 
U13 46. 4. 36 5. 45. 6. 

4. 37. -3 5. 37. 2. 

9. 16. 30 14. 11. 3. 
U14 19. 3. 4 9. 13. 8. 

-4. 15. -9 -3. 14. 3. 

-23. 15. 19 11. -I 9. 11. 
Ul5 l 5. -16. -23 11. -12. 11. 

8. ・15. 43 -3. -4. 12. 

-10. -I 5. 15 10. -35. -12. 
Ul6 -- -- -- .. -- --

-- -- -- -- -- --

2. 12. 21 11. 3. 4. 
Ul7 -6. ・6. ・45 -6. -6. 0. 

-G. -6. ・115 -6. -6. 0. 

→ 40. -56. 16 -42. -55. 4. 
U18 33. -108. 23 -89. 14. 49. 

-52. -29. 36 -37. -44. 11. 

2
0
・
1
 



Table 5.5.4(c) 

Measured residual stress (lower flange). 

Measurement Principal stress Normal stress Shear 
point No. (MPa) (deg) (MPa) stress 

(Lower (MPa) 
flange) (J p a o 8 a X a• T XV  

I 5. 95. 5 94. 16. 7. 
LI 3 I. 102. 20 89. 44. -27. 

42. 26. 19 40. 28. 5. 

16. -39. 21 -32. 9. -I 9. 
L2 -59. 126. 10 66. 0. -86. 

-5 I. 23. 34 -28. 0. -34. 

-I 2. -5. -36 -7. -9. -3. 
し3 ・32. 11. -6 -I 5. -6. -21. 

-46. ・19. 19 -43. -22. -9. 

-- -- -- -- -- --
L4 1. 3 I. 8 20. 12. -14. 

-- -- -- -- -- --

-36. 55. -11 52. -32. -I 7. 
L5 -1 7. 47. 6 22. 8. -3 !. 

-27. 4. 25 -21. -2. -12. 

9. 34. -20 32. 12. ・8. 
Lo 18. 42. I 0 34. 26. -11. 

31. 24. -36 28. 26. -3. 

71. 19. 28 31. 60. -22. 
L7 45. 23. 35 23. 44. 4. 

57. 25. -43 42. 40. ・16. 

73. 31. l 0 33. 72. -7. 
L8 38. 69. ・37 39. 68. -4. 

28. 98. 2 28. 98. -2. 

33. 11. -l 6 13. 3 I. 6. 
し9 17. -I 9. 7 -6. 3. 17. 

•• 一 -- -- -- -- --

18. 47. -I 7 45. 2 !. . -8. 

LIO ・I 6. 2. 7 2. -I 5. 2. 
・46. -74. -6 ら 46. -73. -3. 

Table 5.5.5 

Measured residual stress (mean values). 

Measurement Principal str Norma I stress Shear 
point No. (MP a) (MPa) stress 

(MPa) 
(J p a• (J X (J y T X y 

Upper f I ange 
Ul -53. -I. 8. ・62. -17. 
U2 -29. ← 46. -5. -70. 18. 
U3 13. 67. 37. 43. 4. 
U4 13. ・24. -6. -4. 17. 
U5 4 I. I. I. 40. 4. 
U6 -2. -6. -4. -4. 0. 
U7 -3. 29. 21. 5. 2. 
U8 0. -35. ・19. -16. 11. 
U9 21. ・47. 2. -28. 33. 
UIO 32. -47. -IO. -4. 40. 
Ul 1 24. 20. 2 I. 23. 9. 
U12 20. 11. 0. 3. 6. 
U13 33. 15. 4. 43. 4. 
Ul4 8. 11. 7. 13. 5. 
U15 0. -5. 6. -I 2. 11. 
Ul6 -10. -I 5. IO. -35. -I 2. 
U17 -3. 0. 0. ・3. 1. 
U18 -20. -64. -56. -28. 21. 

Lower flange 
LI 29. 74. 74. 29. -5. 
L2 -3 J. 37. 2. 3. -46. 
L3 -30. -4. ・22. -12. -I I . 
L4 1. 3 I. 20. 12. -I 4. 
L5 -27. 35. 18. -9. -20. 
LG 19. 33. 3 !. 21. -7. 
L7 58. 22. 32. 48. -I I. 
L8 46. 66. 32. 79. -4. 
L9 25. -lj. 4. 17. 12. 
し10 ・I 5. -8. 0. -22. ・3. 
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Residual stress distributions of thin-walled 
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Figure 5.5. 13 

Typical modelling of residual stress distribution 

of heat rolled H-shaped beam. 
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Figure 5.5. 14 

C u t t i n g o f m a t e r i a l t・e s t s p e c i m e n s 

from H-shaped beam specimen (to be continued). 
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Figure 5.5. 14 

Cutting of material test specimens 

from H-shaped beam specimen, 



212 

---―ーを----;,乙＿――_6_----,,L - --~ 

2 5 / 8 
----------r ----------,.L _ - - - - - - - - -

1 / 4 // 7 

囮—----~-- -l--12--___ !_ __ -1-------―り4
11 I 13 : 15 

------------L------------1- —----------
----------_/  _ --------/.:. ---------

18 / 21 / 24 ---------_,,_ ---------ァ---------
____ _17 ____ニ___JQ ____ / 23 1 

／ 
／ 

16 
／ 

/ 19 / 22 

Figure 5.5. 15 

Test specimen number. 

.J 

I 1;1 {2 33 60 33 虹

C¥J 

33 1/~ 60 {~2! 33 I w 
150 

(unit: mm) 

Figure 5.5. 16 

Configuration of specimens. 



Strain gage 

Figure 5.5.18 

213 

Figure 5.5. 17 Testing machine 

for tension tests. 

Strain measurements by strain gages. 
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Figure 5.5. 19 Calibrator for load cell. 
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Figure 5.5.20 Calibration of load cell 
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Typical tensile stress-strain relations. 



Table 5.5.6 

Mechanical properties obtained from tension tests. 

Specimen No. Young's modu I us しoweryield point tens i I e strength Fracture stres ess 
(Xl05 MPa) (1'1pa) (MPa) (MPa) 

Flange 
I 2.09 323. 445. 362. 
2 2. 11 294, 435. 339. 
3 2.on 312. 451. 355. 
7 2.09 292. 436. 345. 
8 2-13 286. 433. 334. ， 2.06 294. 438. 336. 
16 2.09 304. 448. 361. 
17 2.14 288. 435. 342. 
18 2-15 316. -- --

mean 2. 10 301. 440. 347. 

Web 
IO 2. 10 415. 503. 41 l. 
II -- 397. 493. 399. 
12 2.10 406. 500. 390. 
13 2.09 394. 496. 408. 

mean 2.10 403. 498. 402. 

Table 5.5.7 

Lower and upper yield point obtained from 

strain control tests. 

Sr記cinwnNo, 
IJppe, 三□ニロニ：:: 心〗：：）［

I 
I 

Vian;(I :i:11. ¥ 305. I. O!:) 

:i 3'.l7. 1 202. I 1.15 

(j :i58. 
rn 3り（）．

20 :i:17. 

21 350 
22 350. 

2:l 355. 
211 330. 

—-·· —~ ● ● ・・・・・・-・- -- -----・・  ···-------------—f-------~- ¥ -・----------
I 

I 

mc・an :i44. I 300. 1. 15 

載b

Jil 
15 

111ea11 I 

398, 
,10:~. 

401. 
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Figure 5.5.23 

Experimental stress-plastic strain curves 

for estimating surface size functions. 
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③ (X3,Y3,Et3) 

① 
(X1,y1,Et1) 
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L— x 

② (X2,y2,Et2) 

Figure 5.6.1 

Area coordinates system for triangular element5602). 
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(a) 1st approximation (b), 2nd approximation 
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(b) 3rd approximation 

Figure 5.6.2 

Evaluation of plastic strain values and stress values 

using fundamental surface size functions and strain values. 
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Figure 5.6.3 

Appropriateness of the proposed calculation procedure. 
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Figure 5. 7. 1 

Assumption of tensile stress-strain curve for flange. 
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(MPa) 

600 

゜
0.4 0.8 1.2 1.6 2.0 

豆pi . (悶）

もpi(%) o.o 0.04 0.16 0.40 0.80 3.00 

K., 0 344. 344. 345. 346. 348. 402. 

d IC o Id豆pi 564. 564. 564. 564. 564. 3380. 

K, 0 4 214. 270. 313. 327,, 329. 380. 

d 1<,04/dもpi 294000. 68600. 14700. 490. 490. 2940. 

/(,09 190. 253. 292. 319. 330. 384. 

dK09/dきpi 294000. 68600. 19600. 7840. 1960. 2940. 

K,st 157. 235. 277. 307. 333. 382. 

d K st/dもpi 343000. 78400. 19600. 11800. 4900. 1470. 

K,conv 204. 306. 361. 399. 433. 497. 

dKconv/dもpi 446000. 102000. 25500. 15300. 6370. 1910. 

unit: MPa 

(a) Flange 

Fi g u re 5. 7. 2 Surface s i z e fun ct i on s (t.o be cont i n u e d) . 
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I( 

200 

゜
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もpi (災）

1.6 2.0 

豆pi(災） o.o 0.04 0.16 0.40 0.80 3.00 

Ko 408. 408. 410. 412. 416. 432. 

dKoldもpi 490. 490. 490. 490. 1960. 2450. 

K, 03 204. 326. 390. 419. 420. 438. 

dK03/dもpi 490000. 88200. 19600. 490. 1960. 1470. 

K, st 163. 281. 351. 395. 425. 444. 

d 1<:st/dもpi 490000. 88200. 27000. 11800. ・ 4900. 1470. 

Kconv 212. 366. 456. 514. 553. 577. 

dKconv/dもpi 637000. 115000. 35100. 15300. 6370. 1910. 

unit: MPa 

(b) Web 

Figure 5.7.2 Surface size functions. 
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Figure 5.7.3 Linear weighting functions. 
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Nol1m=124 

饂汀醤謡；

Nno<1o=228 

N,1om=328 

Nnodt=403 

N,t,m=648 

(a) Mesh pattern A (b) Mesh pattern B (c) Mesh pattern C 

Figure 5.7.4 

Comparisons of calculated monotonous moment-curvature 

relations; mesh patterns, 

Table 5.7.3 

Comparisons of calculated monotonous moment-curvature 

relations; effects of mesh patterns. 

Moment(kN-m) Curvature (1 /m) 

Mesh-A I ＇ Mesh-B ： Mesh-C 
I 

9.8 0.00571 I 0.00571 I 0.00571 
19.6 0.0114 I 0.0114 I 0.0114 
29.4 0.0171 I 0, 0171 

! 
0.0171 

39.2 0.0228 I 0.0228 0.0228 
41. 2 0.0240 I 0.0240 

I 
0.0240 

43 .1 0.026 51 I 0.026 51 0.026 51 
45.1 0.02 3 

I 
0.02 3 I 0.02 3 

47.0 0.0280 
I 

0,0278 I 0. 0277 
49.0 0.0321 

: 
0.0321 I 0,0321 

50.0 0.0384 0,0381 I 0.0381 
51.0 0.0504 6 I 

0,0500 I 0.0500 
51.9 0.084 I 0.0839 I 0.0837 
52.9 0.219 r 0.218 I 0,217 
53.9 0,46 28 I 0.46 23 I 0.46 22 
54.9 o. 6 44 

！ 
0. 37 I o. 36 

55.9 0.8 0 0.853 ： 0,852 
N node 104 I 228 

I 
403 

I I 

N elem 124 ： 328 I I 648 

CPU(sec) 24,7 
I ＇ 

48.7 I I 
85,2 

N step 166 ： 167 ！ 167 

CPU/N8tep(sec) O .149 I I 0.292 I I I 0.510 

N is number of nodes. node 

N 
elem N is number of elements. 

step is number of calculation steps. 

Computations were carried out on HITAC M682H, ・ 

2211 
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Distribution of longitudinal residual stress 

(a)measurements and (b)modelling. 
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Table 5. 9. 1 

Comparisons of calculation time; 

tangent stiffness method and proposed method. 

Tangent stiffeness Propi osed 
method simplif ed method 

Load pattern CPU(sec) N step CPU/N8tep(sec) CPU(sec) N step CPU/N8tep(sec) 

No.1 74-7 558 0.134 0,979 550 0,00178 
No.2 199.0 1193 6 0 .167 1.56 850 0,00184 
No.J 153.0 95 0.160 1 • 13 650 0,001.74 
No.4 39.6 21~ 0.184 6 0,365 200 0.00183 
No,5 55,6 24 0.22 0.372 200 0,00186 

Mean value o. 174 0.00181 

Computations were carried out on HITAG M682H. 
N step is number of calculation steps. 
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